
令和元年度取組対象　離島ＰＤＣＡ施策総括表

活動概要 R元年度の目標 活動実績値

決算額
(千円)
離島分は
括弧書き

離島振興計
画における
進捗状況

活動離島
市町村名

○推進状況の区分（各部局で推進状況を判断している）

・「順調」：年度別計画どおり又は前倒しで取組を推進している（概ね 90％以上）　

・「概ね順調」：年度別計画と比較して概ね取組を推進している。（概ね75％以上～90％未満）

・「やや遅れ」：年度別計画と比較して若干の遅れがある（概ね 60％以上～75％未満）
 ・「大幅遅れ」：年度別計画と比較して大幅に遅れている（概ね 60％未満）

・「未着手」  ：年度別計画に示した活動に未着手

・「離島実施無し」：活動には着手したが、令和元年度は離島における取組無し

・「取組完了」：取組が平成30年度以前に完了済み

第１節　離島における定住条件の整備
１　自然環境の保全・再生・適正利用

1
野生生物の保全・保護事業
（環境部）

県内に生息する希少な野生動植物の保護
を図るため次に挙げる事項に取り組む
・希少種保護条例の制定
・野生生物の生息、生育状況調査
・自然環境保全の指針策定
・レッドデータ沖縄（県内に生息する絶
滅のおそれがある生物種の絶滅危険性を
ランク分けした資料）の改訂

県 H24～ 21

生物多様性情報の収集として18地
域を対象に現地調査を実施したほ
か、生物多様性保全利用指針
OKINAWA（八重山編暫定版）を策定
した。

生物多様性保全利用指
針OKINAWA八重山諸島編

暫定版の策定

野生生物の生息、生育状
況調査の実施

173,139
（離島分のみ
の抽出困難）

順調
石垣市
竹富町

与那国村

自然保護
課

15.1 １．沖縄の絶滅種数

2
生物多様性地域戦略事業
（環境部）

教育関係機関と連携し、次代を担う児童
生徒を対象とした「生きものいっせい調
査」や一般県民を対象とした「生き物
フォトコンテスト」により生物多様性の
普及啓発活動を実施する。
　生物多様性プラットフォームを構築、
本県の生物多様性に関する情報の一元化
を図る。

県 H24～ 22 ―
次世代を担う児童生徒
を対象とした普及啓発

活動
― ― 離島実施無し ―

自然保護
課

14
15.1

１．沖縄の絶滅種数

3
生物多様性おきなわ戦略の普
及啓発
（環境部）

本県の豊かな生物多様性を保全していく
ため、生物多様性おきなわ戦略の取り組
み状況についての進捗確認と、戦略の改
訂に向けた情報収集及び課題の整理を行
う。
　また、生物多様性の保全に係る普及啓
発活動のための移動展示やパンフレット
等の作成にも取り組む。

県 H24～ 22 ―
情報収集・課題整理・
移動展示・パンフレッ

ト等の作成
― ― 離島実施無し ―

自然保護
課

14
15.1

１．沖縄の絶滅種数

4
生物多様性おきなわブランド
発信事業
（環境部）

現状を把握するための現地調査を実施
し、それぞれの地域における生物多様性
のブランド価値発掘を目指す。
　地域における生物多様性の現状と維持
するための方向性をまとめた「生物多様
性保全利用指針OKINAWA」を策定する。
　成果をホームページ等を通して発信
し、県民へ広く普及啓発する。

県 H28～R3 22

生物多様性情報の収集として18地
域を対象に現地調査を実施したほ
か、生物多様性保全利用指針
OKINAWA（八重山編暫定版）を策定
した。

生物多様性情報の収集 生物多様性の情報収集
173,139

（離島分のみ
の抽出困難）

順調
石垣市
竹富町

与那国村

自然保護
課

14
15.1

5
外来種対策事業
（環境部）

沖縄県の生物多様性を保全するため、具
体的な取組事項を定めた「沖縄県外来種
対策行動計画」等の策定や外来種の捕獲
手法検討を行うとともに、新たな外来種
の侵入・定着を防止するための取組を行
う。

県 H24～ 22
沖縄県外来種対策行動計画等の策
定及び外来種（グリーンアノール
等）の捕獲手法等を確立させた。

外来種対策実施種７種

外来種対策実施種８種
侵入のおそれのある外来
種に関する情報提供・普
及啓発実施
行動計画策定

110,490
（離島分の抽

出困難）
順調

石垣市
宮古島市
竹富町

自然保護
課

15.8

SDGs
ゴール

資料２

進捗状況が
やや遅れ
大幅遅れ
未着手

の要因と対策

関連する成果指標
（資料３の成果指標一覧

に対応）
No 主な取組名 取組内容

離島振興計画関連

担当課
実施主体 事業期間

離島
振興
計画
記載
頁

令和元年度実績
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6
サンゴ礁保全再生事業
（環境部）

生物多様性に配慮したサンゴ植え付けや
遺伝子解析などの調査研究を行うととも
に、地域団体等が実施しているサンゴ礁
保全活動へ支援することにより、サンゴ
礁生態系の保全・再生を図る。

県
H24～28
【完了】

22 取組完了
自然保護

課
14.2

7

【後継】
サンゴ礁保全再生地域モデル
事業
（環境部）

サンゴ種苗の植付費用の低コスト化等に
係る調査研究
サンゴの白化対策等の調査研究
サンゴ礁保全再生地域モデルの構築

県 H29～R3 22

　協議会において、活動を行う仕
組みを検討した。また、サンゴ種
苗の低コスト化や白化対策等の調
査研究を実施した。

モデル地域の構築・サ
ンゴ種苗植付技術及び
白化対策等の調査研究

モデル地域（協議会の設
立）２地域
（離島　１地域）

120,342
（4,2120）

順調 久米島町
自然保護

課
14.2

8
オニヒトデ総合対策事業
（環境部）

オニヒトデの大量発生予察手法を検証
し、精度向上を図る。また、大量発生メ
カニズムの解明をさらに進め、地域で実
施可能な大量発生防止対策を全県的に普
及させる。

県 H24～R3 22

　地域団体に予察手法の普及を図
るとともに、オニヒトデ大量発生
メカニズムの解明に関する調査研
究を実施した。

大量発生予察実証・大
量発生メカニズム解明
調査研究・防除対策検

討

予察手法の普及４団体
40,439

（離島分の抽
出困難）

順調
石垣市
竹富町

自然保護
課

14.2

9
沿岸生態系の保存
（環境部）

今後策定する「総合沿岸域管理計画（仮
称）」に基づき、県が実施するサンゴ礁
の実態調査や陸域からの影響調査や民間
や地域が主体的・継続的に実施するモニ
タリング活動に対する支援を行う。

県
H24～28
【完了】

22 取組完了
自然保護

課
14.2

10
海洋保護特別区設定事業
（環境部）

海域生物を保護するため、開発行為の規
制等を行う海洋保護区を設定する。

県 H24～ 22 ― 保護区等の設定 ― ― 離島実施無し ―
自然保護

課
14.5 ２．海洋保護区の設置数

11
うちなーロードセーフティ事
業
（土木建築部）

やんばる地域及び八重山地域の西表島等
において、生物にふさわしい環境で生息
するための道路環境の改善を行い、ロー
ドキル防止、道路利用者の走行に対する
安心感を確保するための対策を行う。

県
H26～28
【完了】

22 取組完了 道路管理課 15.1

12
自然環境保全地域指定事業
（環境部）

優れた状態を維持している森林・海岸、
特異な地形・地質、野生動植物の自生
地・生息地など、自然的、社会的条件か
らみて特に保全が必要な地区を沖縄県自
然環境保全条例に基づき指定する。

県 H24～ 23
自然環境保全地域の指定に向けた
考え方の整理及び各自然環境保全
地域の管理を行った。

自然環境保全地域
12地域指定

自然環境保全地域
12地域指定

476
（離島分の抽

出困難）
順調

北部圏域
八重山圏域

自然保護
課

15.1 ３．自然保護区域面積

13
自然公園の施設整備（環境
部）

自然公園の利用の増進を図るため、園
地、休憩所、公衆トイレ、探勝歩道、駐
車場、標識等の施設整備を行う。

県 H28～R3 23
外国人観光客の受入体制強化のた
め、案内標識等の多言語表記化を
実施。

慶良間諸島国立公園整
備

標識設置26基
19,872

(19,872)
順調

座間味村
渡嘉敷村

自然保護
課

11.7
15

14
鳥獣保護区設定事業
（環境部）

生物多様性を支える地域を保全するた
め、鳥獣の保護を図るための鳥獣保護区
を指定し、管理する。

県 H24～ 23 ― 鳥獣保護区数27地区 ― ― 離島実施無し ―
自然保護

課
15.1 ３．自然保護区域面積
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15
世界自然遺産登録推進事業
（環境部）

　世界自然遺産登録を早期に実現し、登
録後の遺産価値の維持と適正な利活用の
両立を図るため、次の事業に取組む。
①推薦地の管理体制の運営、②適正利用
とエコツーリズム体制の構築、③イリオ
モテヤマネコ交通事故防止対策、④ノイ
ヌ・ノネコ対策、⑤普及啓発の推進、⑥
密猟防止対策

県 H25～R3 24

　世界自然遺産登録を早期に実現
し、遺産価値の維持と適正利用の
両立を図るため、次の事業に取り
組んだ。
①行動計画の検証等、持続的観光
マスタープランの策定、地域参画
の推進、②適正利用とエコツーリ
ズムの推進、③ヤマネコ交通事故
防止対策、④ノイヌ・ノネコ対
策、⑤普及啓発の推進、⑥希少野
生生物密猟盗採防止対策

　地域部会・フォーラ
ムの開催や希少種保
護、外来種対策など世
界遺産登録に向けた取
組

 早期の世界自然遺産登
録に向けた取組（希少種
の保護、外来種対策、適
正利用、普及啓発等）

323,048
（離島分のみ
の抽出困難）

順調 竹富町
自然保護

課
15

16
赤土等流出防止対策
（環境部）

赤土等流出防止条例および沖縄県赤土等
流出防止対策基本計画の効果を検証する
とともに、陸域の赤土等流出防止対策を
効果的に推進するため、本島１４海域の
ほか、久米島２海域、石垣島９海域、西
表島３海域の計１４海域において、赤土
等堆積状況及び生物生息状況を経年的に
把握する。

県 H24～R3 24

久米島、石垣島、西表島、慶良間
諸島、宮古島の調査海域におい
て、赤土等堆積状況調査を年３
回、生物生息状況調査を年１回実
施した。また、これら海域に隣接
する全ての流域において、陸域調
査を年２回実施した。
　さらに、重点監視海域に接続す
る河川において、赤土等堆積状況
調査、生物生息状況調査を年１回
実施した。

モニタリング海域数：
28海域

調査海域数：14海域（細
海域41海域）
（久米島、石垣島、西表
島、慶良間諸島、宮古
島）

50,089
（28,918）

順調

久米島町
石垣市
竹富町

座間味村
渡嘉敷村
宮古島市

環境保全課

3
6.3
14.1
14.2
15.1

５．監視海域76海域における
赤土等年間流出量
６．海域での赤土堆積ランク
５以下の地点割合

17
水質保全対策事業（耕土流出
防止型）
（農林水産部）

農用地及びその周辺の土壌の流出を防止
するため、農地の勾配修正、グリーンベ
ルト、畑面植生等の発生源対策と、承排
水路、沈砂地、浸透池等の流出水対策を
実施する。

県
市町村

H24～ 24
伊是名村第２地区（伊是名村）他
10地区において流出防止対策及び
発生源対策の整備を行った。

浸透池等の流出水対策
及び農地の勾配修正等

の発生源対策 11地区
854,314

(492,798)
順調

伊是名村
久米島町
石垣市
竹富町

農地農村整
備課

14.1

18
赤土等流出防止営農対策促進
事業
（農林水産部）

赤土等流出防止対策を持続的に推進する
ための人材・組織の育成を図り、地域に
応じた支援組織の確立に向けた事業を実
施する。

県 H24～R３ 24

地域協議会（３組織）における赤
土等流出防止対策（グリーンベル
ト又はカバークロップ等）に係る
活動を支援した。

３組織
育成組織数

農業環境コーディネート
組織の育成　３地域

(38,973) 順調
久米島町
石垣市
竹富町

営農支援課
2.4
14.1

19
大気汚染対策
（環境部）

大陸からの越境汚染の状況にも注目しつ
つ、大気環境の常時監視や発生源となる
工場などの監視・指導等に取り組む。

県 H24～R3 24

　平成31年度の宮古・八重山管内
で大気汚染防止法及び沖縄県生活
環境保全条例に基づくばい煙発生
施設等の届出が14件あり、届出の
受理・審査を行った。

立入検査事業所数
100件

（宮古管内）
届出件数：34件
立入件数：16件
（八重山管内）
届出件数：30件
立入件数：32件

29,249
(3,145)

順調

宮古島市
多良間村
石垣市
竹富町

与那国町

環境保全課
3

11.6

７．大気環境基準の達成率
10．ダイオキシン類に係る環
境基準の達成率

20
水質汚濁対策
（環境部）

河川・海域等の公共用水域及び地下水に
おける水質汚濁の未然防止を目的に、毎
年度定める「公共用水域及び地下水の水
質測定計画」に基づき、県内の河川、海
域、地下水の水質を測定し、異常がない
か監視する。

県 H24～R3 24

　平成31年度は、宮古地域の２海
域、八重山地域の２河川２海域
で、水質の汚濁状況の常時監視を
行った。また、石垣市、竹富町、
与那国町、渡嘉敷村、座間味村、
渡名喜村において地下水の水質調
査を行った。

河川、海域等調査地点
数

186件

河川調査：６地点
海域調査：15地点
地下水調査：６地点

20,637
(850)

順調

宮古島市
石垣市
竹富町

与那国町
渡嘉敷村
座間味村
渡名喜村

環境保全課

3
6.3
14.1
14.2

８．河川水質環境基準（BOD）
の達成率
９．海域水質環境基準（COD）
の達成率

21
土壌汚染対策
（環境部）

土壌汚染に関する情報を一元化した「土
壌汚染情報管理システム」及び土壌汚染
対策法に基づく届出等の管理台帳を整備
するとともに、事業者等への監視指導を
行う。

県 H24～R3 24
　宮古・八重山管内で、土壌汚染
対策法に基づく届出件数が103件あ
り、管理台帳へ登録した。

届出全件を台帳に登録

宮古保健所管内届出件
数：63件
八重山保健所管内届出件
数：40件

1,260 順調

宮古島市
多良間村
石垣市
竹富町

与那国町

環境保全課

3
6.3
14.1
14.2

22
騒音・振動・悪臭対策
（環境部）

離島の市町村と連携を図りながら、騒
音・振動・悪臭に係る規制地域の指定及
び自動車交通騒音に係る面的評価の実施
に努める。

県 H24～R3 24 ―
指定町村数

10町村
― ― 離島実施無し ― 環境保全課

3
11.6

3
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23
浄化槽管理対策事業
（環境部）

浄化槽設置者講習会の実施や、法定検査
未受検者への受検指導など浄化槽の適正
な維持管理について普及啓発を行う。

県 H24～ 24

　浄化槽の適正な維持管理及び合
併処理浄化槽の普及啓発のため、
浄化槽の日に係るパネル展示、知
事挨拶文掲載新聞広告、保健所に
おいて、浄化槽設置者に向けた講
習会、維持管理に関する指導を
行った。

1500人
(全件分）

198 2,465 順調
宮古島市

八重山圏域
環境整備課

6.3
12.4

24
農業集落排水事業
（農林水産部）

都市部に比べ遅れている農村部の汚水処
理施設の整備や発生汚泥を農地に還元す
る施設を整備する。

県
市町村

H25～ 24

 農村生活環境の改善を図るため、
農業集落における、し尿、生活雑
排水等の汚水処理施設の整備を行
い、汚水処理人口普及率を高め
る。

汚水処理施設の整備に
対する補助

整備集落数
2集落

324,313 順調
竹富町

伊是名村
農地農村整

備課
6.2

25
公共下水道事業（離島）
（土木建築部）

他の汚水処理事業と連携し、地域性を考
慮した効果的な下水道整備を推進する。

市町村 H24～R3 24

下水道事業実施市町村へ汚水管渠
整備等に係る交付金を配分すると
ともに、課題を共有するために市
町村へヒアリングを実施し、フォ
ローアップを行った。

下水道整備率
26.9%

下水道整備率（離島）
23.6%

(258,642) 概ね順調

石垣市
宮古島市
久米島町
竹富町

渡嘉敷村
座間味村

下水道課
6.2
14.1

14．汚水処理人口普及率（離
島）

26
自然環境の保全・再生・防災
機能戦略的構築事業
（環境部）

・自然環境を戦略的に再生するための自
然環境再生指針（仮称）（以下「再生指
針」という。）を策定するとともに、自
然環境再生（モデル）事業を実施する。
・また、自然環境の保全や再生型の公共
事業を実施するための環境経済評価を取
り入れた費用便益計測手法（以下「環境
配慮型B/C」という。）を確立し、当該
手法の考え方を再生指針に反映する。

県
H24～26
【完了】

25 取組完了 環境再生課 15.1

27

【後継】
自然環境の保全・再生・防災
機能戦略的構築事業
（環境部）

・自然環境を戦略的に再生するため、自
然環境再生指針（以下「再生指針」とい
う。）を踏まえ、自然環境再生（モデ
ル）事業を実施する。
・全県的に再生事業を推進するため、市
町村による再生事業を支援（補助）する
とともに、活動団体のネットワーク形成
を図る。

県 H27～R3 25

　指針を踏まえた自然環境再生事
業を実施する浦添市及びうるま市
に補助等を行い、その取組（現況
調査の実施、協議会の設置、全体
構想の策定等）を支援した。
 
 

活動地域数５地域
活動地域数（自然環境再
生事業の推進）
６地域

16,363
(0)

離島実施無し 離島実施無し 環境再生課 15.1
11．自然環境再生の活動地域
数

28
自然環境に配慮した河川の整
備
（土木建築部）

河川改修に際しては、自然環境等に配慮
した多自然川づくりを行う。

県
H24～H30
【完了】

25 取組完了 河川課
6.6
15.1

12．自然環境に配慮した河川
整備の割合
24．自然環境に配慮した河川
整備の割合

29
環境影響評価支援システム推
進事業
（環境部）

事業者が行う環境影響評価制度における
環境保全措置の質的向上を支援するた
め、県内で環境影響評価手続を経た大規
模な事業において実施された、貴重種の
移植等の環境保全措置の事例を取りまと
め、その効果の分析・検証を実施し、結
果及び得られた知見を適切に公開する。

県
H25～28
【完了】

26 取組完了 環境政策課 15

30
事業者間による保全利用協定
締結の促進
（環境部）

　自然資源の過剰な利用による自然環境
の劣化を防ぐため、保全利用協定制度を
活用し、自然環境の持続可能な利用を図
る。

県 H24～R3 26 ―
認定数
8協定

― ― 離島実施無し ―
自然保護

課
15

４．事業者間における環境保
全利用協定の認定数

4
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31
第２次沖縄県環境基本計画の
推進
（環境部）

県民、事業者、関係団体等の意見を集約
しつつ、沖縄２１世紀ビジョンにおいて
目標に掲げられている環境像の実現に向
けた道筋を明らかにするため、「第２次
沖縄県環境基本計画の推進を図る。

県 H25～R3 26

　後期５年の取組を反映させた、
第２次沖縄県環境基本計画【改定
計画】を策定した。
　ＰＤＣAサイクルによる進捗管理
を行い、環境基本計画推進会議に
おいて実績報告を行った。報告後
は公表し、県民意見を募集した。

県民意見募集等 県民意見募集等 321 順調 全離島市町村 環境政策課

3
4.7
6.3
7
11
12
13
14
15

"32
-1

環境保全啓発事業
（環境部）

環境保全の重要性など環境問題に対する
県民の意識向上を図るため、沖縄県地域
環境センターを活用した環境情報の発信
や環境セミナー、出前講座等の開催を通
して、家庭や地域における環境保全に係
る取組を推進する。

県 H24～R3 26
　離島地域における環境保全啓発
活動（出前講座、イベント出展）
の実施

出前講座等の開催回数
４回

啓発活動回数：離島地域
10回
（内訳）
　出前講座６回
　イベント出展２回
　自然観察会２回

15,379
(420)

順調
石垣市

宮古島市
竹富町

環境再生課 4.7

"32
-2

【R2追加】
外来植物防除対策事業
（環境部）

沖縄の生物多様性の保全及び観光立県に
ふさわしい良好な景観形成を確保するた
め、在来植物の生育を阻害するギンネム
の拡散防止・駆除技術の確立を行う。

県 R1～3

有識者委員会を２回開催し、ギン
ネムの防除対策に必要な実証試験
計画を検討・策定した他、実証試
験地における侵入状況調査によ
り、対策方法の検討を行った。

有識者委員会の開催２
回

有識者委員会の開催２回 15,949 離島実施無し 離島実施無し 環境再生課 15.8 ―

"32
-3

環境配慮型による緑化木保全
対策事業
（環境部）

花と緑あふれる県土を形成し、沿道や住
環境の快適空間形成、観光産業の振興や
地域の活性化及び緑化の推進に寄与する
ため、熱帯・亜熱帯性の緑化木を病害虫
の被害から保全する。

県
市町村

H29～R3

防除対策に対する補助を８件実施
したほか、緑化木の保全に必要な
５病害虫の防除技術の調査研究を
行った。

８市町村程度（補助件
数）

補助件数（デイゴヒメコ
バチ防除対策補助事業）
８件

46,031
（12,161）

順調

伊平屋村
伊是名村
伊江村

南大東村
宮古島市
多良間村
石垣市
竹富町

環境再生課 15.1 ―

２　安らぎと潤いのある生活空間の創造

33
ごみ減量化推進事業
（環境部）

循環型社会の構築に向けて、ごみ減量リ
サイクル推進普及啓発事業、レジ袋有料
化事業の継続実施等、県民と一体となっ
た各種啓発事業を推進する。

県 H24～ 30 ―
モデル地域における実

証試験の実施
― 3,079 離島実施無し ― 環境整備課 12.5

34
資源化物リサイクル促進支援
事業（環境部）

リサイクル率の向上を図るため、プラス
チック製容器包装のリサイクル構築モデ
ル事業を実施する市町村に対して、補助
を行う。

県
市町村

H28
【完了】

30 取組完了 環境整備課 12.4

35
建設リサイクル資材認定制度
（ゆいくる）活用事業
（土木建築部）

県が認定する建設リサイクル資材の拡大
及び公共工事等における利用推進に取り
組む。

県 H24～ 30

建設リサイクル資材製造業者から
の申請を受け、書類審査、工場審
査を実施、「リサイクル資材評価
委員会」を開催し、新たに8資材の
認定を行った。その他、566資材の
工場等での品質確認を行い、行政
関係者対象の研修や県民環境フェ
アでのパネル展示等の広報活動を
行う等、同制度の普及を図った。

567資材 43資材 26,097 順調

石垣市
宮古島市
北大東村
久米島町

技術・建設
業課

9.4
12.5

なし

36
下水汚泥有効利用
（土木建築部）

下水の処理過程で発生する汚泥をコンポ
スト化し緑農地に利用する。

市町村 H24～R3 30

各下水道施設から発生する下水汚
泥８トン/日の全量を、肥料として
緑農地還元して有効利用を推進し
た。

下水汚泥有効利用率
100%

下水汚泥有効利用率（離
島）
100%

－ 順調

石垣市
宮古島市
久米島町
竹富町

渡嘉敷村
座間味村

下水道課 12.5

5
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37

廃棄物処理施設の効率化及び
離島の廃棄物処理サービス広
域化支援
（環境部）

ごみ処理の広域化を図るためには、連携
する市町村間の合意形成が必要となるこ
とから、県で具体的な方法及び費用対効
果を調査し、離島市町村に提案する。

県
H24～28
【完了】

31 取組完了 環境整備課 12.5

38
【後継】
離島廃棄物適正処理促進事業
（環境部）

離島市町村の廃棄物処理コストの軽減を
図るため、広域化や運搬ルートの合理化
等による廃棄物処理経費低減の調査等を
実施する。

県 H29～R3 31

　昨年度行った、各離島の課題整
理、共通課題への対応策及びモデ
ル事業候補地の提案を踏まえ、今
年度、離島市町村から令和２年度
に実施するモデル事業の要望を募
り、検討委員会で検討した上でモ
デル地域を選定した。
　また、焼却灰の再資源化につい
て、事業化の条件整理を行った。

モデル地域における実
証試験の実施

市町村からの要望を踏ま
え、モデル地域を選定

30,307 順調 全離島市町村 環境整備課 12.5

39

バイオマス資源活用コージェ
ネレーションシステム構築事
業
（環境部）

・建設廃棄物の木くずを発電のためのバ
イオマス燃料として活用することで、廃
棄物の適正処理の確保及び二酸化炭素削
減ができるとともに、売電による資金を
調達することで、民間が本事業のスキー
ムを持続的に実施していける循環資源シ
ステムを構築する。
・また、従来の補助燃料(重油等)につい
て、廃棄物による代替率を検討するほ
か、発電によって生じた排熱等の活用策
も検証する。（対象離島：石垣島）

県
H24～25
【完了】

31 取組完了 環境整備課 12.4

40
廃棄物不法投棄対策事業
（環境部）

不法投棄等の不適正処理に対応するた
め、警察官OBを廃棄物監視指導員、不法
投棄監視員として保健所へ配置するとと
もに、市町村職員に産業廃棄物処理施設
への立入権限を付与する併任制度を設け
るなど、監視体制の強化を図る。

県 H24～ 31

　廃棄物の不法投棄等を未然に防
止するため、保健所に廃棄物監視
指導員(10名)を配置した。
　また、那覇市の監視指導員の配
置に対し財政支援を実施した。

廃棄物監視指導員(10
名)の配置。那覇市監視
指導員の配置に対する

財政支援。

・監視パトロール件数：
10,048件(2,900件：宮
古・八重山保健所分)
・廃棄物監視指導員：10
人

16,663 順調

宮古島市
石垣市
竹富町

与那国町

環境整備課 12.4
25．不法投棄件数（１トン以
上）

41
ちゅら島環境美化促進事業
（環境部）

各市町村や各種団体と連携した全県一斉
清掃を実施する。また、環境美化促進促
進モデル地区を指定し、同地区で行われ
る環境美化活動に対して支援を行う。

県
市町村

地域住民
H24～ 31

　県内各地の道路、公園、観光
地、海岸等を対象として、夏季の
行楽シーズン（６月から８月）、
年末大清掃の時期（１２月）に、
県民、事業者、団体等の参加を得
て全県一斉清掃を実施した。新聞
広告を実施するほか、全県一斉清
掃の実績を取りまとめ、県ホーム
ページ及びパネル展で公表し、県
民の意識向上等を図った。

一斉清掃参加人数9.1万
人

各離島１件ずつ（石垣市
宮古島市、伊江村、座間
味村、渡名喜村、伊平屋
村、伊是名村、久米島
町、多良間村、竹富町）

2,348
（0） 順調

石垣市、宮古島
市、伊是名村、座
間味村、渡嘉敷

村、渡名喜村、粟
国村、久米島町、
北大東村、南大東
村、多良間村、竹
富町、与那国町

環境整備課 12.4 その他

"42
-1

海岸漂着物の適正処理及び国
内外の発生源対策の推進
（環境部）

市町村や地域住民と連携して、海岸清掃
や適正処理を推進するとともに、発生源
対策に取り組む。

県 H24～ 31

　各土木事務所が市町村と委託契
約を締結し、海浜地の清掃等に要
する経費や海浜を自由に使用する
ための条例の運用に伴う経費とし
て使用している。市町村は民間会
社、地域の団体に委託している。

12,000人
（ビーチクリーン参加

人数）

各離島１件ずつ（石垣市
宮古島市、伊江村、座間
味村、渡名喜村、伊平屋
村、伊是名村、久米島
町、多良間村、竹富町）

123,180
(82,911)

順調

石垣市
宮古島市
伊江村

座間味村
渡名喜村
伊平屋村
伊是名村
久米島町
多良間村
竹富町

環境整備課

海岸防災課

12.4
14.1

6



令和元年度取組対象　離島ＰＤＣＡ施策総括表

活動概要 R元年度の目標 活動実績値

決算額
(千円)
離島分は
括弧書き

離島振興計
画における
進捗状況

活動離島
市町村名

SDGs
ゴール

資料２

進捗状況が
やや遅れ
大幅遅れ
未着手

の要因と対策

関連する成果指標
（資料３の成果指標一覧

に対応）
No 主な取組名 取組内容

離島振興計画関連

担当課
実施主体 事業期間

離島
振興
計画
記載
頁

令和元年度実績

"42
-2

海岸漂着物の適正処理及び国
内外の発生源対策の推進
（土木建築部）

市町村や地域住民と連携して、海岸清掃
や適正処理を推進するとともに、発生源
対策に取り組む。

県 H24～ 31
　各土木事務所が民間会社と委託
契約を締結し、海浜地の清掃を
行っている。

13,500人
（ビーチクリーン参加

人数）

各離島１件ずつ（久米島
町、多良間村、石垣市）

31,748 順調

久米島町
多良間村
石垣市

環境整備課

海岸防災課
14.1

43
海岸保全管理費
（農林水産部）

海岸における良好な景観及び環境の保全
を図るため、市町村やボランティア団体
が行う漂着ごみ対策への支援を行う。

県 H24～ 31
石垣市において樋門補修、海岸清
掃を実施した。

該当なし
樋門補修　1基
海岸清掃　1海岸

4,648
(1,108)

順調 石垣市
農地農村整

備課
14.1

44
地球温暖化防止対策（省エネ
改修支援）
（環境部）

設備機器の省エネ改修に対して補助を行
う。

県
H24～28
【完了】

32 取組完了 環境再生課 13.3

45
観光施設等の総合的エコ化促
進事業
（環境部）

自然環境の保全と持続的な観光振興を図
るため、観光関連事業者が行う環境や観
光産業への波及効果が高い総合的・複合
的な環境対策に対して補助を行う。

県
H24～28
【完了】

32 取組完了 環境再生課 7.3

46
地球温暖化防止対策
（環境部）

住宅やオフィス、地域の施設等における
環境対策（建物の遮熱化、省エネ化、太
陽光発電設備・太陽熱システムの設置な
ど）に対して補助を行う。

県
H24～28
【完了】

32 取組完了 環境再生課 13.3

47
次世代自動車の普及促進
（環境部）

次世代自動車（電気自動車等）および充
電設備の導入等に関する情報提供を実施
するともに、車両展示等を行い、次世代
自動車の普及啓発活動を行う。

県
民間

H24～R3 32

　環境月間街頭キャンペーンにお
いて電気自動車を展示し、県民に
普及啓発を図った。日常的に公用
車としての運用を行った。協議会
に参加し、今後の運用についての
決定に携わった。

支援の拡充

超小型モビリティ(電気
自動車)の活用方法につ
いて、琉球日産自動車
(株)と共同で実証事業を
実施。次世代自動車等の
車両展示を実施した。

－ 離島実施無し ― 環境再生課
7.1
7.3

48
地球温暖化の影響・適応策検
討事業
（環境部）

気候変動による影響の把握・推定により
適応の方向性や取り組むべき事項を整理
し、今後の地球温暖化対策や産業振興に
活用する。

県 H24～ 32

　沖縄気象台主催の｢気候情報連絡
会｣及び環境省主催の｢気候変動適
応広域協議会｣に出席し、情報収
集・共有を図った。(４回/年度)
また｢気候変動適応策推進事業｣に
おいて親子向け気候変動普及啓発
イベント(集客：763名)及び小学校
出前講座(３校：283名)を行い県民
に広く普及を図った。

適応策検討会開催数
２回

沖縄県気候情報連絡会、
気候変動適応広域協議会
（計画値：２回、実績：
４回）において地球温暖
化に係る適応策の検討を
行うなど、順調に取組を
推進できた。

6,646 離島実施無し ― 環境再生課 13.3
27．低炭素なまちづくりに取
り組む市町村数

49

県内の避難所や防災拠点等に
太陽光等の再生可能エネル
ギー等の導入を支援
（沖縄県再生可能エネルギ－
等導入推進事業）
（環境部）

地震や台風等による大規模な災害に備
え、地域の避難所や防災拠点等に再生可
能エネルギー等の導入を支援し、「災害
に強く、低炭素な地域づくり」を展開す
る。

県
H26～28
【完了】

32 取組完了 環境再生課 7.2

7



令和元年度取組対象　離島ＰＤＣＡ施策総括表

活動概要 R元年度の目標 活動実績値

決算額
(千円)
離島分は
括弧書き

離島振興計
画における
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活動離島
市町村名

SDGs
ゴール
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進捗状況が
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離島振興計画関連
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離島
振興
計画
記載
頁

令和元年度実績

50
太陽エネルギー普及促進事業
（商工労働部）

太陽エネルギーを活用したエネルギー設
備の普及を促進することで、化石燃料依
存度の低減によるエネルギーの安定供給
確保及び自給率の向上を図り、低炭素社
会の実現を目指す。

県
H24～25
【完了】

33 取組完了 産業政策課
7.2
9.4

51

宮古島スマートコミュニ
ティー実証事業
（スマートエネルギーアイラ
ンド基盤構築事業）
（商工労働部）

クリーンエネルギーの普及による地産地
消等を推進し、エネルギー使用に伴う環
境負荷の低減を図るため、宮古島におい
てＩＴ技術を駆使し、島内の電力供給を
最適化するためのシステムを構築し、実
証実験を行う。

県
市

事業者
H27～R2 33

宮古島市内の市営住宅に設置した
太陽光発電設備（1217kW）及びエ
コキュート120台等をエネルギーマ
ネジメントシステム（ＥＭＳ）で
制御してシステムの実効性や課題
の抽出等を行い、他離島への展開
等の検討した。

宮古島でIT機器等を活
用しエネルギー消費の
効率化を実証

ＥＭＳ実証の実施 205,683 順調 宮古島市 産業政策課
7.2
9.4

27．低炭素なまちづくりに取
り組む市町村数

52

天然ガス試掘事業
（未利用資源・エネルギー活
用促進事業）
（商工労働部）

県内で十分に利活用されていない天然ガ
スの有効活用を促進し、エネルギー供給
源の多様化を図るため、宮古島において
天然ガスの試掘事業を実施する。

県
H24～27
【完了】

33 取組完了 産業政策課 7.2

53

海洋温度差発電実証事業
（未利用資源・エネルギー活
用促進事業）
（商工労働部）

沖縄県において、十分に活用されていな
い海洋エネルギー等の地産の資源・エネ
ルギーの有効活用を促進し、エネルギー
供給源の多様化を図るとともに、新たな
産業の創出による産業の振興を図る。

県
町

事業者

H24～30
【完了】

33

海洋温度差発電実証試験設備の利
活用に向け、地元である久米島町
と意見交換を行うとともに、活用
する機関の公募を行った。

実証設備の利活用に向け
た検討の実施

35,278 取組完了 久米島町 産業政策課
7.2
9.4

54
離島地域エネルギー自給高度
化支援事業
（商工労働部）

宮古島に設置されているバイオエタノー
ル燃料生産プラントを活用し、バイオエ
タノール生産過程で産出される原料由来
の有価物を高付加価値化するための研究
開発に対する支援を行い、バイオ燃料製
造に伴う複合システムを確立し、離島地
域でのエネルギーの安定確保を図る。

県
H24～26
【完了】

33 取組完了 産業政策課
7.2
9.4

55
住民参加型都市計画マスター
プラン（MP）策定事業
（土木建築部）

市町村都市計画マスタープラン策定にお
ける取り組みを支援。

県 H24～R3 34

３市町村と都市計画マスタープラ
ン改定の調整を行った。また、市
町村向け研修会において、地区計
画制度の説明を１回行った。

県・市町村調整会議開
催数（１回）

県・市町村調整会議開催
数　１回

－ 順調
宮古島市
石垣市

都市計画・
モノレール

課
11.6

56
自転車利用環境の整備
（土木建築部）

既存道路に自転車走行位置を明示するこ
とにより、自転車の利用促進による低炭
素型社会の実現を推進する。

県 H26～R3 34 - 離島実施無し 道路管理課
3.6
8.9
11.3

57
市町村緑化推進支援事業
（土木建築部）

市町村策定の「緑の基本計画」や「風致
地区」の指定について県が技術的に支
援。

県 H24～R3 34

沖縄県広域緑地計画（改訂計画）
の周知等を行い、市町村へ「緑の
基本計画」策定及び更新の取組を
促した。

―
計画策定市町村数（「緑
の基本計画」）　１市

－ 大幅遅れ
宮古島市
石垣市

都市公園課
11.3
13.1

【要因】予算不足等に伴い、
石垣市において、策定が行わ
れてこなかった。
【対策】
現在、予算の確保に伴い委託
業務を発注し令和２年度末の
策定を目指し、取り組んでい
るところ。

19．都市計画区域内緑地面積

58
県有施設におけるCASBEE評価
の実施

離島地域で整備を行う県有施設の設計委
託においてCASBEE評価を行い、省エネを

県 H25～ 34
CASBEE（建築環境総合性能評価シ
ステム）における性能評価を１施

1施設の評価を実施す
る。

１施設
50,309

(50,309)
順調 石垣市 施設建築課

7.3
11.6
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令和元年度取組対象　離島ＰＤＣＡ施策総括表

活動概要 R元年度の目標 活動実績値
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頁

令和元年度実績

59
土地区画整理事業
（土木建築部）

道路、公園等の公共施設の整備改善と良
好な宅地の利用増進を図り、健全な市街
地形成を図る。

市町村 H24～ 34
建物の移転補償、道路築造及び宅
地造成等を促進した。

14.73ha
整備された宅地面積
7.4ha

58,256 やや遅れ 宮古島市
都市計画・
モノレール

課
11.3

【要因】関係機関等との調整
及び物件補償交渉に不測の時

間を要した。
【対策】直接施行の実施を検

討する。

21．土地区画整理事業により
整備された宅地面積

60
水道広域化推進事業
（保健医療部）

　小規模水道事業については、運営基盤
が脆弱な事業体が多くあることから、効
果的に運営基盤の安定化及び水道サービ
スの向上を図るため水道広域化を推進す
る。今後、必要な施設整備等に要する経
費への支援、各種調査等を実施する。

県
市町村

H24～R3 35

　今後の水道広域化に必要な水道
施設整備等を実施する企業局に対
して補助を行ったが、関連工事の
遅延により事業費を令和２年度に
繰り越して実施することとなっ
た。施設整備等の準備が整った島
から順次、水道広域化を実施する
こととしている。

広域化実施市町村数：
５村

広域化実施市町村数：３
村

988 やや遅れ
座間味村
北大東村

衛生薬務課
6.1
9.1

【要因】
・渡名喜村（受贈用地登記等
の問題）、座間味村・阿嘉慶
留間島（関連工事の遅延）に
ついて、広域化のスケジュー
ルに遅れが生じている。
【対策】
・早期の水道広域化実現及び
水道サービス水準の向上が図
れるよう、水道広域化（本島
周辺離島８村への水道用水供
給拡大）を実施する県企業局
へ、引き続き、広域化に必要
な施設整備等に係る支援を行
う。

26．水道広域化推進市町村数

61
水道施設整備事業
（保健医療部）

安全な水道水を安定的に供給するため、
水道施設の新設や老朽化施設の更新、耐
震化などの整備を推進する。

市町村 H24～R3 35

那覇市等33事業体で老朽化した水
道施設の更新・耐震化等の整備を
実施した。また、県は33事業体へ
老朽化施設の計画的な更新、耐震
化等への取組について指導・助言
を行った。

基幹管路の耐震化率：
25.9％

基幹管路の耐震化率：
18.5％（H30年度）

4,582,036 やや遅れ

宮古島市
石 垣 市
渡名喜村
南大東村
北大東村
伊平屋村
伊是名村
座間味村
渡嘉敷村
粟 国 村
竹 富 町
与那国町

衛生薬務課
3.9
6.1
9.1

【要因】
石垣市において既存上水道と
簡易水道との統合により耐震
化が必要な計画延長が増加し
た。
【対策】
市町村に対し、老朽化施設の
計画的な更新や耐震管の採用
等、耐震化への取組について
指導している。

26．水道広域化推進市町村数
71．基幹管路の耐震化率（上
水道事業）

62
離島ダム（儀間ダム）の建設
（土木建築部）

久米島町の水資源の安定確保及び儀間川
流域の洪水被害防止を図るため、儀間ダ
ムを建設する。

県
H24～25
【完了】

35 取組完了 河川課
6.1
13.1

63
離島ダムの機能維持（長寿命
化対策等）
（土木建築部）

離島の水がめである県管理ダムの恒久的
な機能維持とライフサイクルコスト削減
を図るため、適切な時期にダム施設の更
新等を行う。

県
H24～R3

35
座間味ダムの予備発電機を改修し
た。

老朽化対策・長寿命化
計画に基づき、更新・
修繕を実施していく。

機器更新：１ダム 127,000 順調 座間味村 河川課
6.1
13.1

64
浄化槽設置整備事業
（環境部）

生活排水対策として市町村が実施する浄
化槽整備事業に対して補助を行う。

県
H24～25
【完了】

36 取組完了 環境整備課 12.4

65
【再掲】
農業集落排水事業
（農林水産部）

都市部に比べ遅れている農村部の汚水処
理施設の整備や発生汚泥を農地に還元す
る施設を整備する。

県
市町村

H25～ 36

 農村生活環境の改善を図るため、
農業集落における、し尿、生活雑
排水等の汚水処理施設の整備を行
い、汚水処理人口普及率を高め
る。

汚水処理施設の整備に
対する補助

整備集落数
2集落

324,313 再掲
竹富町

伊是名村
農地農村整

備課
6.2

9
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66
【再掲】
公共下水道事業（離島）
（土木建築部）

他の汚水処理事業と連携し、地域性を考
慮した効果的な下水道整備を推進する。

市町村 H24～R3 36

下水道事業実施市町村へ汚水管渠
整備等に係る交付金を配分すると
ともに、課題を共有するために市
町村へヒアリングを実施し、フォ
ローアップを行った。

下水道整備率
26.9%

下水道整備率（離島）
23.6%

(258,642) 再掲

石垣市
宮古島市
久米島町
竹富町

渡嘉敷村
座間味村

下水道課
6.2
14.1

14．汚水処理人口普及率（離
島）

67

離島地区情報通信基盤整備推
進事業
情報通信基盤の整備
(企画部）

離島の情報通信基盤を高度化・安定化す
るために、本島と離島間の中継伝送路
（海底光ケーブル）を整備し、先島地区
においては民放テレビ放送の受信環境整
備においても活用する。

県
市町村

民間通信事業
者

H25～28
【完了】

37 取組完了
総合情報政

策課
9.1

68
情報通信基盤の整備
（企画部）

条件不利地域における都市部との情報格
差是正や高度な情報通信技術の利活用環
境の形成を図るため、情報通信基盤の整
備に取り組む。

県
市町村

民間通信事業
者

H28～R3 37

R元年度は、H30年度から継続して
いる石垣市、宮古島市及び竹富町
で整備を実施した（整備完了市町
村は、石垣市及び宮古島市の２
市）。また、沖縄本島と北大東島
を結ぶ海底光ケーブルの整備に向
けた調査設計を実施した。

加入者系アクセス回線
の整備

・超高速ブロードバンド
環境整備完了市町村：２
市
・沖縄本島と北大東島を
結ぶ海底光ケーブルの調
査設計を完了

1,407,704 順調

石垣市
宮古島市
竹富町

北大東村

総合情報政
策課

9.1
13．超高速ブロードバンド
サービス基盤整備率

69
インターネット利活用推進事
業
(企画部）

電子申請システム等を活用した行政手続
きのオンライン化の拡充及び利用の促進

県 H24～ 37

環境整備が整った事務を新たに53
件オンライン化するとともに、関
係課へ新規オンライン化に向けた
ヒアリング及び調整等を行った。

オンライン手続拡充に
向けた各課との調整
数：９件

オンライン手続拡充に向
けた各課との累計調整
数：13件

8,385 順調 全離島
総合情報政

策課
9.1

70

沖縄県総合行政情報通信ネッ
トワーク（防災行政無線）高
度化事業
(企画部）

防災情報無線のほか各種行政情報システ
ムの伝送路等を高速大容量化する。

県
H25～29
【完了】

37 取組完了
総合情報政

策課
該当なし

71
離島ＩＣＴ実証・促進事業
（企画部）

離島地域での各分野におけるICTの利活
用促進を図るための実証事業を行う。ま
た、ICTを利活用した離島振興策の推進
に対する県民意識の向上を図るため、離
島住民向けにシンポジウムを開催する。

県
市町村

H25～28
【完了】

37 取組完了
地域・離島

課
4.1

72
海底ケーブル新設・更新事業
（商工労働部）

離島における電力の安定的かつ適切な供
給を確保するため、海底ケーブルの新
設・更新を促進する。

電力事業者 H24～R3 38
電気事業者と、新設・更新箇所の
優先順位や最新の状況について協
議を実施した。

離島へ電力を供給する
海底ケーブルの新設・

更新の促進
協議実施 0 順調 全離島市町村 産業政策課

7.1
9.4

28．送電用海底ケーブル新
設・更新箇所数

73

太陽光・風力発電大量導入に
よる系統安定化対策実証事業
（スマートエネルギーアイラ
ンド基盤構築事業）
（商工労働部）

電力の供給側における再生可能エネル
ギーの大量導入を図るため、大規模な再
生可能エネルギーを系統に連系した場合
における安定化技術を確立する。

県
市町村

H24～25
【完了】

38 取組完了 産業政策課
7.2
9.4
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74
（再掲）
太陽エネルギー普及促進事業
（商工労働部）

太陽エネルギーを活用したエネルギー設
備の普及を促進することで、化石燃料依
存度の低減によるエネルギーの安定供給
確保及び自給率の向上を図り、低炭素社
会の実現を目指す。

県
H24～25
【完了】

38 取組完了 産業政策課
7.2
9.4

75
公営住宅整備事業
（土木建築部）

離島・過疎地域における若年層の定住促
進や地域活性化を図る観点から公営住宅
の整備を促進する。

市町村 H24～R3 38
　宮古島市１団地（12戸）ほか３
村３団地（20戸）の整備に着手し
た。

離島市町村営住宅着工
戸数（H29～R3累計144

戸）

公営住宅着工戸数（離
島）
32戸

488,211 概ね順調

宮古島市
伊江村

南大東村
多良間村

住宅課
1.2
10.2
11.1

15．公営住宅管理戸数（離
島）［累計］

76
住宅リフォーム促進事業
（土木建築部）

バリアフリー改修工事等を含む住宅リ
フォーム工事を行う者に対し市町村が助
成金を交付する。

県
市町村

H24～R2 38

リフォーム工事等を行う市民等に
対する助成事業を12市町村が実施
し、助成件数は388件であった。
（※県の支援を受けた248件を含
む）

バリアフリー改修工事
等を含む住宅リフォー
ム工事への助成

支援戸数（バリアフリー
改修工事等を含む住宅リ
フォーム工事への助成）
388件

13,186
（1,098）

やや遅れ
宮古島市
伊江村

住宅課
10.2
11.1

【要因】
宮古島でのホテル建設ラッ
シュ等により人手不足状態と
なっていることが要因と思わ
れる。
【対策】
市町村との勉強会等を開催す
ることで市町村の取組強化及
び当該事業の活用を促す。

77

沖縄県居住支援協議会におけ
る住宅確保要配慮者への居住
支援
（土木建築部）

地方公共団体や関係業者、居住支援団体
等が連携した沖縄県居住支援協議会にお
いて、住宅確保要配慮者及び民間賃貸住
宅の賃貸人双方に対し、住宅情報の提供
等の支援を実施する。

県
市町村

民間関係団体
他

H24～ 38

　関連する協議会等の連絡会議等
へ参加し、周知・協力依頼を行っ
た。また、新たな住宅セーフティ
ネット制度についての説明会を11
月に行った。

1回
説明会等での周知活動

説明会等での周知活動
１回

8,630 離島実施無し ― 住宅課
1.2
10.2
11.1

78
沖縄らしい風景づくり促進事
業
（土木建築部）

風景づくりに必要な人材の育成、沖縄の
風景に調和した景観素材及び技術の研究
開発の実施。

公共工事の景観評価システムの構築。
離島市町村の景観行政団体への移行、景
観計画や景観条例の策定

県 H24～R3 39

市町村の景観行政団体移行に向け
ての助言等を２村（南大東村、多
良間村）に対して行った。また、
渡嘉敷村、粟国村と移行に係る法
定協議を実施した。

景観行政団体数（累
計）：36団体（うち離

島12団体）
景観地区数（累計）：
14地区（うち離島４地

区）
景観アセス数（累

計）：60件

景観行政団体数（累計）：
36団体（うち離島12団体）
景観地区数（累計）：９地
区（うち離島４地区）
景観アセス数（累計）：50
件

15,368 順調
渡嘉敷村、粟国

村、南大東村、多
良間村

都市計画・
モノレール

課

8.9
11.3

16．市町村景観行政団体数
17．景観地区数
18．景観アセス数

79
無電柱化推進事業
（土木建築部）

良好な景観や歩行空間の形成、災害時の
ライフラインの確保の目的で、地中化等
により主要な道路上から電柱を無くす事
業

県 H24～R3 39

国道390号（宮古島市）、平良久松
港線、保良西里線、国道390号（石
垣市）において電線地中化を実施
した。

無電柱化整備延長
6.0km

無電柱化整備延長
5.0km

653,959
（166,915）

概ね順調 宮古・八重山圏域 道路管理課
8.9
11.a
13.1

23．無電柱化整備延長
65．無電柱化整備延長

80
自然環境、景観に配慮した河
川の整備
（土木建築部）

河川改修に際しては、景観等に配慮した
多自然川づくりを行う。

県
H24～H30
【完了】

39 取組完了 河川課
6.6
15.1

12．自然環境に配慮した河川
整備の割合
24．自然環境に配慮した河川
整備の割合

81
古民家の保全・継承
（土木建築部）

古民家の保全に向けた技術者育成・資材
確保等の情報を広く一般に提供し、古民
家の再生・活用についての普及・促進を
図る。

県
市町村

関係団体
H24～ 39

　建築関係技術者向けの講演会
で、沖縄の伝統木造住宅（古民
家）に係る講演を行い古民家の再
生・活用の普及・啓発を行った。

シンポジウムの開催

シンポジウムの開催（古
民家の再生・保全の啓
発）
1回

1,942 離島実施無し ― 住宅課
8.9
11.4
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82
農村集落基盤・再編整備事業
（農林水産部）

農業生産基盤の整備と農村生活環境の整
備を総合的に実施することで、持続的な
農業の展開を図るとともに、地域の想像
力を生かした個性的で魅力ある村づくり
を推進し、もって沖縄らしい風景作りに
寄与する。

県
市町村

H24～R3 39

 多良間第２地区（多良間村）にお
いて、農業生産基盤および農村生
活環境の整備に対する補助を行っ
た。

農業生産基盤および農
村生活環境の整備に対

する補助
1地区 258,226 順調 多良間村

農地農村整
備課

2.4

83
【再掲】
市町村緑化推進支援事業
（土木建築部）

市町村策定の「緑の基本計画」や「風致
地区」の指定について県が技術的に支
援。

県 H24～R3 40

沖縄県広域緑地計画（改訂計画）
の周知等を行い、市町村へ「緑の
基本計画」策定及び更新の取組を
促した。

―
計画策定市町村数（「緑
の基本計画」）　１市

－ 再掲
宮古島市
石垣市

都市公園課
11.3
13.1

【要因】予算不足等に伴い、
石垣市において、策定が行わ
れてこなかった。
【対策】
現在、予算の確保に伴い委託
業務を発注し令和２年度末の
策定を目指し、取り組んでい
るところ。

19．都市計画区域内緑地面積

84
都市公園における緑化等の推
進
（土木建築部）

宮古島市及び石垣市における都市公園の
整備

市町村 H24～R3 40

環境緑化や自然の保全、緑とふれ
あう憩いの場所の空間創出に向け
て便益施設等の整備を行うための
補助を行った。

―
供用面積
358ha

58,000 順調
宮古島市
石垣市

都市公園課
8.9
11.3
13.1

22．都市計画区域内における1
人当たりの都市公園面積

85
沖縄フラワークリエイション
事業
（土木建築部）

花や緑あふれる魅力ある県土形成のた
め、観光地アクセス道路の重点緑化を行
い、沖縄らしい風景づくりを推進する。

県 H24～R3 40

国道390号、高野西里線等の観光地
へアクセスする路線について、緑
化（草花等）・充填管理を実施し
た。

道路緑化・重点管理延
長　8km

4km（宮古島市）
4km（石垣市）

374,196
（95,992）

順調 宮古・八重山圏域 道路管理課
8.9
11.6
13.2

86
主要道路における沿道空間の
緑化事業
（土木建築部）

花や緑あふれる魅力ある県土形成のた
め、主要道路の沿道空間における植樹等
を強化し、沿道環境に配慮した道路空間
を創出する。

県 H24～R3 40
沿道空間における除草や街路樹の
剪定等を実施した。

道路緑化・育成管理延
長　40km

道路緑化・育成管理延長
40km

1,171,821
（334,385）

順調 宮古・八重山圏域 道路管理課
8.9
11.6
13.2

87
全島みどりと花いっぱい運動
事業
（環境部）

緑化事業を県民一体となって推進するた
め、「沖縄県全島緑化県民運動推進会
議」の開催や、企業等と協働で積極的に
緑化活動を実施して、緑化活動を普及啓
発し、民間への浸透を図る。

県、市町村等 H24～R3 40

「『一島一森』で花と緑の美ら島
づくり」をスローガンに全島緑化
県民運動の普及啓発及び県土緑化
への積極的な参加を推進した。県
民主体の継続的な緑化活動を支援
するため、各種緑化活動を支援し
た。

緑化活動支援件数114件

行政、団体、企業等によ
る緑化活動の支援
久米島11件
宮古10件
八重山10件

12,347 順調
久米島町
宮古島市
石垣市

環境再生課 11.7 -

88
グリーンコミュニティ支援事
業
（環境部）

住民参加型の緑化活動に必要な苗の生
産・供給を行うとともに、新たな地域緑
化活動の指導等を行う。

県
H24～25
【完了】

40 取組完了 環境再生課 11.7

89

【後継】
沖縄グリーンプロモーション
事業
（環境部）

地域住民が行う緑化活動を継続的に支援
するために必要な体制の構築及び育成・
支援を行う。

県
H26～29
【完了】

40 取組完了 環境再生課 11.7

12



令和元年度取組対象　離島ＰＤＣＡ施策総括表

活動概要 R元年度の目標 活動実績値

決算額
(千円)
離島分は
括弧書き

離島振興計
画における
進捗状況

活動離島
市町村名

SDGs
ゴール

資料２

進捗状況が
やや遅れ
大幅遅れ
未着手

の要因と対策

関連する成果指標
（資料３の成果指標一覧

に対応）
No 主な取組名 取組内容

離島振興計画関連

担当課
実施主体 事業期間

離島
振興
計画
記載
頁

令和元年度実績

"90
-1

緑化推進費
（環境部）

緑豊かな住みよい環境づくりのため、沖
縄県植樹祭、県学校緑化コンクール及び
緑の少年団の育成・支援等により緑化推
進運動を展開する。

県 H24～R3 40
緑化の普及啓発を図るため、緑化
コンクール及び緑の少年団の育
成・指導等を行った。

緑化コンクール開催１
回

離島部緑の少年団学習
交流会開催２回

緑化コンクール開催１回
（県内一円）

離島部緑の少年団学習交
流会開催２回

13,456 順調
宮古島市
石垣市

環境再生課 11.7

"90
-2

【R2追加】
おきなわ型省エネ設備等普及
事業
（環境部）

ＣＯ２削減を図るため、観光関連施設等
における省エネルギー設備等を導入する
者に対し、費用の補助し、県内の省エネ
設備等の普及拡大に取り組む。

県 R1～3 －
観光施設に対して、省エネ設備等
の導入支援を行った。

補助件数　10件 補助件数　４件 38,081 離島実施無し 離島実施無し 環境再生課 7.3 その他

３　交通・生活コストの低減

91
沖縄離島住民等交通コスト負
担軽減事業
（企画部）

離島住民等を対象に、割高な船賃及び航
空賃を鉄道並み運賃へ低減化を図る。

県 H24～R3 43

　離島住民の割高な船賃及び航空
運賃を低減するため、航路24路
線、航空路10路線において、航路
事業者及び航空事業者に対し、負
担金を交付した。

低減化率
航路　約３割～約７割

航空路　約４割

低減化率
航路　約３割～約７割
航空路　約４割

2,606,074 順調

伊平屋村
伊是名村
伊江村

本部町（水納島）
うるま市（津堅

島）
南城市（久高島）

渡嘉敷村
座間味村
粟国村

久米島町
渡名喜村
南大東村
北大東村
宮古島市
多良間村
石垣市
竹富町

与那国町

交通政策課
10.2
11.2

29．低減化した路線における
航路の利用者数（離島住民）
（航空路）
29．低減化した路線における
航空路の利用者数（離島住
民）（航路）

92
離島生活コスト低減実証事業
（企画部）

沖縄本島から小規模離島を中心とする県
内有人離島へ輸送される生活必需品の輸
送経費等への補助を実施する。

県
H24～27
【完了】

43 取組完了
地域・離島

課
10.2

93

【後継】
離島食品・日用品輸送費等補
助事業
（企画部）

沖縄本島から小規模離島を中心とする県
内有人離島へ輸送される生活必需品の輸
送経費等への補助を実施する。

県
市町村

H28～30
【完了】

43

　11市町村13離島（延べ55店舗）
を対象に事業を実施するととも
に、南北大東島を対象に、航路便
が一定の期間欠航した場合の航空
機による緊急的な輸送に対しても
補助を実施した。また、有識者等
で構成する委員会において、事業
効果及び実施状況の検証や、検証
結果を踏まえた改善方法の検討を
行った。

事業の登録事業者（離島
小売店）数：５４店舗

75,586 取組完了

伊平屋村
伊是名村
うるま市
南城市
粟国村

座間味村
渡嘉敷村
北大東村
南大東村
多良間村
与那国町

地域・離島
課

10.2

30．沖縄本島と離島の生活必
需品の価格差（那覇市を100と
した場合の指数）（継続離
島）
30．沖縄本島と離島の生活必
需品の価格差（那覇市を100と
した場合の指数）（拡大離
島）

94
石油製品輸送等補助事業費
（企画部）

沖縄本島から県内離島へ輸送される石油
製品について、本島並の価格の安定と円
滑な供給を図り、地域住民の生活の安定
に資するため、石油製品の販売事業者及
び輸送業者等が負担する輸送経費等に対
し、補助を行う。

県 H24～R3 43

　沖縄本島から県内離島に輸送さ
れる石油製品について補助を行っ
ており、令和元年度は34事業者に
1,012,905千円の補助を行った。
　また、各補助事業者へ毎月小売
価格調査を実施し、集計結果を県
のHPに公表した。

沖縄本島・離島間のガ
ソリンの価格差（本島
を100とした場合の指

数）
114

石油製品輸送等補助金補
助支援件数：34事業者

1,014,801千円 順調 22離島
地域・離島

課
7.1
10.2

31．沖縄本島・離島間のガソ
リンの価格差（本島を100とし
た場合の指数）

４　交通基盤の整備と交通ネットワークの充実強化
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令和元年度取組対象　離島ＰＤＣＡ施策総括表

活動概要 R元年度の目標 活動実績値

決算額
(千円)
離島分は
括弧書き

離島振興計
画における
進捗状況

活動離島
市町村名
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ゴール

資料２

進捗状況が
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大幅遅れ
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離島振興計画関連

担当課
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離島
振興
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記載
頁

令和元年度実績

95
新石垣空港の整備
（土木建築部）

航空路の安定的な運航及びネットワーク
の充実を図るための空港整備。

県
H24

【完了】
46 取組完了 空港課

8.9
9.1
11.a

96
伊平屋空港の整備
（土木建築部）

航空路の安定的な運航及びネットワーク
の充実を図るための空港整備。

県 H26～R3 46

事業化に当たっては就航予定会社
の確保が必要となるため、航空会
社への就航意向ヒヤリングなどに
取り組んだ。

気象観測調査 航空会社と協議の実施 23,760 やや遅れ
伊平屋村
伊是名村

空港課
8.9
9.1
11.a

関係機関等との調整や交渉に
不測の時間を要した

32．離島空港の年間旅客数

97
離島空港の維持補修・機能向
上整備
（土木建築部）

航空路の安定的な運航及びネットワーク
の充実を図るための施設の更新整備。

県
市町村

H24～R3 46
南大東空港消防車庫増築、久米島
空港の航空灯火電力監視制御装置
の更新を行った。

宮古空港医療資機材車
庫整備、与那国空港電

源局舎増築等
2空港 533,840 順調

久米島町
南大東村

空港課
8.9
9.1
11.a

32．離島空港の年間旅客数

98
離島空港交流拠点形成事業
（土木建築部）

離島の観光振興及び定住化促進を図るた
め、新たに19人乗り航空機の就航する粟
国空港と波照間空港において、交流拠点
となるターミナルビルを整備する。

県
市町村

H26～29
【完了】

46 取組完了 空港課
8.9
9.1
11.a

32．離島空港の年間旅客数

99
離島空港保安管理対策事業
（土木建築部）

保安施設設置、管理委託・保安検査等に
対する助成、車両突入及び不法侵入防止
対策等の実施。

県
市町村

H24～ 46

　新石垣空港他6空港において、定
期便を就航している航空会社に対
して、検査人員の人件費助成と申
請に応じて保安施設設置費用を補
助した。県管理の11空港におい
て、権限移譲している市町村に対
する交付金を交付した。

保安施設設置
7空港

保安検査費用助成
11空港

化学消防車配備
2空港

11空港 1,173,025 順調

石垣市
宮古島市
久米島町
与那国町
竹富町

多良間町
南大東村
北大東村
粟国村
伊江村

座間味村

空港課
8.9
11.a

32．離島空港の年間旅客数

100

花緑ちゅらポート事業
（旧　離島空港ちゅらゲート
ウェイ事業）
（環境部）

空港、港湾飾花することによる景観向上
を行い離島観光の推進を行う。キャン
ペーンの実施や広報宣伝活動、活動に取
り組む人材への支援等を行う。

県
市町村

H25～R3 46

　３空港（新石垣空港、宮古空
港、久米島空港）及び３港湾（竹
富東港、渡嘉敷港、本部港）にお
いて、ターミナル及び周辺へのプ
ランター設置や植栽桝への植え付
けにて飾花を実施した。

飾花実施空港数３空港
飾花実施港湾数３港湾

飾花実施空港数３空港
飾花実施港湾数３港湾

40,111
（35,711）

概ね順調

石垣市
宮古島市
久米島町
竹富町

渡嘉敷村

環境再生課 11.7

101
離島航路補助事業
（企画部）

離島航路運営の欠損に対する助成
県

市町村
H24～R3 47

　県内10離島航路の運航により生
じた欠損額に対し、国・市町村と
協調して補助するなどして離島航
路の確保維持を図った。

16航路
離島航路の確保・維持
16航路

271,547 順調

伊是名村
粟国村

与那国町
久米島町
渡名喜村
宮古島市
多良間村
竹富町

南大東村
北大東村

交通政策課 11.2
33．離島航路の船舶乗降人員
実績
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102
離島航路運航安定化支援事業
（企画部）

離島航路の船舶建造・購入に対する助成
県

市町村
H24～R3 47

　離島航路の安定的な運航に向け
た船舶の建造・買取への支援を
行った。

２航路

離島航路の船舶確保（建
造・購入）に対する計画
的支援
2航路

1,882,846 順調
粟国村

久米島町
渡名喜村

交通政策課 11.2
33．離島航路の船舶乗降人員
実績

103
港湾機能を有する漁港整備の
推進
（農林水産部）

　港湾機能をもつ漁港において、災害発
生時の緊急輸送機能及び島民のライフラ
インを確保するため、定期航路に関連し
た施設整備を実施する。

県
市町村

H24～R3 47

　４地区（渡名喜地区、阿嘉地
区、波照間地区及び伊是名地区）
で定期航路に関連した漁港施設を
整備した。

４地区
港湾機能を有する漁港の
整備地区数４地区

(1,127,246 ) 順調
渡名喜村、座間味
村、竹富町、伊是

名村
漁港漁場課

11.2
13.1

104
平良港の整備
（土木建築部）

　離島住民のライフラインとして極めて
重要な平良港において、国際クルーズ船
が寄港可能な耐震強化岸壁整備事業を推
進する。

国
宮古島市

民間
H24～ 47

　国において、国際クルーズ船が
寄港可能な耐震強化岸壁整備等の
整備を実施した。また、国際旅客
船拠点形成港湾として、岸壁等の
整備を進めている。
 宮古島市において、旅客受入施設
の整備を進めている。

岸壁・臨港道路整備、
ターミナルビル整備、
耐震強化岸壁整備

岸壁・臨港道路整備、
ターミナルビル整備、
耐震強化岸壁整備

国直轄 概ね順調 宮古島市 港湾課
8.9
9.1
11.a

33．離島航路の船舶乗降人員
実績
34．宮古・八重山圏域におけ
るクルーズ船寄港回数
72．緊急物資輸送の拠点港数
（耐震岸壁設置港湾数）

105
石垣港の整備
（土木建築部）

 八重山圏域の交流拠点である石垣港に
おいて、国際的な観光リゾート地として
の基盤強化を図るため大型旅客船ターミ
ナル整備事業を推進する。

国
石垣市

H24～R3 47

　国において、大型旅客船ターミ
ナル整備事業として、岸壁等を整
備した。また、同岸壁の暫定供用
開始され、第２クルーズ岸壁等の
整備に向けても取り組んでいる。

　大型旅客船ターミナ
ル整備等、
第２クルーズ岸壁等の
整備に向けた取組

大型旅客船ターミナル整
備等
第２クルーズ岸壁等の整
備に向けた取組

国直轄 順調 石垣市 港湾課
8.9
9.1
11.a

33．離島航路の船舶乗降人員
実績
34．宮古・八重山圏域におけ
るクルーズ船寄港回数

106
伊江港整備事業
（土木建築部）

港湾機能の向上を図るため防波堤、臨港
交通施設、岸壁嵩上げ等の整備

県
市町村

H24～25
【完了】

47 取組完了 港湾課

107
前泊港整備事業
（土木建築部）

港湾機能の向上を図るため防波堤等の整
備

県
市町村

H24～27
【完了】

47 取組完了 港湾課

108
浮き桟橋整備事業
（土木建築部）

　渡嘉敷港・長山港・多良間港等におい
て、小型船舶への乗り降りや貨物の積み
卸しの安全性、利便性を確保するため浮
桟橋の整備を行う。

県 H24～ 48
　水納港の既設施設について、財
産処分手続きが必要であることか
ら資料作成を行った。

浮桟橋の整備
浮桟橋の整備に係る財産
処分資料作成の実施

0 概ね順調 本部町 港湾課
8.9
11.a

33．離島航路の船舶乗降人員
実績

109
野甫港整備事業
（土木建築部）

港湾機能の向上を図るための護岸、航路
浚渫等整備

県
市町村

H24～25
【完了】

48 取組完了 港湾課

110
竹富南航路整備事業
（土木建築部）

　現在の竹富南航路は、サンゴ礁海域に
位置し、航路幅が狭小であることから、
近年、大幅に増加する観光客および貨物
の輸送、船舶の大型化に対応するため航
路浚渫を行う。

国
県

H24～R1 48

　小浜航路の泊地浚渫はH29年度で
完了している。また、国において
も開発保全航路の浚渫工事を行っ
た。

竹富南航路整備（開発
保全航路・小浜航路）

竹富南航路整備（開発保
全航路・小浜航路）

国直轄 順調 八重山圏域 港湾課
8.9
11.a
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令和元年度取組対象　離島ＰＤＣＡ施策総括表

活動概要 R元年度の目標 活動実績値

決算額
(千円)
離島分は
括弧書き

離島振興計
画における
進捗状況

活動離島
市町村名

SDGs
ゴール

資料２

進捗状況が
やや遅れ
大幅遅れ
未着手

の要因と対策

関連する成果指標
（資料３の成果指標一覧

に対応）
No 主な取組名 取組内容

離島振興計画関連

担当課
実施主体 事業期間

離島
振興
計画
記載
頁

令和元年度実績

111
港湾機能向上検討対策事業
（土木建築部）

祖納港（与那国町）・粟国港（粟国村）
等における静穏度向上検討、対応策の策
定及び対策実施。

県 H24～ 48

　県管理10港湾において岸壁等港
湾施設整備を行った。
　小浜港の船揚場及び臨港道路、
多良間港の航路浚渫、渡嘉敷港の
防波護岸が完成間近となってい
る。
　他港においても岸壁等港湾施設
の完成に向けて事業の進捗を図っ
た。

岸壁、小型船だまり、
補助的防波堤等の整備

２港

岸壁等の整備（岸壁、小
型船だまり、補助的防波
堤等の整備）

883,167 概ね順調 15離島で実施 港湾課
8.9
11.a

112
那覇港泊ふ頭施設整備事業
（那覇港管理組合）
（土木建築部）

　那覇港利用者の安全性・快適性・利便
性の確保に向け、緑地や利便性向上施設
等の整備、クルーズ受入促進事業などを
促進する。

那覇港管理組
合

H28～ 48
浦添ふ頭東緑地の整備、及び多言
語誘導標識等の整備を行った。

緑地、みなとまちづく
り、利便性向上施設等

の整備
利便性向上に向けた整備 76,816 順調

座間味村
渡嘉敷村

港湾課
8.9
11.a

113
離島港湾振興事業
（土木建築部）

離島港湾において、小型船たまり、補助
的防波堤等の整備を行う。

県 H24～ 48

　県管理10港湾において岸壁等港
湾施設整備を行った。
　小浜港の船揚場及び臨港道路、
多良間港の航路浚渫、渡嘉敷港の
防波護岸が完成間近となってい
る。
　他港においても岸壁等港湾施設
の完成に向けて事業の進捗を図っ
た。

岸壁、小型船だまり、
補助的防波堤等の整備

２港

岸壁等の整備（岸壁、小
型船だまり、補助的防波
堤等の整備）

883,167 概ね順調 15離島で実施 港湾課
8.9
11.a

33．離島航路の船舶乗降人員
実績

114
離島利便施設整備事業
（土木建築部）

　離島においては、港湾は島民の生活物
資などを取り扱うことから、生活に密着
した社会資本の一つであり、本事業にお
いては、天候に左右されずが生活物資の
引き取りが可能な屋根付荷捌き施設を整
備する。

県 H28～R3 48
　屋根付き利便施設の実施設計を
２港完了し、１港実施中である。

離島利便施設(屋根付き
荷捌き施設)の整備3港

離島利便施設(屋根付き
荷捌き施設)の整備
に係る地元調整及び建築
設計

229,981 大幅遅れ 8離島で実施 港湾課
8.9
11.a

関係機関等との調整や交渉に
不測の時間を要した

33．離島航路の船舶乗降人員
実績

115
離島港湾整備事業
（土木建築部）

離島住民の生活の利便性確保を図るた
め、岸壁、船揚場等の整備を行う。

県 H24～ 48

　県管理10港湾において岸壁等港
湾施設整備を行った。
　小浜港の船揚場及び臨港道路、
多良間港の航路浚渫、渡嘉敷港の
防波護岸が完成間近となってい
る。
　他港においても岸壁等港湾施設
の完成に向けて事業の進捗を図っ
た。

岸壁、小型船だまり、
補助的防波堤等の整備

２港

岸壁等の整備（岸壁、小
型船だまり、補助的防波
堤等の整備）

883,167 概ね順調 15離島で実施 港湾課
8.9
11.a

33．離島航路の船舶乗降人員
実績

116
バス路線補助事業
（企画部）

バス路線補助事業（運行費補助等）によ
る離島生活バス路線の確保・維持

県
市町村

H24～ 49

　離島市町村において欠損額の生
じている生活バス路線を運行する
７事業者に対して、市町村と協調
して補助を実施し、生活バス路線
の確保維持を行った。

18路線
確保維持路線数
18路線

96,447
(70,133)

概ね順調

伊江村
久米島町
宮古島市
石垣市
竹富町

交通政策課
10.2
11.2

36．一般乗合旅客輸送人員実
績（離島）

117
定住を支援する道路整備
（土木建築部）

生活利便性の向上を図るため、生活に密
着した道路の拡幅整備等を行う。

県
市町村

H24～ 49

川平高屋線を供用したほか、石垣
空港線（橋梁工事等）、マクラム
通り線（用地補償等）の整備を
行った。

平良下地島空港線（橋
詰広場）供用

平良下地島空港線、マク
ラム通り線、石垣空港線
等の整備

2,122,576 順調

石垣市
宮古島市
久米島町
与那国町

道路街路課 11.3
35．県管理道路(離島)の改良
率

118
生活に密着した道路整備事業
（市町村道）
（土木建築部）

地域の生活基盤の強化、地域活性化及び
良好な生活環境の確保のため、最も基盤
的な社会資本である市町村道の整備を推
進する。

市町村 H24～R3 49
　比嘉２号線（久米島町）など、
計20路線の過疎地域の市町村道の
整備を実施した。

- 整備の実施
3,680,119
(533,752)

順調 全離島市町村 道路管理課
13.3
17.7
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令和元年度取組対象　離島ＰＤＣＡ施策総括表
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119
公共交通利用環境改善事業
（企画部）

ノンステップバスの導入促進
県

市町村

H24～H26
【離島分完

了】
49

高齢者や障がい者の利用環境の改善
を図るため、バス事業者が乗降性に優
れたノンステップバスを導入する際の
購入費を支援する。

－
(離島分は
H26年度で完了)

41,727
(0)

取組完了 ― 交通政策課
9.1
11.2

120

交通拠点間を連結する道路整
備及び交通拠点と中心市街
地、集落等を連結する道路整
備
（土木建築部）

交通拠点間を連結する道路及び交通拠点
と中心市街地、集落等を連結する道路の
拡幅整備等を行う。

県
市町村

H24～ 49
川平高屋線を供用したほか、石垣
空港線（橋梁工事等）の整備を
行った。

平良下地島空港線（橋
詰広場）供用

平良下地島空港線、石垣
空港線等の整備

1,995,661 順調

石垣市
宮古島市
久米島町
与那国町

道路街路課 11.3
35．県管理道路(離島)の改良
率

121
交通安全施設の整備
（土木建築部）

事故危険箇所等において、防護柵や道路
照明、視線誘導標等の交通安全施設の整
備を推進する。

県 H24～R3 49
　久米島空港真泊線等、離島路線
において、すべり止め舗装等の交
通安全対策の整備を実施。

事故危険箇所整備
（交通安全施設の整

備）

交通安全施設の整備
3箇所

97,017
(1,816)

概ね順調
久米島町
宮古島市
石垣市

道路管理課 3.6 61．交通事故死者数

122
歩行空間の整備
（土木建築部）

歩道未整備箇所や狭隘道路、通学路等の
歩道を整備し、誰もが安全・安心で快適
な生活環境の確保、歩いて楽しいまちづ
くりを推進する。

県 H24～R3 49
　国道390号等3路線において、歩
道整備を実施し、道路設計、用地
買収の進捗を図った。

歩道整備延長1.5ｋｍkm
歩道整備延長
0.26km

381,890
(112,871)

概ね順調
久米島町
南大東村

宮古・八重山圏域
道路管理課 3.6

123
【再掲】
無電柱化推進事業
（土木建築部）

良好な景観や歩行空間の形成、災害時の
ライフラインの確保の目的で、地中化等
により主要な道路上から電柱を無くす事
業。

県 H24～R3 49

国道390号（宮古島市）、平良久松
港線、保良西里線、国道390号（石
垣市）において電線地中化を実施
した。

無電柱化整備延長
6.0km

無電柱化整備延長
5.0km

653,959
（166,915）

再掲 宮古・八重山圏域 道路管理課
3.6
11.a
13.1

23．無電柱化整備延長
65．無電柱化整備延長

124
道路緑化による沖縄らしい風
景の創出
（土木建築部）

花や緑あふれる魅力ある県土形成のた
め、道路緑化を推進し沖縄らしい風景づ
くりを推進する。

県
市町村

H24～R3 49
沿道空間における除草や街路樹の
剪定等を実施した。

道路緑化・育成管理延
長　20km

道路緑化・育成管理延長
20km

1,171,821
（334,385）

順調 宮古・八重山圏域 道路管理課
8.9
13.3

125
街路樹の植栽・適正管理
（土木建築部）

誰もが安全かつ安心して快適に暮らせる
質の高い生活環境を実現するため、街路
樹の植栽及び適正管理を推進する。

県
市町村

H24～R3 49
沿道空間における除草や街路樹の
剪定等を実施した。

植栽管理頻度　3.4回／
年

植栽管理頻度　3.4回／
年

1,171,821
（334,385）

順調 宮古・八重山圏域 道路管理課
11.3
13.2

126
街路整備事業(離島)
（土木建築部）

安全で快適なゆとりある道路空間を創出
するため、歩道の設置や必要幅員の確保
に取り組む。

県
市町村

H24～ 49
市場通り線（道路改良等）、マク
ラム通り線（用地補償等）の整備
を行った。

整備の実施
市場通り線、マクラム通
り線等の整備

126,915 順調 宮古島市 道路街路課
3.6
11.3

35．県管理道路(離島)の改良
率

127
【再掲】
自転車利用環境の整備
（土木建築部）

既存道路に自転車走行位置を明示するこ
とにより、自転車の利用促進による低炭
素型社会の実現を推進する

県 H26～R3 49 - 再掲 道路管理課
3.6
8.9
11.3
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128
【再掲】
離島航路補助事業
（企画部）

離島航路運営の欠損に対する助成
県

市町村
H24～R3 50

　県内10離島航路の運航により生
じた欠損額に対し、国・市町村と
協調して補助するなどして離島航
路の確保維持を図った。

16航路
離島航路の確保・維持
16航路

271,547 再掲

伊是名村
粟国村

与那国町
久米島町
渡名喜村
宮古島市
多良間村
竹富町

南大東村
北大東村

交通政策課 11.2

129
【再掲】
離島航路運航安定化支援事業
（企画部）

離島航路の船舶建造・購入に対する助成
県

市町村
H24～R3 50

　離島航路の安定的な運航に向け
た船舶の建造・買取への支援を
行った。

16航路

離島航路の船舶確保（建
造・購入）に対する計画
的支援
2航路

1,882,846 再掲
粟国村

久米島町
渡名喜村

交通政策課 11.2

130
【再掲】
バス路線補助事業
（企画部）

バス路線補助事業（運行費補助等）によ
る離島生活バス路線の確保・維持

県
市町村

H24～ 49

　離島市町村において欠損額の生
じている生活バス路線を運行する
７事業者に対して、市町村と協調
して補助を実施し、生活バス路線
の確保維持を行った。

18路線
確保維持路線数
18路線

96,447
(70,133)

再掲

伊江村
久米島町
宮古島市
石垣市
竹富町

交通政策課
10.2
11.2

36．一般乗合旅客輸送人員実
績（離島）

131
離島航空路運航費補助
（企画部）

離島航空路線の運行費欠損に対する補填
を行い、路線の確保維持を図る。

県
市町村

H24～R3 50
離島航空路線の確保・維持を図る
ため、関係機関との調整等を行っ
た。

11路線
支援対象となる離島航空
路線数
10路線

9,724 概ね順調
石垣市
粟国村

交通政策課 11.2 32．離島空港の年間旅客数

132
航空機等購入費補助
（企画部）

離島路線に就航する航空機購入費の補助
県

市町村
H26～29
【完了】

50 取組完了 交通政策課 11.2 32．離島空港の年間旅客数

133
地域公共交通確保維持事業
（地域内フィーダー系統）
（企画部）

地域内の日常生活に必要不可欠な移動手
段の確保に向けて、市町村を主体とした
協議会が取り組み、国の補助金を活用し
たバス路線（フィーダー系統）の運行を
行う。

国
市町村

H24～R3 50

県は離島市町村が設置している地
域公共交通会議の構成員として会
議に参加し、協議を行うなどし
て、地域住民の移動手段の確保・
維持を支援した。

地域内フィーダー系統
の確保・維持（運行費

補助等）
市町村協議会への参加 － 順調

粟国村
伊平屋村
石垣市

交通政策課
10.2
11.2

５　教育及び文化の振興

134
離島児童生徒支援センターの
整備・運営
（教育庁）

離島の子どもたちの進学に伴う様々な負
担の軽減を図るため、寮や教育緒活動で
交流できる機能など複合的な機能を持っ
た離島児童生徒支援センターを整備、運
営する。

県
H24～27
【完了】

55 教育支援課 4.1

135

【後継】
離島児童生徒センターの管理
運営
(教育庁)

離島の子どもたちの進学に伴う様々な負
担の軽減を図るため、寮や教育緒活動で
交流できる機能など複合的な機能を持っ
た離島児童生徒支援センターを整備、運
営する。

県 H27～R3 55

令和元年度は、高校のない離島出
身者を中心に115名の生徒が入寮
し、保護者の経済的負担の軽減が
図られている。

支援センター入寮者数
120人

支援センター入寮者数
115人 54,100 順調 高校のない離島 教育支援課 4.1 37．学生寮等の受入数
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令和元年度取組対象　離島ＰＤＣＡ施策総括表

活動概要 R元年度の目標 活動実績値

決算額
(千円)
離島分は
括弧書き

離島振興計
画における
進捗状況

活動離島
市町村名

SDGs
ゴール

資料２

進捗状況が
やや遅れ
大幅遅れ
未着手

の要因と対策

関連する成果指標
（資料３の成果指標一覧

に対応）
No 主な取組名 取組内容

離島振興計画関連

担当課
実施主体 事業期間

離島
振興
計画
記載
頁

令和元年度実績

136
離島教育活動派遣支援事業
（教育庁）

教育諸活動に係る県内外への派遣支援
県

関係団体
H24～R3 55

中学校体育連盟等の学校体育関係
団体へ補助金を交付し、離島から
県中学校総合体育大会に参加する
生徒の派遣費助成を行う。

教育諸活動に係る県内
外の派遣支援

教育諸活動にかかる県内
外への派遣支援 75,757 順調

宮古地区
八重山地区
久米島町
南大東村
北大東村
粟国村
伊江村

伊平屋村
伊是名村
本部町

保健体育課 4.1

44．体力・運動能力テスト結
果
（全国平均：50点）（中学
校）
44．体力・運動能力テスト結
果
（全国平均：50点）（高等学
校）

137
複式学級教育環境改善事業
（教育庁）

個々の学力に応じたきめ細かな指導を実
現し、児童の「確かな学力」の向上のた
め、複式学級を有する小学校へ学習支援
員としての非常勤講師を派遣する。

県
市町村

H24～R3 55
児童数８名以上の複式学級を有す
る小学校に非常勤講師を派遣す
る。

非常勤講師の派遣割合
(95.0%)

児童数８名以上の複式学
級を有する小学校28学級
のうち、22学級に非常勤
講師22人を派遣した。

(28,661) 概ね順調

久米島町
北大東村
渡嘉敷村
座間味村
粟国村

宮古島市
石垣市
竹富町

与那国町

学校人事課 4.1

38．小学校において８人以上
で構成される複式学級のう
ち、非常勤講師が派遣されて
いる学級の割合

138
離島・へき地における学習支
援事業
（教育庁）

市町村が実施する生徒の高校入試結果改
善の取組に対し支援を実施する。

県
市町村

H24～26
【完了】

55 取組完了 義務教育課 4.1

139
離島読書活動支援事業
（教育庁）

移動図書館による児童生徒への読書サー
ビスの支援。

県 H24～ 55

離島等の図書館未設置町村におい
て、移動図書館・一括貸出・協力
貸出等による児童生徒等への読書
サービスの支援を行った。また、
移動図書館、一括貸出に使用する
館外協力用図書の充実を図った。

移動図書館実施回数
38回

移動図書館実施回数
39回 15,060 順調

与那国町
久米島町
竹富町
粟国村
伊平屋村
北大東村
南大東村
渡名喜村
伊江村
多良間村
伊是名村
渡嘉敷村

生涯学習振
興課

4.7

41．県民一人当たりの図書貸
出冊数
52．図書館又は図書館機能を
持った施設の設置率（離島）

140
離島・へき地における情報通
信環境の整備
（教育庁）

離島・へき地に所在する学校の教育用PC
等の整備・通信回線の高速化。（超高速
インターネット接続率H24：42.9％→
H28：70.0％）

県
市町村

H24～R3 55

インターネットを活用した生徒の
学力向上を図ることなどを目的に
県立学校については県が、市町村
立学校については市町村が通信料
等を負担した。

超高速ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続率
87.6%

超高速ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続率
63.3%（H30）

9,431 概ね順調 全離島市町村 教育支援課 4.1

141
離島高校生修学支援事業
（教育庁）

高校未設置離島出身の生徒を対象に、居
住費、通学費の支援を行う。

県
市町村

H24～R3 55
高校未設置の離島出身の高校生533
人（１４市町村）を対象に、居住
や通学に要する経費を支援した。

支援の実施
高校未設置離島出身の生
徒を対象に居住費、通学
費を支援

28,400 順調

伊江村
伊平屋村
伊是名村

うるま市（津堅島）
南大東村
北大東村

南城市（久髙島）
渡嘉敷村
座間味村
粟国村
渡名喜村
多良間村
竹富町
与那国町

教育支援課 4.1

142
要保護・準要保護児童生徒就
学援助事業
（教育庁）

経済的理由により就学困難と認められる
小・中学校の児童生徒の保護者に対し、
市町村が学用品費等の支援を行う。

市町村 H24～R3 55

生活保護法に規定する要保護者及
び要保護者に準ずる程度に困窮し
ている準要保護者（計2,721人）に
対して学用品費や学校給食費等の
費用を補助するなどの就学援助を
行った。

要保護・準要保護児童
生徒を対象とした学用

品費等の支援

学用品費等受給者数(離
島15市町村)：2,721人
（H30年度速報）

- 順調 全離島市町村 教育支援課
1.2
4.1
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令和元年度取組対象　離島ＰＤＣＡ施策総括表
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143
学校体育関係団体補助事業
（教育庁）

中学生、高校生の九州・全国大会につい
て、県中学校体育連盟及び高等学校体育
連盟を通して派遣費等の支援を行う。

県
関係団体

H24～R3 55

高等学校総合体育大会等の開催及
び全国高校総体等への生徒派遣の
ため、高体連等へ補助を行い、県
総体等に約18,834人が参加した。
また、競技力の向上を図るため、
強化推進校に26校を指定した。

教育諸活動に係る県内
外の派遣支援

・県高等学校総合体育大
会等開催（全国高校総体
派遣者数）507人
・県高等学校総合体育大
会等開催（九州大会派遣
者数）1,183人
・県高等学校総合体育大
会等開催（強化指定競技
数）26競技
・全国総体・九州大会派
遣
・強化推進運動部指定・
優秀選手強化

75,757 順調
宮古島市
石垣市
久米島

保健体育課 4.1

44．体力・運動能力テスト結
果
（全国平均：50点）（中学
校）
44．体力・運動能力テスト結
果
（全国平均：50点）（高等学
校）

144
伝統芸能公演への支援
（文化観光スポーツ部）

県民に重要無形文化財保持者等の公演の
鑑賞機会を提供するため、沖縄県芸術文
化祭舞台部門の一環として、離島過疎地
域等で実施する。

県
（公財）沖縄
県文化振興会

H24～ 55
宮古島市等において、音楽、沖縄
芝居、琉球舞踊等の公演を行っ
た。

１回 来場者数　1,098名
3,957

(3,957)
離島実施無し なし

文化
振興課

8.9

145
県立博物館・美術館の移動展
開催
（文化観光スポーツ部）

離島や遠隔地において、博物館及び美術
館の移動展を行い、沖縄の自然、歴史、
文化への理解を深めるとともに美術作品
を鑑賞する機会を提供する。

県 H24～ 55

伊江村で、令和２年１月31日～２
月２日にかけて、沖縄の自然・歴
史・文化等の博物館資料を展示す
るとともに、講演会、学芸員講
座、ワークショップ等教育普及活
動を実施した。

該当無し 来場者数　1,028人 5,788 順調 伊江村

文化振興課
（県立博物
館・美術

館）

4.7

146
県立芸術大学の移動大学開催
(文化観光スポーツ部）

大学の活動内容を広く県民に認知しても
らい、さらに大学教員の持つ教育研究の
ノウハウを県民に還元し、当該地域文化
の活性化に貢献することを目的として実
施する。

沖縄県立芸術
大学

H24～ 56

移動大学を伊江村で開催し、陶芸
教室など12の教室（紅型・織り遊
び・陶芸・粘土アニメ・写真・彫
刻・絵画・琉舞・三線・笛・歴
史・空手）を開き、児童ら延べ144
名が受講した。

離島に出向く移動大学
等の実施

移動大学の実施:１回
(伊江村)

(1,549) 順調 伊江村

文化
振興課

（県立芸術
大学）

4 －

147
文化芸術地域振興支援事業
（文化観光スポーツ部）

本島及び離島地域での地域演奏会等を開
催し、県民に広く芸術性の高いクラシッ
ク音楽の鑑賞機会を提供するとともに、
青少年の豊かな心の醸成に努める。ま
た、県内の文化芸術団体が県外・海外で
行う文化芸術活動を支援することによ
り、文化の発信力の強化、文化交流の拡
大、世界で活躍できる人材の育成及び芸
術文化の更なる振興を目指すことを目的
に実施する。

県
H24～28
【完了】

56 取組完了
文化

振興課
8.9

148

【後継】
文化芸術創造発信力強化支援
事業
（文化観光スポーツ部）

県民へのクラシック音楽鑑賞機会の提供 県 H29～R1 56

沖縄県内に活動拠点をおくプロの
オーケストラに対し、クラシック
音楽演奏会開催費用を補助するこ
とにより、県民へクラシック音楽
鑑賞の機会を提供。

３箇所
公演

来場者数　計2,574人
・渡嘉敷村（120名）
・粟国村（85名）
・久米島町（200名）
・今帰仁村（260名）
・うるま市（90名）
・名護市（1,460名）
・国頭村（158名）
・座間味村（201名）

14,954
(6,467)

順調

渡嘉敷村
粟国村

久米島町
座間味村

文化
振興課

8.9
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149
図書館機能を持つ社会教育施
設の整備
（教育庁）

離島の図書館未設置町村について、公民
館等に図書館機能を持たせ、地域住民へ
読書活動支援を行う。

県
市町村

H24～ 56

県立図書館の移動図書館、一括貸
出、協力貸出サービスを図書館未
設置町村の社会教育関連施設にお
いて実施した。また、既存施設へ
の図書館機能整備を支援した。

図書館機能を持つ社会
教育施設の整備率

40％
既存の公民館等におけ
る図書館機能の整備支

援

図書館機能を持つ社会教
育施設整備率
26.7%
既存の公民館等における
図書館機能の整備支援

－ 概ね順調

伊江村
伊平屋村
伊是名村
久米島町
南大東村
北大東村
渡嘉敷村
座間味村
粟国村
竹富町

与那国町

生涯学習振
興課

4.a

41．県民一人当たりの図書貸
出冊数
52．図書館又は図書館機能を
持った施設の設置率（離島）

150
伝承者養成・技術錬磨
（教育庁）

保存会等が後継者を育成するために若手
実演家・技術者を対象に実技研修等を行
うものであり、県は経費の一部を補助す
ることにより支援する。

県
保存会

H24～R3 56

国・県指定無形文化財（芸能、工
芸）の伝承者を養成するために研
修等の経費を一部を補助すること
により支援した。

要請数1,400人/年
養成人数（年度ごと）91
人

3,693
(840)

久米島町、宮古島
市、石垣市

文化財課
4.7
11.4

50．伝承者養成・技術錬磨事
業における伝承者養成数

151
生涯学習推進体制の整備
（教育庁）

県民が「いつでも、どこでも」必要とす
る学習を可能にするため、生涯学習推進
体制を整備する。

県 H24～R3 56

各市町村における生涯学習推進体
制状況調査（推進本部・答申・振
興計画・中心施設・教育の日・
フェスティバル等の有無）を実施
した。

体制整備
市町村数
41市町村
(離島15)

体制整備
市町村数
41市町村
(離島15)

－ 順調

伊江村、伊平屋
村、伊是名村、久
米島町、南大東

村、北大東村、渡
嘉敷村、座間味

村、粟国村、渡名
喜村、宮古島市、
多良間村、石垣

市、竹富町、与那
国町

生涯学習振
興課

4.7

152
生涯学習プログラムの充実
（教育庁）

高等教育機会の確保及び生涯学習機会の
充実を図るため、高等教育機関等と連携
した学習プログラムの創設、情報通信技
術を活用したサテライト講義等を提供す
る。

県 H24～ 56

与那国島、久米島で離島講座を行
い、30人が講座を受講した。
遠隔講義配信システムにより、お
きなわ県民カレッジ主催講座のラ
イブ配信を7回行い、サテライト会
場及び個人パソコンで283人が講座
を受講した。うち離島会場での受
講者は107人であった。

おきなわ県民カレッジ
講座で離島講座を２回

実施する

高等教育機関と連携した
学習プログラムの創設
　離島講座２回
情報通信技術を活用した
サテライト講義等の提供
　ライブ配信7回

7,895 順調 全離島市町村
生涯学習振

興課
4.7

153
遠隔講義配信システム等整備
充実事業
（教育庁）

離島などの地理的要因や個々の経済的･
時間的制約に左右されない公平な学習機
会を整備するため遠隔講義配信システム
により講座を配信する。

県 H26～ 56

おきなわ県民カレッジ主催講座の
ライブ配信を7回行い、サテライト
会場及び個人パソコン等における
講座受講者は延べ704人である。ま
た、沖縄県教育委員会等が主催す
る講演会や講座を録画し、オンデ
マンド教材として26本製作し配信
した。

個人ユーザー数300件

個人ユーザー数
312件
オンデマンド教材製作数
26教材

4,649 順調 全離島市町村
生涯学習振

興課
4.7

154
沖縄離島体験交流促進事業
（企画部）

沖縄本島の児童生徒を離島に派遣し、地
域の人々や児童生徒との交流のもと、体
験学習や民泊等を実施する。

県 H24～R3 57

　令和元年度は、本島版として沖
縄本島の49小学校3,708人の児童を
宮古島や石垣島等23離島に、ま
た、離島版として離島の8小学校88
名を伊良部島と石垣島に派遣し、
農業・漁業等の体験プログラムや
民泊等を実施した。

派遣児童数3,000人

派遣児童数：3,796人
本島版：3,708人
離島版：88人

251,344 順調 23離島
地域・離島

課
4.1
8.9
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令和元年度取組対象　離島ＰＤＣＡ施策総括表

活動概要 R元年度の目標 活動実績値

決算額
(千円)
離島分は
括弧書き

離島振興計
画における
進捗状況

活動離島
市町村名

SDGs
ゴール

資料２

進捗状況が
やや遅れ
大幅遅れ
未着手

の要因と対策

関連する成果指標
（資料３の成果指標一覧

に対応）
No 主な取組名 取組内容

離島振興計画関連

担当課
実施主体 事業期間

離島
振興
計画
記載
頁

令和元年度実績

155
観光教育の推進
（文化観光スポーツ部）

次世代を担う子ども達が観光の重要性に
ついて、理解を深める事等を目的とし
て、県と一般財団法人沖縄観光コンベン
ションビューロー（ＯＣＶＢ）により
「観光学習教材」を作成し、県内小学校
４年生に配布する

県
ＯＣＶＢ

H24～ 57

観光学習教材を17,500冊作成し、
県内の小学４年生に配布したほ
か、ＯＣＶＢにおいて観光学習教
材を活用した出前講座を実施し、
観光教育の推進を図った。

観光学習教材作成・配
布：県内小学4年生

観光学習教材作成・配
布；17,500冊

3,080 順調 全離島市町村
観光

振興課
8.9
9.2

156
【再掲】
環境保全啓発事業
（環境部）

環境保全の重要性など環境問題に対する
県民の意識向上を図るため、沖縄県地域
環境センターを活用した環境情報の発信
や環境セミナー、出前講座等の開催を通
して、家庭や地域における環境保全にか
かる取組を推進する。

県 H24～R3 57
離島地域における環境保全啓発活
動（出前講座、イベント出展）の
実施

出前講座等の開催回数
４回

啓発活動回数：離島地域
10回
（内訳）
　出前講座６回
　イベント出展２回
　自然観察会２回

15,379
(420)

再掲
石垣市

宮古島市
竹富町

環境再生課 4.7

157
子や孫につなぐ平和のウムイ
事業
（子ども生活福祉部）

戦争体験証言の収録地域を久米島地区や
宮古島地区、石垣地区等にまで拡大し、
集まった証言を編集し、離島地域や国内
外へも発信する。

県
H24～25
【完了】

57 取組完了
平和援護・
男女参画課

4.7
16.6

158
地域で家庭を支える体制の構
築
（教育庁）

地域の子育て経験者や民生委員・児童委
員など、身近な人たちと専門家の連携に
よる「家庭教育支援チーム」を組織し、
孤立しがちな保護者や仕事で忙しい保護
者など、学習の機会や地域の交流の場に
なかなか参加できない家庭に対する支援
を行う。

県
市町村

H24～ 57

県内9市町村において組織された
「家庭教育支援チーム」による学
習機会や相談・交流の提供、登校
支援等の家庭教育支援活動が実施
された。

家庭教育支援コーディ
ネーター配置市町村数

（9市町村）
３市 （600） 順調

石垣市
宮古島市
与那国町

生涯学習振
興課

4.7
17.17

40．家庭教育支援コーディ
ネーター配置市町村数

159
個々の学習理解度の把握
(小中学校)
（教育庁）

全国学力・学習状況調査（小学６年生、
中学３年生）を実施し、児童生徒の学
力・学習状況を把握する。

県
市町村

H24～R3 58

県内の市町村立小中学校、県立中
学校において沖縄県学力向上Webシ
ステムを活用した授業改善の活性
化を図った。

全国学力・学習状況調
査の実施

Webシステムによる調査
を実施

全国学力・学習状況調査
の実施
WEBシステムによる調査
を実施

14,522 順調

本部町（水納島）
伊江村

伊平屋村
伊是名村

うるま市（津堅
島）

久米島町
南大東村
北大東村

南城市（久高島）
渡嘉敷村
座間味村
粟国村

渡名喜村
宮古島市
多良間村
石垣市
竹富町

与那国町

義務教育課 4.1
42．全国学力・学習状況調査
における平均正答率の全国と
の差（小・中学校）

160
個々の学習理解度の把握
(県立学校)
（教育庁）

達成度テスト（県立高校２年生）を実施
し、学習の達成状況等を把握する。

県
H24～30
【完了】

58
全県立高等学校の２年生に対し、
達成度テストを実施し、県内高校
生の学力の到達度を調査した。

達成度テストの実施・結
果分析・授業改善
テスト実施100%

1,107 取組完了
久米島町
宮古島市
石垣市

県立学校教
育課

4.3 43．大学等進学率

161

【再掲】
離島・へき地における学習支
援事業
（教育庁）

市町村が実施する生徒の高校入試結果改
善の取組に対し支援を実施する。

県
市町村

H24～26
【完了】

58 取組完了 義務教育課 4.1
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令和元年度取組対象　離島ＰＤＣＡ施策総括表

活動概要 R元年度の目標 活動実績値

決算額
(千円)
離島分は
括弧書き

離島振興計
画における
進捗状況

活動離島
市町村名

SDGs
ゴール

資料２

進捗状況が
やや遅れ
大幅遅れ
未着手

の要因と対策

関連する成果指標
（資料３の成果指標一覧

に対応）
No 主な取組名 取組内容

離島振興計画関連

担当課
実施主体 事業期間

離島
振興
計画
記載
頁

令和元年度実績

162
幼児教育の質の向上
（教育庁）

沖縄県幼児教育施策でもある「黄金っ子
応援プラン」を通して、複数年保育と職
員の適正配置を促進する。

市町村 H24～R3 58

3年保育の重要性について、理解を
求めるとともに、市町村の実態調
査を行い、具体的な対応策につい
て助言等を行う。

各市町村教育委員会に
対し公立幼稚園の２．
３年保育の実施を促進

87.6％（R1) なし 順調

北大東村
南大東村
渡嘉敷村
座間味村
渡名喜村
粟国村
南城市
石垣市

宮古島市
多良間村
竹富町

与那国町
久米島町
伊是名村
伊平屋村

義務教育課 4.2

47．複数年保育を実施する公
立幼稚園の割合（３年保育）
47．複数年保育を実施する公
立幼稚園の割合（２年保育）

163
特色ある学校づくり支援
（教育庁）

多様な生徒の個性や創造性の伸長に向け
た指導体制の構築を図る。
地域や学校の実態等に応じて各学校が主
体的に企画・運営する特色ある学校づく
りを支援する。

県 H24～R3 58

カリキュラム・マネジメントや通級指導
の研究、「学び直し」授業の構築、学校
行事改革を核とした調査研究、ＩＣＴ環
境整備・実証研究等、学校独自の取り組
みを通して、地域への魅力発信や生徒の
進路実現など、学校の活性化に繋がっ
た。

指定校数
７校

指定校数
６校

3,227 概ね順調
石垣市

宮古島市
県立学校教

育課
4.1

49．県立高等学校生の進路決
定率

164
開かれた学校づくり支援
（教育庁）

学校運営の改善と発展を目指し、目標を
設定し、達成状況や取組の適切さ等につ
いて学校評価を実施・公表する。地域に
開かれた学校づくりを推進する観点か
ら、各県立学校へ学校評議員を委嘱し、
運営状況調査を実施する。

県 H24～R3 58

全県立学校において自己評価・学
校関係者評価を実施し、学校ＨＰ
へ掲載した。また、学校評議員会
を年３回程度実施し、開かれた学
校づくりについて話し合った。

導入校数
77校

導入校数
77校

3,421 順調
久米島町
宮古島市
石垣市

県立学校教
育課

4.3
49．県立高等学校生の進路決
定率

165
「働く意義」や「学ぶ意義」
を実感させる取組
（教育庁）

地域資源を活用した授業や学校行事を行
う。

県
市町村

H24～25
【完了】

58 取組完了 義務教育課 4.1

166
インターンシップ推進事業
（教育庁）

インターンシップ受入企業開拓委託 県 H24～R3 58

全日制高校59校及び定時制高校1校
体験者13,831人、体験事業所4,583
社（延べ）。外部講師招聘等によ
る事前・事後学習を実施した。

体験実施率
100%

体験実施率
100%

13,452 順調
久米島町
宮古島市
石垣市

県立学校教
育課

4.4
8.6

49．県立高等学校生の進路決
定率

167
就職指導支援事業
（教育庁）

求人開拓及び定着指導のための職員派遣
及びビジネスマナー講座の実施

県 H24～R3 58

県内外へ各学校の就職担当教諭を
派遣し求人要請及び定着指導を実
施した。各学校において外部講師
を活用した就職関係講座を実施し
た。

就職担当職員の県外派
遣60人

就職担当職員の県外派遣
60人

11,782 順調
久米島町
宮古島市
石垣市

県立学校教
育課

4.4
8.6

49．県立高等学校生の進路決
定率

168

キャリアコーディネーターの
配置（キャリア教育マネジメ
ント事業）
（教育庁）

キャリアコーディネーターを配置し、教
員向け研修等を実施する。

県 H24～R3 58

県立高等学校2校にキャリア教育
コーディネーターを配置した。教
員向け研修会及び校長・教頭向け
研修会を実施した。

全体計画・年間指導計
画策定校数1校

配置数
2名
キャリア教育コーディ
ネーターを配置し、教員
向け研修等を実施
20校

16,070 順調
久米島町
宮古島市
石垣市

県立学校教
育課

4.4
8.6

49．県立高等学校生の進路決
定率

169
就職活動キックオフ事業
（教育庁）

就職支援員の配置、就職希望生徒及び就
職内定者の宿泊研修、全県立高校の就職
指導担当者及び就職支援員への研修の実
施

県 H26～R3 58

県立高校へ就職支援員を50人配置
した。就職希望者を対象として宿
泊研修を実施した。就職指導担当
者に対して実務研修を実施した。

就職希望者宿泊研修240
人

職員研修120人
就職支援員50人配置

就職希望者を対象とした
宿泊研修　239人
就職担当教諭等を対象と
した研修　123人
就職支援員配置人数50人

166,362 概ね順調
久米島町
宮古島市
石垣市

県立学校教
育課

4.4
8.6

49．県立高等学校生の進路決
定率
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170
普通教室ネットワーク構築事
業
（教育庁）

県立専門高校の普通教室等で活用するタ
ブレット端末及び無線LAN環境を整備す
るとともに、ICT支援員の配置やタブ
レット端末で活用するビデオ教材の作成
を行うことにより、地域産業を担う人材
育成を図る。

県
H27～30
【完了】

59 教育支援課 4.4

171
食育の推進
（教育庁）

・小学生全児童に食生活学習教材くわっ
ちーさびらを配布、朝食摂取改善を含め
た食育に取り組んでいる。

県 H24～R3 59

　学校給食指導者研修会では、児
童生徒と給食をともに食する学級
担任や給食主任を対象に、食育の
推進、給食配膳室や教室での衛生
管理、アレルギー対応等の内容で
研修を実施した。
　食物アレルギーの対応について
は、各種研修会において、「学校
における食物アレルギー対応の手
引」の活用の周知を行った。

研修等開催数
21回

研修会等開催数　41回 2,285 順調
宮古島市
石垣市

保健体育課 4.1
45．毎朝朝食を摂取する児童
生徒の割合（小学校）

172
食育の推進（高校生の食育推
進モデル事業）
（教育庁）

・栄養教諭や学級担任等を対象とした各
種研修会を実施し、給食指導や朝食摂取
改善に向けた指導に関する情報提供を
行っている。

県
H26～H30
【完了】

59
　「高校生の食育推進モデル事
業」に係るBDHQ栄養調査報告書を
作成・配布した。

食に関する指導の全体計
画の作成

－ 取組完了
宮古島市
石垣市

保健体育課 4.1

45．毎朝朝食を摂取する児童
生徒の割合（小学校）
45.毎朝朝食を摂取する児童生
徒の割合（中学校）
45．毎朝朝食を摂取する児童
生徒の割合（高等学校）

173
学校安全教育の実施
（教育庁）

・那覇南部地区、中北部、八重山地区、
宮古地区で開催高等学校交通安全指導者
連絡協議会を実施している
・本島内高校、宮古・八重山地区代表校
の担当職員及び代表生徒が参加する高校
生の交通問題を自ら考える実践交流会を
実施している。

県 H24～R3 59

学校における安全教育（交通安全
教室・水難事故防止教室・防犯教
室・防災教室）の充実を図るた
め、学校安全を担当する教職員等
を対象に研修会等を３回実施し
た。

学校安全指導者の研修
実施、交通安全指導者連
絡協議会等の実施
６回研修会等開催数

・学校安全研修会等開催
数３回
・高校生の交通問題を自
ら考える実践交流会開催
数１回
・学校における津波を想
定した避難訓練実施率
84.9％

1,601 概ね順調
宮古島市
石垣市

保健体育課
3.6
4.1

46．県内生徒の交通事故件数

174
情報社会に対応した教育の推
進
（教育庁）

少人数・複式学級におけるICTの活用、
ICT活用した交流事業の推進、教員研修
への支援(総合教育センターとの連携）

県
市町村

H24～R3 60

教育の情報化におけるＩＣＴ活用
促進を図るため、校務の情報化に
係る研修、情報モラル校いくの充
実に資する研修、情報セキュリ
ティに関する研修、学校の情報化
を推進する教育情報化推進リー
ダーの養成及び校内研修の充実に
資する研修の実施。

・教育センターで、県
小中学校教員向け「情
報」に関連した15事業
31回の研修の実施を行

う。

・教育センターで、県内
小中学校教員向け「情
報」に関連した15事業31
回の研修の実施。

7,209 概ね順調 全離島市町村
義務教育課
教育支援課

4.4

175
特別支援学校の専門性向上事
業（教育庁）

・特別支援学校のセンター的機能の向上
のため、専門家を活用した研修会の実施
による教職員の資質向上
・センター的機能の向上のため、中核と
なる教員を県外研修に派遣

県 H28～R3 60

専門家を活用した校内研修を57
回、中核となる教員を県外研修等
に19校20人を派遣。特別支援学校
技能検定を年２回実施した。

研修会の実施回数18回
研修会の実施回数
18回

6,863 順調
久米島町
宮古島市
石垣市

県立学校教
育課

4.5
48．特別支援学校卒業生の進
路決定率

176
トップレベルの選手育成事業
（一貫指導システムの整備）
（文化観光スポーツ部）

各種国際大会の日本代表選手輩出や国民
体育大会で上位入賞を果たすため、小・
中・高校・一般の一貫指導システムの確
立を図り、トップレベルの選手を育成す
る。

関係団体 H24～ 60

一貫指導システムの整備として企
画提案型競技力向上対策事業を展
開した。同事業は、各競技団体が
特有の課題解決に向けて中長期的
な視点で主体的に取り組み競技力
向上を目指すものである。一貫指
導体制の整備を課題とした競技団
体を支援し、トップレベルの選手
を育成した。

一貫指導対象競技団体
数

3団体

一貫指導対象競技団体数
（企画提案型競技力向上
対策）　６団体
（離島に特化した取組な
し）

67,271 離島実施無し ―
スポーツ
振興課

3.4
17.17
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177
国民体育大会等派遣事業
（文化観光スポーツ部）

・都道府県対抗で実施する国民体育大会
の、本大会、冬季大会に選手・監督を派
遣
・国民体育大会の予選大会である九州ブ
ロック大会に選手を派遣

県
関係団体

H24～ 60

　本国体の予選大会である九州ブ
ロック大会については、19競技26
種別で代表権を獲得した。
　国体本大会に326人、冬季大会に
26人を派遣した。

国民体育大会派遣人数
300人

国民体育大会選手派遣人
数　352人
（離島人数３人）
九州ブロック大会派遣人
数　715人
（離島人数４人）

147,126 概ね順調
宮古島市
石垣市

スポーツ
振興課

3.4
17.17

178
沖縄県体育協会活動費補助
（文化観光スポーツ部）

県内競技団体を統轄する公益財団法人沖
縄県体育協会が競技力向上対策、スポー
ツ少年団育成、県民体育大会の開催等を
円滑におこなえるよう、協会に対して運
営支援をする。

県
関係団体

H24～ 60

沖縄県体育協会の活動を支援する
ことにより、競技力向上対策事
業、県民体育大会、スポーツ少年
団育成事業、スポーツ医・科学研
究事業等を実施した。

県民体育大会参加人数
9,600人

県民体育大会参加人数
9,098人
（離島人数648人）
スポーツ少年団の育成
15,731人
（離島人数2,109人）

100,895 順調

宮古島市
石垣市
竹富町

与那国町
伊江村

多良間村

スポーツ
振興課

3.4
4.7

17.17

179
競技力向上対策事業費
（文化観光スポーツ部）

スポーツ医・科学を活用した各競技団体
に対するサポートプログラム、県外チー
ムの招待又は県外での強化試合、小学校
から一般までの一貫指導を目指したシス
テム作り、コーチ等招聘、各競技団体が
主体的に課題解決に向けた取り組みを展
開する企画提案型競技力向上対策等の各
種事業

県
関係団体

H24～ 60

スポーツ医・科学を活用したｻﾎﾟｰﾄ
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ（4団体）、県外チームと
の強化試合（1団体）、小学校から
一般までの一貫指導を目指したシ
ステム作り、コーチ等招聘（6団
体）、各競技団体が主体的に第解
決に向けた企画提案型競技力向上
対策事業（13団体）等の各種事業
を実施した。

―

国民体育大会選手強化
898名
（離島に特化した取組な
し）

67,271 離島実施無し ―
スポーツ
振興課

3.4
17.17

180
【再掲】
伝承者養成・技術錬磨
（教育庁）

保存会等が後継者を育成するために若手
実演家・技術者を対象に実技研修等を行
うものであり、県は経費の一部を補助す
ることにより支援する。

県
保存会

H24～R3 60

国・県指定無形文化財（芸能、工
芸）の伝承者を養成するために研
修等の経費を一部を補助すること
により支援した。

要請数1,400人/年
養成人数（年度ごと）91
人

3,693
(840)

再掲
久米島町、宮古島

市、石垣市
文化財課

4.7
11.4

50．伝承者養成・技術錬磨事
業における伝承者養成数

181
【再掲】
伝統芸能公演への支援
（文化観光スポーツ部）

県民に重要無形文化財保持者等の公演の
鑑賞機会を提供するため、沖縄県芸術文
化祭舞台部門の一環として、離島過疎地
域等で実施する。

県
（公財）沖縄
県文化振興会

H24～ 61
宮古島市等において、音楽、沖縄
芝居、琉球舞踊等の公演を行っ
た。

１回 来場者数　1,098名
3,957

(3,957)
再掲 なし

文化
振興課

8.9

182
地域の文化力振興事業
（文化観光スポーツ部）

離島・過疎地域を対象に、実演家等を派
遣し、文化芸術の鑑賞及び参加・体験機
会の提供を行う。加えて、過疎地域と比
較してより不利性の強い離島地域に対し
て重点的に事業を実施する。

県
市町村

H28～30
【完了】

61

離島・過疎地域の市町村（南城市
（久高島）、今帰仁村、伊江村、
久米島町、伊平屋村、竹富町、与
那国町）において、実演家による
参加型・体験型の文化芸術舞台公
演を行った。

公演数：７地域
（南城市（久高島）、今
帰仁村、伊江村、久米島
町、伊平屋村、竹富町、
与那国町）

10,299 取組完了

南城市（久高
島）、今帰仁村、
伊江村、久米島

町、伊平屋村、竹
富町、与那国町

文化振興課

183
舞台芸術による地域文化振興
事業
（文化観光スポーツ部）

離島・過疎地域の教育委員会と連携して
事業を実施し、当該地域において、自主
的に文化事業を実施するきっかけを作る
とともに、地域に舞台芸術を鑑賞する機
会を作り、地域の文化振興を図ることを
目的とする。

県
市町村

教育委員会

H24
【完了】

61 取組完了
文化

振興課

184
文化芸術による地域活性化事
業
（文化観光スポーツ部）

離島過疎地域等の市町村における舞台芸
術公演の鑑賞機会を提供する。
（例）琉球舞踊、クラシック、ポップ
ス、漫才、演劇、組踊等。

県
市町村

H25～27
【完了】

61 取組完了
文化

振興課

185
人材養成講座・出前講座の開
催
（文化観光スポーツ部）

しまくとぅば普及の核となる人材の養成
講座を実施する。離島地域でも実施す
る。

県 H29～ 61

「しまくとぅば普及センター」に
おいて、中南部地域や北部地域を
中心に人材養成講座を開催したほ
か、学校や公民館などにおいて出
前講座を開催した。

人材養成講座の開催:20
地域

出前講座の開催：10件

人材養成講座の開催:22
地域
出前講座の開催：16件

91,014 順調 石垣市
文化

振興課
8.9

53．しまくとぅばを挨拶程度
以上、話す人の割合

25



令和元年度取組対象　離島ＰＤＣＡ施策総括表

活動概要 R元年度の目標 活動実績値

決算額
(千円)
離島分は
括弧書き

離島振興計
画における
進捗状況

活動離島
市町村名

SDGs
ゴール

資料２

進捗状況が
やや遅れ
大幅遅れ
未着手

の要因と対策

関連する成果指標
（資料３の成果指標一覧

に対応）
No 主な取組名 取組内容

離島振興計画関連

担当課
実施主体 事業期間

離島
振興
計画
記載
頁

令和元年度実績

186
伝統行事保存継承事業
（教育庁）

九州地区民俗芸能大会への派遣を行い、
無形民俗文化財の保存継承を支援する。
また、市町村等が行う民俗文化財調査や
市町村・所有者・保存会等が行う映像・
文書記録作成、修理・新調、防災等の事
業に対し、経費の一部補助や国庫補助事
業に関する情報提供及び事業実施におい
て支援する。

保存会等 H24～R3 61

令和元年度11月に宮崎県で開催さ
れた第61回九州地区民俗芸能大会
へ嘉手納町野里共進会を派遣し
た。また、大会等での進行を支援
した。国庫補助事業は、西表島の
節祭衣装新調事業の進め方につい
て文化庁との調整や実績報告書の
作成を支援し、塩屋湾のウンガミ
のアサギ建て替え事業の交付申請
を支援した。

支援件数２件
伝統行事の保存継承に向
けた取組支援3件

846
（346）

順調 竹富町 文化財課
4.7
11.4

187
学校への芸術鑑賞機会提供
（文化振興事業費）
（教育庁）

 国内有数の芸術団体による舞台芸術鑑
賞機会を県内へき地・離島の児童・生徒
に提供する。
　校区や地域、広くは県内・県外に在住
する芸術家や技能保持者等を学校に派遣
する。

国
県

関係団体
H24～R3 61

文化庁、県、市町村教育委員会及
び学校等との共催により鑑賞機会
提供事業を実施した。内容は、
ミュージカル、オーケストラ、児
童劇、音楽などの鑑賞やワーク
ショップ・共演を実施した。

鑑賞者数
13,000人

県、文化庁、財団等が主
催する芸術鑑賞機会提供
事業の鑑賞児童生徒数
20,034人

881
(881)

順調 宮古島市 文化財課 4.7
51．文化庁等提供事業芸術鑑
賞児童生徒数

188
組踊等教育普及事業
（教育庁）

組踊、琉球舞踊、琉球歌劇等の本県独自
の無形文化財について、鑑賞機会の少な
い県内の児童生徒のための公演を実施す
る。公演にあたっては、児童・生徒によ
り関心を持ってもらうため、ワーク
ショップ等の取り組みも行う。

県 H26～R3 61

　竹富町（鳩間島）、粟国村、久
米島町、宮古島市、石垣市、伊江
村において各１公演（合計６公
演）、児童生徒を対象とした組踊
等の無形文化財（芸能）の鑑賞会
を実施し、小学校13校、中学校４
校、小中学校３校、特別支援学校
１校で合計21校1,299人の児童生徒
が鑑賞した。

無形文化財（芸能）の
児童生徒対象公演

無形文化財鑑賞会（芸
能）の参加児童生徒数
1299人

18,610
（18,610)

順調

竹富町（鳩間
島）、粟国村、久
米島町、宮古島

市、石垣市、伊江
村

文化財課
4.7
11.4

”
189
-1

【再掲】
沖縄らしい風景づくり促進事
業
（土木建築部）

文化資源を活用したまちづくりリーダー
等の育成の実施

離島市町村の景観行政団体の移行及び離
島市町村策定の「景観計画」や「景観条
例」の指定について県が技術的に支援

県 H24～R3 61

市町村の景観行政団体移行に向け
ての助言等を２村（南大東村、多
良間村）に対して行った。また、
渡嘉敷村、粟国村と移行に係る法
定協議を実施した。

景観行政団体数（累
計）：36団体（うち離

島12団体）
景観地区数（累計）：
14地区（うち離島４地

区）
景観アセス数（累

計）：60件

景観行政団体数（累計）：
36団体（うち離島12団体）
景観地区数（累計）：９地
区（うち離島４地区）
景観アセス数（累計）：50
件

15,368 再掲
渡嘉敷村、粟国

村、南大東村、多
良間村

都市計画・
モノレール

課

8.9
11.3

16．市町村景観行政団体数
17．景観地区数
18．景観アセス数

"18
9-2

【R2追加】
中高生通学支援実態調査
（教育庁）

－ 県 R1 － -
中高生の通学の実態調

査・制度設計
- 9,908 離島実施無し 教育支援課 4.4 選択してください

"18
9-3

沖縄文化の継承、発展及び発
信
（文化観光スポーツ部）

「琉球歴史文化の日」（仮称）の制定を
通じて、各地域の伝統文化に対する県民
の気運の醸成を図りながら、沖縄（ウチ
ナー）文化のさらなる普及・継承・発展
及び発信に取り組む。

県 R3～ － - 未着手
文化

振興課
8.9 その他 -

６　健康福祉社会の実現

190
沖縄県国民健康保険調整交付
金保健事業
(保健医療部)

離島市町村で特定健康診査の集団健診を
実施する際の健診機関スタッフの渡航費
を支援する。

県 H24～ 64
特定健康診査の集団健診を実施し
た離島市町村に対し助成を行っ
た。

15市町村
交付市町村数：15市町村
交付額：5,416千円

5,416 順調

宮古島市
石垣市
伊江村

久米島町
渡嘉敷村
座間味村
粟国村

渡名喜村
南大東村
北大東村
伊平屋村
伊是名村
多良間村
竹富町

与那国町

国民健康保
険課

3.4
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191
介護予防対策市町村支援事業
（子ども生活福祉部）

介護予防従事者への研修及び介護予防の
普及啓発を実施する。

県 H24～R3 64

市町村及び専門職において、介護
予防事業が効果的に展開できるよ
う、アドバイザーの派遣、先進的
な情報も取り入れた研修等を実施
した。

介護予防関連研修受講
者数580人

（県全体の目標値）

580人
（離島市町村職員を含め
た研修実施人数）

8,500 順調

南大東村
多良間村
竹富町

与那国町
（アドバイザー派

遣）

高齢者福祉
介護課

3.8
10.2

192
みんなのヘルスアクション創
出事業（保健医療部）

健康長寿おきなわの復活に向けて、官民
一体となった健康づくりをさらに推進す
るため、働き盛りの世代や事業所（経営
者等）における健康づくり実践を促す啓
発普及を実施するとともに、健康課題に
応じた職場における健康づくり実践を支
援するためのツール提供等を行う。

県 H28～R2 65

県民の健康意識の向上を図るた
め、集客力のある各種イベントと
コラボした健康づくりイベント
（参加体験型）を３回実施した。
平成30年度に制作した健康経営ハ
ンドブックを増刷・配布した。ま
た、市町村職員を対象にH29年度の
市町村生活習慣等実態調査データ
活用研修会を開催し、地域におけ
る実態調査マニュアルを作成し
た。

ハンドブック配布

・健康経営ハンドブック
配布（7000部）

・市町村実態調査データ
活用研修会開催：35名
（離島参加者３名）

30,787 順調

ハンドブック配
布：全離島市町村

市町村実態調査
データ活用研修

会：南大東村、石
垣市、与那国町

健康長寿課 3.4

193
親子で歯っぴ～プロジェクト
（保健医療部）

本県の乳幼児のむし歯状況の改善のた
め、乳幼児健診における指導内容の標準
化に向けた取組と、低年齢からのフッ化
物応用普及や仕上げ磨き実施率を図るた
めの対策をモデル市町村にて実施し、そ
の効果検証を行う。指導内容の標準化の
ために媒体を作成・配布研修会を開催
し、全市町村での活用を促す。また宮古
島市を含んだ８つのモデル市町村でグッ
ズの配布と活用指導を行い、その効果を
検証する。

県 H28～R2 65

沖縄県の乳幼児のむし歯有病状況
を改善するため、乳幼児健康診査
における歯科保健指導を標準化す
るための研修会を開催し、マニュ
アル等の活用を促進した。モデル
市町村ではケアグッズ活用推進な
どの取り組みを行った。

歯科保健指導標準化の
推進

・乳幼児健診従事者研修
会の開催：231人参加
（離島から4人参加）
・モデル市町村でのケア
グッズ配布及びアンケー
ト調査実施（宮古島市で
の実績640件）

12,639 順調
全離島市町村

（宮古島市はモデ
ル市町村の一つ）

健康長寿課 3.4

194
広域スポーツセンター事業
（文化観光スポーツ部）

総合型地域スポーツクラブの創設・育成
をはじめ運営や活動、地域スポーツクラ
ブ指導者の養成・確保等に関する支援を
行なう。

県 H24～ 65

　離島を含め全県的に以下の取組
みを実施。
・クラブアドバイザーによるクラ
ブ訪問を通じた助言・指導（66
件）
・クラブ研修会及び市町村担当者
会議の開催（21人参加）
・大学生向け普及啓発活動の実施
（２大学302名参加）
・市町村とクラブ関係者との意見
交換会の開催（４市村、南大東
村・粟国村含む）

総合型地域スポーツク
ラブ数66クラブ

総合型地域スポーツクラ
ブ数64クラブ（うち離島
18クラブ）

4,219 やや遅れ

伊江村
伊平屋村
伊是名村
久米島町
南大東村
粟国町

渡名喜村
宮古島市
多良間村
石垣市
竹富町

スポーツ
振興課

3.4
4.7

17.17
その他

57．総合型地域スポーツクラ
ブ育成率

195
社会体育活動支援事業
（文化観光スポーツ部）

県民の健康な身体の育成・保持増進のた
め 、スポーツ実施機会の増加を図る。
・県立学校体育施設開放事業を推進し、
スポーツ活動の場所の拡充を図る。

県
関係団体

H24～ 65

県民のスポーツへの関心と意欲を
高めるため、沖縄県スポーツ・レ
クリエーション祭（15市町村で36
種目実施、参加者数8,782人）を開
催したほか、県立学校体育施設開
放事業（10校・12団体・12種目）
を実施した。

スポレク祭参加者数
10,000人

・スポレク祭参加者数
8,782人（うち離島開催
１市・１種目）
・県立学校体育施設開放
校10校、12団体、12種目
（うち離島開放１校・１
団体・１種目）

4,999 やや遅れ 石垣市
スポーツ
振興課

3.4
4.7

17.17
その他

196
【再掲】
競技力向上対策事業費
（文化観光スポーツ部）

スポーツ医・科学を活用した各競技団体
に対するサポートプログラム、県外チー
ムの招待又は県外での強化試合、小学校
から一般までの一貫指導を目指したシス
テム作り、コーチ等招聘、各競技団体が
主体的に課題解決に向けた取り組みを展
開する企画提案型競技力向上対策等の各
種事業

県
関係団体

H24～ 65

スポーツ医・科学を活用したｻﾎﾟｰﾄ
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ（4団体）、県外チームと
の強化試合（1団体）、小学校から
一般までの一貫指導を目指したシ
ステム作り、コーチ等招聘（6団
体）、各競技団体が主体的に第解
決に向けた企画提案型競技力向上
対策事業（13団体）等の各種事業
を実施した。

―

国民体育大会選手強化
898名
（離島に特化した取組な
し）

67,271 再掲 ―
スポーツ
振興課

3.4
17.17
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令和元年度取組対象　離島ＰＤＣＡ施策総括表

活動概要 R元年度の目標 活動実績値

決算額
(千円)
離島分は
括弧書き

離島振興計
画における
進捗状況

活動離島
市町村名

SDGs
ゴール

資料２

進捗状況が
やや遅れ
大幅遅れ
未着手

の要因と対策

関連する成果指標
（資料３の成果指標一覧

に対応）
No 主な取組名 取組内容

離島振興計画関連

担当課
実施主体 事業期間

離島
振興
計画
記載
頁

令和元年度実績

197
スポーツコンベンション誘致
事業
（文化観光スポーツ部）

国内外からのスポーツコンベションの誘
致を図るため、情報の発信や、各種ス
ポーツコンベンションの歓迎支援策等を
実施する。

県
市町村

H24～ 65

国内外からのスポーツコンベン
ションの誘致を図るため、情報の
発信や各種スポーツコンベンショ
ンの歓迎支援策等を実施する。

　
歓迎支援件数

45件

キャンプ・合宿に伴う差
し入れ支援　34件
（石垣市１件）

3,761
 (29)

概ね順調 石垣市
スポーツ
振興課

3.4
8.2
8.9
9.2
12.b
17.17

58．77．スポーツコンベン
ションの離島開催件数・参加
者数（開催件数）
58．77．スポーツコンベン
ションの離島開催件数・参加
者数（県外・海外参加者数）

198
スポーツ観光誘客促進事業
（文化観光スポーツ部）

マラソン、サイクリングイベント等など
沖縄のスポーツイベント及びスポーツ環
境のプロモーション等を行うことで県
外・海外からの誘客を図り、県民のス
ポーツに触れる機会（見る、参加する）
の創出を図る。

県 H25～ 61

マラソン大会やサイクリングイベ
ントにおけるブース出展や、県
外・海外の見本市への出展等によ
り、沖縄県へのスポーツ旅行に係
る誘客プロモーションを実施し
た。

プロモーションの実施 プロモーション実施 64,417 順調 ―
スポーツ
振興課

8.2
8.9
9.2

58．77．スポーツコンベン
ションの離島開催件数・参加
者数（開催件数）
58．77．スポーツコンベン
ションの離島開催件数・参加
者数（県外・海外参加者数）

199
スポーツイベント支援事業
（文化観光スポーツ部）

沖縄観光の新たな魅力の創出や着地型観
光の拡充を目的とし、スポーツの活用に
より観光を推進・活性化するスポーツ
ツーリズムを沖縄に根付かせるためのモ
デル事業と連携した誘客促進等の実施と
新たなスポーツツーリズム受入体制の整
備を行う。

県
市町村
民間

H24～ 61

　スポーツを通した観光誘客を推
進するため、県内におけるスポー
ツイベントの創出を図り、定着
化、自走化に向け５件の事業者に
対し、補助を行った。
　また、県内で開催される国際大
会に対し、２件の開催支援を行っ
た。

モデル事業数
３事業以上

スポーツイベントモデル
事業　５件
国際スポーツ大会開催支
援　２件(宮古島市　１
件)

74,712
(20,000)

順調 宮古島市
スポーツ
振興課

3.4
4.7
8.2
8.9
9.2

17.17

200
スポーツコミッション沖縄体
制整備事業
（文化観光スポーツ部）

各種スポーツ合宿等の増加によるスポー
ツコンベンションの拡大・発展を図るた
め、スポーツを目的とした来訪者の円滑
な受入を行うワンストップ機能を持った
スポーツコミッション沖縄を設置し、各
種問い合わせに対しきめ細やかな対応を
行う。

県
市町村

関係団体
H24～ 66

各種スポーツキャンプ・合宿等の
誘致・受入を行うワンストップ窓
口として、スポーツコンベンショ
ン実施に係る各種相談対応及び誘
致活動を実施した。

Webサイトの多言語化及
びロゴマークの発信・

露出

ワンストップ窓口への相
談件数
184件

41,425 順調 ―
スポーツ
振興課

8.2
8.9
9.2

17.17

201
地域健康力アップ促進事業
（文化観光スポーツ部）

体力測定並びに個別プログラムによる教
室開催

県
H26～28
【完了】

66 取組完了
スポーツ振

興課

202

【後継】
地域スポーツ活動・健康力向
上事業
（文化観光スポーツ部）

地域の健康増進及び体力の向上を図るた
め、県内の総合型地域スポーツクラブを
活性化し、地域のスポーツ活動を推進す
る。

県 H29～R1 66

健康・スポーツ教室等開催事業
（受託クラブ数：６件）、クラブ
交流イベント事業（参加型スポー
ツ体験教室イベントの開催：１
件）、クラブ活性化情報発信事業
（ＴＶ番組活用での紹介紹介：２
本・８クラブ、ユーチューブ動画
配信での紹介：１本・３クラブ）
等を実施し、総合型地域スポーツ
クラブの活性化を図った。

体力測定並びに個別プ
ログラムによる教室開

催

体力測定並びに個別プロ
グラムによる教室開催
６件

20,340 順調
宮古島市
石垣市

スポーツ
振興課

3.4
4.7

17.17

203
宮古広域公園整備事業
（土木建築部）

広域的レクリエーション需要に対応した
広域公園の整備。

県 H24～ 66
沖縄県環境影響評価条例に基づく
環境影響評価書作成に取り組ん
だ。

環境アセスの実施 環境アセスの実施 58,974 順調 宮古島市
都市計画・
モノレール

課
11.6 19．都市計画区域内緑地面積
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計画
記載
頁

令和元年度実績

204
がんじゅーどー事業
（土木建築部）

県民の健康づくり活動のを促進させるた
め、年間を通して安全で安心してウォー
キング等のできる道路空間整備を行う。

県 H24～R3 66
ウォーキング・ジョギング等に利
用しやすい道路空間を形成するた
め、2路線の歩道整備を実施。

1路線 歩道空間整備 2路線
121,614
(70,814)

順調
宮古島市
石垣市

道路管理課 3.d

205
離島患者等支援事業
（保健医療部）

本島等の医療機関受診に係る交通費等の
負担軽減を図る。

県
市町村

H29～ 67

離島患者の島外の医療施設への通
院に要する経済的な負担を軽減
し、適切な医療を受ける機会を確
保するため、有人離島を有する18
市町村へ離島患者支援事業の周知
を図った結果、15市町村が本事業
を活用し、延べ3,336人の負担軽減
を図った。

18市町村
補助市町村数:15市町
村、3,336人

14,629 概ね順調

伊平屋村
伊是名村
伊江村
粟国村

渡名喜村
座間味村
渡嘉敷村
久米島町
南大東村
宮古島市
多良間村
石垣市
竹富町

医療政策課 3.8

【要因】
３市町（うるま市（津堅島）、南城
市（久高島）、本部町（水納島）、
にて県事業の活用が無かったた
め。
（３市町については、住民ニーズ
がないか、少額であるため、県補
助事業を活用していない）

【対策】
市町村に対し、県事業の活用な
どを働き掛けていくとともに、ニー
ズに応じたより効果的な事業実
施を検討していく。

206

小児救急電話相談事業（＃８
０００）
（保健医療部）

小児患者に係る電話相談を実施し、保護
者の不安軽減及び適切な医療機関受診を
図る。

県
H29～R3

67

看護師・医師による子どもの急な
病気への電話相談「＃８０００」
を実施した。
・実施日数365日
・実施時間　平成30年9月まで19時
～23時の4時間
平成30年10月から　平日19時～翌8
時、土日休日（年末年始含む）24
時間対応

相談対応件数:8000件
電話相談対応件数（全県
分）：18,434件 29,567 順調 全離島 医療政策課 3.8

207
待機児童解消のための支援
（子ども生活福祉部）

待機児童解消に向けて、保育所整備や認
可外保育施設の認可化移行等をより一層
促進するとともに、保育士の確保のた
め、保育士の処遇改善や離職防止対策、
資質の向上等に取り組んでいく。

県
市町村

H29～R3 67

待機児童解消に向け、保育所等の
整備を2市に交付し、認可園201人
の定員増を図った。また、認可化
移行支援を1市1施設に行った。さ
らに保育士確保等支援を2市に行っ
た。

保育所等の整備、離職
防止の支援

・認可園201人の定員増
・認可外保育施設への認
可化支援1市1施設
・保育士確保等支援2市

628,393 順調
宮古島市
石垣市

子育て支援
課

3
4.2
10.2

59．離島における待機児童数

208
沖縄子供の貧困緊急対策事業
（子ども生活福祉部）

全国に比べ深刻な子どもの貧困に関する
状況に対応するため、市町村が配置する
子供の貧困対策支援員に対し、研修等を
実施するとともに、子供の居場所の運営
支援を行う。また、これら事業の成果の
分析・評価を行い、県内市町村への普及
を図る。

県
市町村

H28～R3 67

①市町村が行う子供の貧困対策支
援員配置事業と子供の居場所運営
支援事業について、円滑な実施の
ための支援を行い、支援員の配置
及び居場所の設置の推進を図っ
た。また、支援員に対する研修等
を実施したほか、これら事業の成
果の分析・評価を行い、市町村へ
の普及を図った。
②離島における子供の貧困対策を
推進するため支援員が定期訪問
し、子供支援の拡充に係る活動等
を行った。

支援員配置数
119人

（県全体の目標値）

子供の居場所設置数
139箇所

（県全体の目標値）

派遣自治体数
２町村

　支援員の配置人数
　３市村５人
　（県全体115人）

　子供の居場所の設置数
　４市村15箇所
　（県全体149箇所）

　対象離島（２村）へ月
２回程度支援員を派遣

1,046,767
（124,593）

順調

①石垣市
宮古島市
南大東村
伊平屋村

②伊江村
伊是名村

子ども未来
政策課

1.2
4.3
8.1
10.2

209
島しょ型福祉サービス総合支
援事業
（子ども生活福祉部）

介護サービス事業の効率的な運営が困難
な離島地域において、安心・安定した
サービス提供体制を支援するため、市町
村に対し事業運営に要する経費等の一部
を補助し、介護サービスの提供確保、基
盤拡充を図る。

県
市町村

H24～R3 68

介護サービス事業の効率的運営が
困難な離島市町村に対し事業運営
に要する経費等の一部を補助し
た。
○運営費補助：
　７市町村の離島11箇所
○渡航費補助：
　13市町村の離島18箇所

離島20箇所 離島20箇所 36,532 順調

うるま市
宮古島市
南城市

渡嘉敷村
座間味村
粟国村

渡名喜村
南大東村
北大東村
伊是名村
伊江村

多良間村
竹富町

高齢者福祉
介護課

3.8
10.2

56．介護サービスが提供可能
な離島数
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頁
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210
福祉・介護人材育成基盤整備
事業
（子ども生活福祉部）

地域完結型で質の高い福祉サービスを提
供できる人材の育成・確保が継続的に行
える体制を整備する。

県
関係団体

H24～28
【完了】

68 取組完了 福祉政策課
3

10.2

211
介護支援専門員資質向上事業

（子ども生活福祉部）

介護サービス等の質の向上を図るため、
介護支援専門員の養成及び現任研修を実
施する。

県 H24～R3 68

介護支援専門員の養成、及び資質
向上を目的として、介護支援専門
員実務研修（92人）、専門研修課
程（Ⅰ・Ⅱ）（484人）、主任介護
支援専門員研修（147人）、主任介
護支援専門員更新研修（84人）、
更新研修（147人）、再研修（46
人）を実施した。

介護支援専門員実務研
修受講者数　180人

（県全体の目標値）

介護支援専門員実務研修
修了者数　92人

44,117 大幅遅れ 全離島市町村
高齢者福祉

介護課

3.8
4.7
10.2

その他

212
高齢者の社会参加の促進
（老人クラブ活動支援）
（子ども生活福祉部）

沖縄県老人クラブ連合会等の行う社会参
加促進事業、健康づくり支援事業に対し
て助成を行い、生きがいづくりなどを支
援する。

県 H24～R3 68

市町村を通じて適正老人クラブ及
び市町村老人クラブ連合会の活動
への助成を実施した。（589単位老
人クラブ、36市町村老人クラブ連
合会）

全離島市町村への支援
離島分：14市町村　157
老人クラブと11老人クラ
ブ連合会の活動へ助成

21,034
(5,505)

順調 全離島市町村
高齢者福祉

介護課
3.8
10.2

213

高齢者の社会参加の促進
（高齢者の自主的な取組の支
援）
（子ども生活福祉部）

高齢者の生きがいづくり、健康づくりを
支援するため、かりゆし長寿大学校の運
営、沖縄ねんりんピックの開催等を支援
する。

県 H24～R3 68

令和元年度は190名がかりゆし長寿
大学校を卒業したほか、全国健康
福祉祭へ選手・役員114名の派遣や
沖縄ねんりんピック開催で約2,000
人の参加者数となった。また、か
りゆし美術展については、258点の
応募があり、高齢者の生きがいづ
くりや健康づくり等が促進され
た。

かりゆし長寿大学校卒
業者数
180名

全国健康福祉祭へ選手・
役員派遣：113人
沖縄ねんりんピック開
催：1,734人の参加
かりゆし美術展：259点
の応募
かりゆし長寿大学校卒業
生:189名

66,552 離島実施無し ―
高齢者福祉

介護課
3.8
10.2

214
高齢者権利擁護の推進（認知
症対策）
（子ども生活福祉部）

認知症サポーター、認知症サポート医等
を養成し、認知症に対する理解を促進す
るとともに、地域医療の支援体制の構築
を推進する。

県 H24～ 68

若年性認知症コーディネーターを
２名配置し、相談対応及び支援、
支援者向けガイドブックを活用し
た講演会等の開催を行った。
認知症疾患医療センターの円滑な
運営のため連絡会の実施、八重山
圏域への設置に向けて病院事業局
と意見交換を行った。

・かかりつけ医認知症
対応力向上研修受講者
数（新規受講者）：30
名
・認知症サポート医養
成研修受講者数：20名
・認知症サポーター養
成講座受講者数（累
計）：90,000人

（県全体の目標値）

・かかりつけ医認知症対
応力向上研修実施：31名
・医療従事者向け認知症
対応力向上研修の実施：
208名
・認知症に関する理解の
促進：認知症サポーター
養成講座受講者数（累
計）100,889名

10,038 やや遅れ 全離島市町村
高齢者福祉

介護課
3.8
10.2

その他

215

高齢者権利擁護の推進（高齢
者虐待防止対策、成年後見制
度の普及促進）
（子ども生活福祉部）

高齢者虐待対応力向上を図るための市町
村への支援、成年後見人制度の普及等に
取組むことにより、高齢者の権利擁護を
図る。

県 H24～ 68

専門職による事例検討会、対応困
難事例による派遣、県、沖縄弁護
士会、県社会福祉士会との連絡会
議を開催（年６回）、週３日の専
門職による市町村向け高齢者虐待
困難事例電話相談窓口を設置し
た。

虐待対応困難事例への
支援、連絡会議の開催

等 計17回

（県全体の目標値）

・虐待困難事例への支援
・連絡会議の開催６回
・高齢者虐待対応・防止
研修会２回
・事例研修等５回
・成年後見利用促進研修
会等４回

3,762 順調 全離島市町村
高齢者福祉

介護課
3.8
10.2

216
【再掲】
公営住宅整備事業
（土木建築部）

高齢者の入居に対応した公営住宅の整備
を行う。

市町村 H24～R3 68
　宮古島市１団地（12戸）ほか３
村３団地（20戸）の整備に着手し
た。

離島市町村営住宅着工
戸数（H29～R3累計144

戸）

公営住宅着工戸数（離
島）
32戸

488,211 再掲

宮古島市
伊江村

南大東村
多良間村

住宅課
1.2
10.2
11.1

15．公営住宅管理戸数（離
島）［累計］
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217
【再掲】
住宅リフォーム促進事業
（土木建築部）

バリアフリー改修工事を含む住宅リ
フォーム工事を行う者に対し市町村が助
成金を交付する。

県
市町村

H24～R2 68

リフォーム工事等を行う市民等に
対する助成事業を12市町村が実施
し、助成件数は388件であった。
（※県の支援を受けた248件を含
む）

バリアフリー改修工事
等を含む住宅リフォー
ム工事への助成

支援戸数（バリアフリー
改修工事等を含む住宅リ
フォーム工事への助成）
388件

13,186
（1,098）

再掲
宮古島市
伊江村

住宅課
10.2
11.1

218
障害者相談支援体制整備事業
（子ども生活福祉部）

県内の障害者への相談支援体制の整備促
進に努めるとともに、広域的な相談支援
を実施する。

県 H24～ 69

宮古地区、八重山地区において市
町村及び相談支援事業所等に対し
助言指導並びに各種研修等を実施
した。

アドバイザーの配置箇
所

５圏域
（県全体の目標値）

相談支援・派遣件数358
件
（宮古圏域 251件、八重
山圏域107件）

19,385
（宮古:4,330/八
重山:2,066）

順調
宮古島市
石垣市

障害福祉課
1.3
3.8
10.2

219
障害児等療育支援事業
（子ども生活福祉部）

在宅の障害児（者）に対し、訪問、外来
等による療育相談指導等を行なう。

県 H24～ 69
５圏域（11市町村）で療育巡回相
談・訪問健康診断及び各種療育相
談・指導を実施した。

支援事業実施箇所数
10カ所

（県全体の目標値）

・北部圏域20件(伊江
村、伊平屋村、伊是名
村)南部圏域69件(久米島
町、南大東村、粟国村)
宮古圏域1,209件(宮古島
市、多良間村)、八重山
圏域248件(石垣市、竹富
町、与那国町)実施。

30,925 順調
全離島にて利用可

能。
障害福祉課

3.8
10.2

220
障害児者福祉施設等整備事業
費
（子ども生活福祉部）

障害者の住まいの場の確保のため、グ
ループホーム等の整備を行なう。

県 H24～ 69
社会福祉法人等が行う障害福祉施
設等の整備に要する経費の一部を
補助する。

改築・助成
１件
（県全体の目標値）

離島実施無し － 離島実施無し ― 障害福祉課
3.8
10.2

その他

221
地域生活支援事業（専門・広
域的事業）
（子ども生活福祉部）

障害者の社会参加を支える支援者の養成
や情報支援など総合的かつ効果的な事業
を実施する。

県 H24～ 69

障害者等が自立した日常生活又は
社会生活を営むことができるよ
う、沖縄聴覚障害者情報センター
に手話通訳者を設置するととも
に、県内手話通訳者・要約筆記者
を養成するため、各種研修事業を
実施した。

設置手話通訳者数１人
（県全体の目標値）

・各意思疎通支援者養成
研修
(手話)
石垣市：13人
宮古島市：４人、開催中
講座あり

19,644 順調
宮古島市
石垣市

障害福祉課

3
10.2
10.3
11.7
16.6
16.7
16.10
16.b

222
障害のある人が暮らしやすい
地域づくり推進事業
（子ども生活福祉部）

障害者の権利擁護の推進を目的とした取
組みを推進し、障害者が活動しやすい環
境づくりを行なう。

県 H25～ 69

共生社会条例の周知を図り、障害
のある人に対する理解を深めるた
め、県民向け普及啓発活動とし
て、商業施設での普及啓発パネル
展示、パンフレットやポスター作
成・配布、ラジオ・テレビCM等の
広報媒体を活用した普及啓発活動
を実施した。
また、障害を理由とする差別等に
関して、障害のある人等からの相
談に応じる相談員向け研修を実施
した。

広域相談専門員の配置
箇所

５圏域
（県全体の目標値）

・県民向け普及啓発イベ
ント等２回
（石垣市１回、宮古島市
１回）
・相談員研修等４回
（石垣市２回、宮古島市
２回）

29,105 順調
宮古島市
石垣市

障害福祉課

1.4
3.8
10.3
16.7

223
医療提供体制の充実（へき地
診療所施設整備）
（保健医療部）

離島・へき地における診療所整備及び運
営費への補助を実施し、医療提供体制の
充実を図る。

県 H24～R3 70

毎年度対象市町村へ要望照会を行
い、ニーズの把握を行っている
が、診療所を運営している市町村
による施設整備予定及び当該事業
の活用要望がなかった。

－ ― ― 離島実施無し ― 医療政策課 3.8
55．医療施設従事医師数
（人口10万人当たり）
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224
医療提供体制の充実（専門医
派遣巡回診療）
（保健医療部）

離島・へき地における専門医派遣巡回診
療支援事業を実施し、医療提供体制の充
実を図る。

県 H24～ 70

離島診療所において、眼科、耳鼻
科等の専門医による巡回診療90
回、受診者延べ925名の診療を実施
した。

34,000
巡回診療回数：90回、
925名

28,270 概ね順調

伊江村
伊平屋村
伊是名村
粟国村

座間味村
渡嘉敷村
南城市

多良間村
竹富町

与那国町

医療政策課 3.8
55．医療施設従事医師数
（人口10万人当たり）

225
医師確保対策事業
（保健医療部）

離島へき地における医師を確保するた
め、医学臨床研修事業を実施し、医師を
養成する。

医師修学資金等貸与事業を実施し、専門
医の養成・確保を図る。

県
H24～

70

県立病院に離島・へき地へ派遣す
る医師の養成を委託し、養成を終
えた医師を離島・へき地の病院・
診療所へ派遣し、当該地域の医療
提供体制の確保に繋げた。平成31
年度は36名の専攻医を養成した。

地域医療に従事する医師の確保・
養成のため、離島等の医療機関に
従事する意思のある医学生等(98
名)に対し修学資金等の貸与をおこ
なった。

専攻医養成数58人

修学資金貸与件数：80
件

離島派遣人数：20名

修学資金等貸与件数：98
件

389,430 概ね順調 全離島市町村 医療政策課 3.8
55．医療施設従事医師数
（人口10万人当たり）

226
県立病院医師派遣補助事業費
（保健医療部）

離島診療所への医師の継続的配置を行う
ための費用等（医師の人件費）を補助す
る。
専門医等の不足する離島へき地中核病院
へ全国の民間医療機関等から専門医等の
派遣を行うため、離島へき地中核病院と
派遣元病院等との労働者派遣法に基づく
派遣契約に対する費用を補助する。

県 H24～R3 70

　県立９離島診療所への医師の継
続的配置を行うための費用（医師
の人件費）を補助した。
　また、全国の民間医療機関等か
ら北部・宮古・八重山病院へ専門
医等を派遣するため、派遣元病院
等との労働者派遣法に基づく派遣
契約に係る費用を補助した。

離島診療所派遣医師
数：9名

北部・宮古・八重山病
院への専門医派遣医師
数：19名

離島診療所派遣医師数：
9名

北部・宮古・八重山病院
への専門医派遣医師数：
19名

416,211 順調

伊平屋村
伊是名村
北大東村
南大東村
多良間村
竹富町

宮古島市
石垣市

医療政策課 3.8

227
特定町村人材確保対策事業
（保健医療部）

特定町村で地域保健対策の実施に必要な
人材の確保・定着を図り、実務経験の浅
い保健師が地域保健活動を円滑に実施す
ることができるよう、離島へき地におけ
る効果的な保健活動についての研修や、
現地での事業を通した現任教育等を実施
する。

県 H24～R3 70

離島へき地で必要な人材を確保す
ることが困難な特定町村に対し
て、県が人材確保支援計画を策定
し、人材の確保対策支援事業を実
施した。新任保健師等への研修会
の開催、各保健所及び退職保健師
等（コーディネーター）による新
任保健師等への現任教育や現地に
出向いての保健事業に関する技術
的助言・指導を実施。また、特定
町村からの申し出により短期間ス
ポット的な応援保健師（人材）の
紹介を実施した。

保健師未配置町村数：0
町村

保健師未配置の町村数：
0町村
・新任保健師研修会等の
開催（4回開催）
・保健事業に対する技術
的助言・指導（7町村）
・新任保健師への現任教
育の実施（7町村)
・退職保健師等人材バン
ク登録事業(登録者：17
名、6村で活用)

11,191 順調

伊平屋村
伊是名村
伊江村

渡嘉敷村
座間味村
粟国村

渡名喜村
南大東村
北大東村
久米島町
多良間村
竹富町

与那国町

保健医療総
務課/地域
保健課

3.8

228

救急医療用ヘリコプター活用
事業

（保健医療部）

離島、へき地における急患搬送体制の充
実を図るため、ドクターヘリ事業及びヘ
リコプター等添乗医師等確保事業を実施
する。

浦添総合病院 H24～R3 70

沖縄本島周辺離島へのドクターヘ
リ実施病院に運営費（機体リース
料、燃料費、人件費等）を支援す
ることにより、年間を通じて運航
を行う体制を確保した。

356件
ドクターヘリ出動：搬送
件数384件、搬送人数384
人

279,083 順調 全離島市町村 医療政策課 3.8
55．医療施設従事医師数
（人口10万人当たり）
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令和元年度取組対象　離島ＰＤＣＡ施策総括表

活動概要 R元年度の目標 活動実績値

決算額
(千円)
離島分は
括弧書き

離島振興計
画における
進捗状況

活動離島
市町村名

SDGs
ゴール

資料２

進捗状況が
やや遅れ
大幅遅れ
未着手

の要因と対策

関連する成果指標
（資料３の成果指標一覧

に対応）
No 主な取組名 取組内容

離島振興計画関連

担当課
実施主体 事業期間

離島
振興
計画
記載
頁

令和元年度実績

229
ヘリコプター等添乗医師等確
保事業

離島、へき地における急患搬送体制の充
実を図るため、ドクターヘリ事業及びヘ
リコプター等添乗医師等確保事業を実施
する。

県 H24～R3 70
県内各離島への自衛隊・海保によ
る急患空輸への医師等の添乗
添乗協力病院の確保

添乗協力病院：12病院

急患空輸への医師等添
乗：229件、254人

添乗協力病院数：12病院

38,028 順調 全離島市町村 医療政策課 3.8

230
【再掲】
離島患者等支援事業
（保健医療部）

本島等の医療機関受診に係る交通費等の
負担軽減を図る。

県
市町村

H29～ 71

離島患者の島外の医療施設への通
院に要する経済的な負担を軽減
し、適切な医療を受ける機会を確
保するため、有人離島を有する18
市町村へ離島患者支援事業の周知
を図った結果、15市町村が本事業
を活用し、延べ3,336人の負担軽減
を図った。

18市町村
補助市町村数:15市町
村、3,336人

14,629 再掲

伊平屋村
伊是名村
伊江村
粟国村

渡名喜村
座間味村
渡嘉敷村
久米島町
南大東村
宮古島市
多良間村
石垣市
竹富町

医療政策課 3.8

【要因】
３市町（うるま市（津堅島）、南城
市（久高島）、本部町（水納島）、
にて県事業の活用が無かったた
め。
（３市町については、住民ニーズ
がないか、少額であるため、県補
助事業を活用していない）

【対策】
市町村に対し、県事業の活用な
どを働き掛けていくとともに、ニー
ズに応じたより効果的な事業実
施を検討していく。

231
【後継】
へき地医療支援機構運営事業
（保健医療部）

　離島・へき地の医療機関での勤務を希
望する医師の情報収集を全国規模で行
う。
　離島・へき地の医療支援を円滑かつ効
率的に実施するため、総合的な離島･へ
き地医療支援のための各種医療施策の企
画調整や代診医の派遣等を行う。

県 H29～ 71

求人医療機関と求職医師の窓口を
沖縄県へき地医療支援機構内に設
置し、県内の公的医療機関勤務を
希望する医師の情報収集を行うと
ともに、医師の与那国診療所、黒
島診療所での勤務の仲介を行っ
た。

ﾄﾞｸﾀｰﾊﾞﾝｸ
登録医師数

218人

ドクターバンク登録医師
数：296人

代診医派遣日数：201日
53,142 順調 全離島市町村 医療政策課 3.8

55．医療施設従事医師数
（人口10万人当たり）

232
代替看護師派遣事業
（保健医療部）

県立診療所16ヵ所に勤務する看護師に対
して、研修機会の提供を図り、勤務環境
を改善することによって、診療所におけ
る安定的な看護師の確保を図ることを目
的とする。

県（病院事業
局）

H25～R3 71

県立離島診療所に勤務する看護師
が研修等への参加等により不在と
なる期間について、３名の代替看
護師で16診療所に対し、406日派遣
を実施した。

派遣日数：288日
代替看護師派遣日数：
406日

16,925 順調

伊平屋村
伊是名村
うるま市
南城市

渡嘉敷村
座間味村
渡名喜村
粟国村

北大東村
南大東村
多良間村
竹富町

保健医療総
務課

3.8 ― ―

233
沖縄県地域医療支援センター
運営事業費
（保健医療部）

地域医療に従事する医師のキャリア形成
及び医師不足病院の医師確保の支援とう
を行う。

県 H26～ 71

医師の地域偏在解消を図るため、
地域医療センターを運営し、地域
医療に従事する医師のキャリア形
成支援（地域枠学生：100名、卒業
生：52名）及び医師不足病院の医
師確保の支援等を行った。

地域医療に従事する医
師のキャリア形成支援

地域医療に従事する医師
（地域枠学生100名、卒
業生52名）への指導や面
談等によるキャリア形成
支援

31,967 順調 全離島市町村 医療政策課 3.8
55．医療施設従事医師数
（人口10万人当たり）

234
県立病院医師確保環境整備事
業
（保健医療部）

離島病院等の医師を確保するため、沖縄
県病院事業局が実施する離島へき地の県
立中核病院及び県立離島診療所（離島等
病院）の医師確保に資する事業に対し補
助を行う。

県
病院事業局

H26～ 71

沖縄県病院事業局が実施する離
島・へき地の医師を確保するため
の事業である、指導医招聘19件、
研修派遣を４件行い、当該地域の
医療提供体制の確保に努めた。

指導医招聘20回
研修派遣医師３名

・指導医招聘19回
・研修派遣医師：４名
・医師確保が困難な６診
療科への継続派遣

7,819 概ね順調
石垣市

宮古島市
医療政策課 3.8

55．医療施設従事医師数
（人口10万人当たり）
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235
県立病院の安定的な医療提供
体制の構築と充実・強化（県
立新宮古病院整備事業）
（病院事業局）

宮古圏域における中核病院としての機能
を発揮し、地域医療を確保する観点か
ら、必要な医療提供体制の整備を図るた
め、建替えを行う。

県
H24～25
【完了】

71 取組完了 県立病院課
3.8
11.3

236

県立病院の安定的な医療提供
体制の構築と充実・強化（県
立新八重山病院整備事業）
（病院事業局）

八重山圏域における中核病院としての機
能を発揮し、地域医療を確保する観点か
ら、必要な医療提供体制の整備を図るた
め、建替えを行う。

県
H27～30
【完了】

71
平成30年８月20日に新県立八重山
病院が完成し、同年10月１日に新
病院が開院した。

100% 5,590,982 取組完了 石垣市
病院事業経

営課
3.8
11.3

237
南北大東空港夜間照明整備事
業（土木建築部）

南大東空港及び北大東空港において、急
患搬送業務を実施する自衛隊機が夜間着
陸する際に必要とする常設の証明及び付
随する電源設備一式を整備する。

県 H26～R1 71
南大東空港の照明設備を整備し完
成した。

南大東空港の供用開始 １空港 164,470 概ね順調 南大東村 空港課
3.d
9.1
11.a

238
日常生活自立支援事業
（子ども生活福祉部）

認知症高齢者、精神障害者、知的障害者
等判断能力が十分でない方の権利を擁護
し、地域で自立した生活を送れるよう支
援することを目的に、福祉サービスの利
用手続きの援助や日常的金銭管理等を行
う。

沖縄県社会福
祉協議会

H24～R3 72

　県及び全市町村社会福祉協議会
において、相談受付や助言、日常
的な金銭管理を含む福祉サービス
の適切な利用のための一連の援助
を行った。

日常生活自立支援事業
利用者数
669人

（県全体の目標値）

日常生活自立支援事業利
用者数669人

内離島180人（宮古島市
105、石垣市64、伊江村
1、伊是名村1、久米島町
2、座間味村2、北大東村
2、多良間村1、与那国町
2）

99,586 順調

対象地域：離島全
圏域

利用者実績：
宮古島市、石垣

市、伊江村、伊是
名村、久米島町、
座間味村、北大東
村、多良間村、与

那国町

福祉政策課
3

10.2

239
福祉サービス第三者評価事業
（子ども生活福祉部）

社会福祉法人等の提供するサービスの質
を事業者及び利用者以外の公正・中立な
第三者機関が専門的かつ客観的な立場か
ら評価することにより、社会福祉事業者
自らが自己が提供するサービスにおける
課題を明確にした上で、改善に向け継続
的な取組を行うことを促し、サービスの
質の向上を図る。

県 H24～R3 72

　本事業を推進するため、評価基
準の改正及び新たに認定こども
園、婦人保護施設の評価基準を策
定した。また、受審した事業所に
対し受審証明書を交付することと
した他、評価機関の認証更新に係
る更新時研修について実施要領に
規定した。また、事業周知のため
広報活動を強化した。

受審件数11件
（県全体の目標値）

第三者評価受審件数
6件（離島1件）

1,655 やや遅れ 石垣市 福祉政策課
3

10.2
その他

240
地域共生ホーム（仮称）の整
備
（子ども生活福祉部）

在宅の高齢者等が身近な地域で気軽に過
ごすことができ、障害者や子ども等を含
めた支援、交流等の場となる「地域共生
ホーム（仮称）」の整備を促進する。

県 H25～R3 72

地域共生ホームに特化した事業は
ないが、県が行っている「地域支
え合い体制づくり推進事業」で
「地域活動の拠点整備」の支援を
行っている。

地域活動拠点の整備数
３箇所

（県全体の目標値）

県内市町村３団体 ― 離島実施無し ―
高齢者福祉

介護課
3.8
10.2

241
生活困窮者自立支援事業
（子ども生活福祉部）

生活困窮者の自立に向け、自立相談支援
事業や就労準備支援事業等、生活困窮者
の自立支援を行う。

県
市

H27～ 72

　県事業においては30町村を対象
にしており、生活困窮者がいつで
も、生活全般にわたる相談ができ
るよう県内５か所（名護市、沖縄
市、那覇市、南風原町、久米島
町）に相談窓口を設置し相談支援
を行った。離島など、相談窓口か
ら遠隔の自治体については、出張
相談会を行った。

相談支援や就労支援等
による生活困窮者の自
立支援

新規相談受付件数808件 184,480 順調 全離島町村
保護・援護

課

1.2
4.4
8.1
10.2

242
コミュニティーソーシャル
ワークの推進
（子ども生活福祉部）

複雑多様化する地域課題に対応するた
め、ソーシャルワークの専門的な技法を
用い、地域において支援を必要とする
人々の援助を行うコミュニティーソー
シャルワーカーの育成や配置を支援す
る。

沖縄県社会福
祉協議会

H24～R3 72
市町村社会福祉協議会職員に対
し、研究会及びセミナーを計3回実
施した。

コミュニティーソー
シャルワーカー配置市

町村数・配置人数
35市町村・119人

配置市町村数
6市町村

12,987 やや遅れ

宮古島市
石垣市

伊平屋村
南大東村
北大東村
与那国町

福祉政策課
3

10.2
その他
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243
要援護者支援ネットワークづ
くりの推進
（子ども生活福祉部）

誰もが住み慣れた地域で安心して生活が
送れるよう、制度やサービスだけでは支
援できない要援護者に対して地域の社会
資源を活用した支援ネットワークづくり
を推進する。

県
市町村

H24～R3 72

アドバイザーによる全体計画策定
促進や名簿作成にかかる相談支援
の実施
管内市町村担当職員を対象とした
講演会を開催

災害時要配慮者支援計
画等の作成（避難行動

要支援者名簿）
36市町村
(87.8％)

５市町村
（うち離島：なし）
18市町村参加
（うち離島：２市町村）

4,843 順調 離島全圏域 福祉政策課
3

10.2

244
民生委員児童委員活動の推進
（子ども生活福祉部）

多様化する地域課題に対応するため、地
域福祉活動を展開している民生委員・児
童委員の充足率向上と活性化を図る。

県 H24～R3 72
民生委員・児童委員に対する実務
研修等の実施

民生委委員・児童委員
活動への補助及び活動
環境の整備

実務研修：４回
（八重山地区２回、宮古
地区２回）

84,458 概ね順調 離島全域 福祉政策課
3

10.2

245
地域ボランティアの養成
（子ども生活福祉部）

ボランティアコーディネーターの配置促
進やボランティアの養成等を推進する。

沖縄県ボラン
ティア・市民
活動支援セン

ター

H24～ 73

　研修会等を３回、メールマガジ
ンやHPによるボランティア関係の
イベントやボランティア募集を毎
月２回行った。

県内市町村社協へ登録
しているボランティア
団体に加入している会

員の総数28,000名

県内市町村社協へ登録し
ているボランティア団体
に加入している会員の総
数28,575名

11,344 順調 離島全圏域 福祉政策課
3

10.2

246
【再掲】
公営住宅整備事業
（土木建築部）

離島・過疎地域における若年層の定住促
進や地域活性化を図る観点から公営住宅
の整備を促進する。

市町村 H24～R3 73
　宮古島市１団地（12戸）ほか３
村３団地（20戸）の整備に着手し
た。

離島市町村営住宅着工
戸数（H29～R3累計144

戸）

公営住宅着工戸数（離
島）
32戸

488,211 再掲

宮古島市
伊江村

南大東村
多良間村

住宅課
1.2
10.2
11.1

15．公営住宅管理戸数（離
島）［累計］

247
自殺対策強化事業
（保健医療部）

沖縄県及び市町村が、相談、人材養成、
普及啓発、地域ネットワークの強化等の
基幹的な事業や、特に必要性の高い自殺
対策に関し、地域の特性に応じた効率的
な対策を後押しし、地域における更なる
自殺対策の強化を図る。

県
市町村

H25～ 73

６離島市町村にて、対面相談事
業、電話相談事業、人材養成事
業、普及啓発事業、計画策定実態
調査事業、若年層対策事業、自殺
未遂者支援事業を実施

35市町村

対面相談事業５離島
電話相談事業１離島
人材養成事業２離島
普及啓発事業４離島
計画策定実態調査事業１
離島
若年層対策事業３離島
自殺未遂者支援事業１離
島

30,516 順調

石垣市
宮古島市
伊江村

南大東村
伊平屋村
伊是名村

地域保健課 3.4

248
自殺予防事業
（保健医療部）

かかりつけ医等心の健康対応力向上研修
の離島開催と、自殺予防情報センターに
おける連携体制の整備を図る。

県 H25～ 73

内科医、精神科医、及びその他医
療従事者に対し、飲酒問題やアル
コールとうつ、自殺との関連等に
ついて研修を１回開催し、197人が
受講した。

研修受講者数130人
197人受講
（離島0名）

564 概ね順調 離島実施無し 地域保健課 3.4
54．かかりつけ医等心の健康
対応力向上研修修了者（累
計）

249
食品衛生対策
（保健医療部）

食品の安全・安心を確保するために、食
品取り扱施設及び流通食品に対する監視
指導を強化する。

県 H24～R3 73
「令和元年度沖縄県食品衛生監視
指導計画」に基づき、食品取扱施
設への監視指導を実施した。

食品施設監視指導件数
9,601件

食品収去検査数
1,090件

食品取扱施設の監視指導
件数：9,759（内、離
島：1,860）
食品取扱施設（収去食
品）検査件数：1,170
（内、離島126）

30,851
(2,625）

順調

宮古島市
多良間村
石 垣 市
竹 富 町
与那国町

衛生薬務課 3.3
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250
【再掲】
自殺対策強化事業
（保健医療部）

沖縄県及び市町村が、相談、人材養成、
普及啓発、地域ネットワークの強化等の
基幹的な事業や、特に必要性の高い自殺
対策に関し、地域の特
性に応じた効率的な対策を後押しし、地
域における更なる自殺対策の強化を図
る。

県
市町村

H25～ 73

６離島市町村にて、対面相談事
業、電話相談事業、人材養成事
業、普及啓発事業、計画策定実態
調査事業、若年層対策事業、自殺
未遂者支援事業を実施

35市町村

対面相談事業５離島
電話相談事業１離島
人材養成事業２離島
普及啓発事業４離島
計画策定実態調査事業１
離島
若年層対策事業３離島
自殺未遂者支援事業１離
島

30,516 再掲

石垣市
宮古島市
伊江村

南大東村
伊平屋村
伊是名村

地域保健課 3.4

"25
1-1

【再掲】
自殺予防事業
（保健医療部）

かかりつけ医等心の健康対応力向上研修
の離島開催と、自殺予防情報センターに
おける連携体制の整備を図る。

県 H25～ 73

内科医、精神科医、及びその他医
療従事者に対し、飲酒問題やアル
コールとうつ、自殺との関連等に
ついて研修を１回開催し、197人が
受講した。

研修受講者数130人
197人受講
（離島0名）

564 再掲 離島実施無し 地域保健課 3.4
54．かかりつけ医等心の健康
対応力向上研修修了者（累
計）

"25
1-2

ひとり親家庭高校生等通学サ
ポート実証事業
（こども生活福祉部）

一定の所得基準に満たないひとり親家庭
の高校生等に対して、バス通学費の負担
軽減を行うとともに、事業効果の検証を
行う。

県 H30～R2 －

ひとり親家庭の高校生919名に対し
てバス通学費の負担軽減を行うと
ともに、保護者・高校生へ事前・
事後の調査を実施し、事業効果を
検証した。

ひとり親家庭の高校生
等に対するバス通学費
の負担軽減を行う。

事業実施に伴うバス事業
者との協定締結：５社
（宮古島市：３社、石垣
市：１社、久米島町：１
社）

56,061 順調
宮古島市
石垣市

久米島町

青少年・子
ども家庭課

4.1
10.2

"25
1-3

2020東京オリンピック・パラ
リンピック聖火リレーの推進
（文化観光スポーツ部）

2020年東京オリンピック・パラリンピッ
ク競技大会の聖火リレーの実施に向け
て、県内に実行委員会を設置し、東京オ
リパラ組織委員会と連携しながら、県内
のルートやランナー等について、調査・
検討を行う。

県 H30～R2 －

オリンピック聖火リレーにおいて
は、県内ルート、聖火ランナー及
びセレモニー実施内容を決定し
た。

パラリンピック聖火リレーにおい
ては、聖火フェスティバル参加
（採火）市町を決定するととも
に、セレモニー実施内容の検討を
行った。

ルート選定等

（オリンピック）
・通過市町村のルート決
定　14市町村
（うち離島２市、１村）
・聖火ランナーの決定
・セレモニー実施内容の
決定

（パラリンピック）
・採火市町の決定
16市町
（うち離島２市、１町）

39,998 順調

（オリンピック）
宮古島市
石垣市

座間味村

（パラリンピック）
宮古島市
石垣市

久米島町

スポーツ振
興課

3.4
17.17

"25
1-4

【R2追加】
介護に関する入門的研修事業
（子ども生活福祉部）

介護未経験者を対象に介護に関する基本
的な知識や技術を学ぶことができる研修
を実施し、介護分野への参入のきっかけ
を作るとともに、介護業務に携わる上で
の不安を払拭することにより、多様な人
材の参入を促進する。

県 R1～R5 -

介護人材のすそ野拡大及び新規参
入促進を目的に、介護未経験者を
対象に、本島北部・中部・南部の
各圏域で8回、離島圏域（宮古島
市、石垣市、多良間村、竹富町西
表島、南大東村、伊是名村）で6
回、計14回の研修を実施した。
（修了者305人）

研修修了者数200人
研修修了者数305人
(うち離島修了者数103
人)

16,070 順調

南大東村
伊是名村
宮古島市
多良間村
石垣市
竹富町

高齢者福祉
介護課

3.8
10.2

７　安全・安心な生活の確保

252
ＮＰＯ活動推進事業
（子ども生活福祉部）

ＮＰＯ等の活動に関する各種相談、活動
支援、情報提供を行う。

県
市町村

ＮＰＯ等
H24～ 77

NPO法人設立に関する各種相談を実
施する他、NPOに関する情報収集、
発信、情報提供を行う。

NPO認証法人数 708
NPOと県の協働事業数
218

設立認証法人数（0法
人)、定款変更認証(5法
人)、情報通信誌発行(1
回)

4,955 順調

宮古島市
石垣市
伊江村

渡嘉敷村他

消費・くら
し安全課

17.17
63．NPO認証法人数
64．NPOと県の協働事業数
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253

【再掲】
コミュニティーソーシャル
ワークの推進
（子ども生活福祉部）

複雑多様化する地域課題に対応するた
め、ソーシャルワークの専門的な技法を
用い、地域において支援を必要とする
人々の援助を行うコミュニティーソー
シャルワーカーの育成や配置を支援す
る。

沖縄県社会福
祉協議会

H24～R3 77
市町村社会福祉協議会職員に対
し、研究会及びセミナーを計3回実
施した。

コミュニティーソー
シャルワーカー配置市

町村数・配置人数
35市町村・119人

配置市町村数
6市町村

12,987 再掲

宮古島市
石垣市

伊平屋村
南大東村
北大東村
与那国町

福祉政策課
3

10.2
その他

254

【再掲】
要援護者支援ネットワークづ
くりの推進
（子ども生活福祉部）

誰もが住み慣れた地域で安心して生活が
送れるよう、制度やサービスだけでは支
援できない要援護者に対して地域の社会
資源を活用した支援ネットワークづくり
を推進する。

県
市町村

H24～R3 77

アドバイザーによる全体計画策定
促進や名簿作成にかかる相談支援
の実施
管内市町村担当職員を対象とした
講演会を開催

災害時要配慮者支援計
画等の作成（避難行動

要支援者名簿）
36市町村
(87.8％)

５市町村
（うち離島：なし）
18市町村参加
（うち離島：２市町村）

4,843 再掲 離島全圏域 福祉政策課
3

10.2

255
【再掲】
民生委員児童委員活動の推進
（子ども生活福祉部）

多様化する地域課題に対応するため、地
域福祉活動を展開している民生委員・児
童委員の充足率向上と活性化を図る。

県 H24～R3 77
民生委員・児童委員に対する実務
研修等の実施

民生委委員・児童委員
活動への補助及び活動
環境の整備

実務研修：４回
（八重山地区２回、宮古
地区２回）

84,458 再掲 離島全域 福祉政策課
3

10.2

256
【再掲】
地域ボランティアの養成
（子ども生活福祉部）

ボランティアコーディネーターの配置促
進やボランティアの養成等を推進する。

沖縄県ボラン
ティア・市民
活動支援セン

ター

H24～ 77

　研修会等を３回、メールマガジ
ンやHPによるボランティア関係の
イベントやボランティア募集を毎
月２回行った。

県内市町村社協へ登録
しているボランティア
団体に加入している会

員の総数28,000名

県内市町村社協へ登録し
ているボランティア団体
に加入している会員の総
数28,575名

11,344 再掲 離島全圏域 福祉政策課
3

10.2

257
地域づくり推進事業
（企画部）

地域づくりに関する取組事例等の収集・
発信、ICT（情報通信技術）を活用した
地域づくり人材同士の交流を図る。

県
市町村

地域づくり団
体等

H24～R3 77

　｢地域おこし協力隊｣２名を配置
し、地域づくり人材・活動の掘り
起こしを行うとともに、活動状況
等についてとりまとめ、SNS等を活
用して情報発信を行った。
　また、市町村配置の地域おこし
協力隊を対象に研修会を実施し、
地域づくり人材の育成を行った。

研修会等参加延べ人数
300人

研修会等参加延べ人数：
160人

27,851 大幅遅れ 離島全域
地域・離島

課
4.4
8.1

その他

258
男女共同参画の推進
（子ども生活福祉部）

男女共同参画社会づくりに向けての意識
啓発等を行う。

県 H24～R3 77 竹富町で講座を開催した。
講座・講演会の実施回

数12回
講座参加人数21人 114 順調 竹富町

女性力・平
和推進課

5.5
5.c
10.2

259
移住定住促進事業
（企画部）

離島・過疎地域でバランスのとれた人口
の維持、増加を目指すため、移住フェア
への出展、体験ツアーの実施、WEBサイ
トの運用等、移住応援活動の基盤づくり
を行う。

県
市町村

民間団体
H26～ 78

県外での移住相談会や移住フェア
に計９回出展したほか、県内９地
域での移住体験ツアー（３種類）
の実施、及び移住応援サイトでの
情報発信を行った。
さらに、沖縄県移住受入協議会を
２回開催した。

移住相談件数145件

移住応援サイトアクセ
ス数

70,000件

移住相談件数：149

移住応援サイトアクセス
数：102,930件

43,109 順調 離島全圏域
地域・離島

課

4.4
8.1
11.3

110.移住応援サイトアクセス
数
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260
漁場生産力の向上に関する漁
業活動対策
（農林水産部）

漁場の生産力向上に関する取組や漁業の
再生に関する実践的な取り組みを行う漁
業集落に対して支援を実施。

市町村
漁業集落

H24～R3 78

　漁場の生産力向上に関する取組
として、食害生物の駆除、種苗放
流、パヤオ製作・設置、産卵場の
整備などを行った。
　漁業の再生に関する実践的な取
組として、新規漁業・養殖業への
着業、高付加価値化、体験漁業、
流通体制改善などを行った。

支援離島数
9島 (61,412) 概ね順調

伊是名村
伊江村

渡名喜村
南城市（久高島）
宮古島市（宮古

島・池間島・伊良
部島）
石垣市

与那国町

水産課
12.b
14.2

261
ふるさと農村活性化基金事業
（農林水産部）

　農山村及び離島地域等における、地域
住民ぐるみでの農村環境の保全管理活動
や地域イベント等を支援し、農山漁村の
持つ魅力について理解を深めることによ
り、地域リーダーの活動支援や人材育成
等を推進する。

県
市町村

H24～ 78

　地域住民ぐるみで農村環境の保
全管理活動や地域イベントを行っ
ている12地区に対し支援を行い、
地域活動を推進する人材育成を推
進した。

支援地区数：14地区
県内支援地区数：12地区
離島支援地区数：6地区

4,767
（1,840）

順調
久米島町
宮古島市
石垣市

村づくり計
画課

2.4

262
グリーン・ツーリズムの推進
（農林水産部）

　農山漁村地域の活性化を図るため、各
地区グリーンツーリズム実践者をネット
ワーク化し、「組織づくり、人づくり、
ものづくり」の視点から各施策を展開
し、地域住民による主体的なグリーン・
ツーリズムの取組を支援する。

県 H24～ 78

　グリーン・ツーリズムの推進を
図るため、「沖縄の農家民宿一期
一会創造事業」及び「グリーン・
ツーリズムネットワーク強化促進
事業」を平成29年度より実施し、
沖縄らしい農家民宿スタイルの確
立と活動団体の連携強化、受入品
質の向上に取り組んでいるところ
である。

グリーン・ツーリズム
における交流人口:11.8

万人

グリーン・ツーリズムに
おける交流人口:13.5万
人

14,126 順調
宮古島市
石垣市
伊江村

村づくり計
画課

2.3
8.9
12.b

263
地域における安全なまちづく
り推進事業
（子ども生活部）

子どもたちが安全に安心して利用できる
環境の確保と公共施設管理者及び県民の
防犯意識の高揚・啓発を図る目的の離島
における「公共施設の防犯安全点検」
子ども危険回避能力向上及び大人の防犯
意識の普及高揚を図る目的の離島地区を
モデル地域とした「子ども地域安全マッ
プ作製事業」

県 H24～ 79

・令和元年６～７月に「公共施設
の防犯安全点検」の担当者説明会
及び点検を実施した。
・地域安全マップ指導者講習会を
開催し、犯罪抑止の理論とフィー
ドワークの注意点、子どもたちへ
の指導方法等の研修を実施した。

講習会
開催回数

５回
（本島含む）

・防犯安全点検説明会開
催回数　２回
・講習会開催回数 ２回

3,614 順調
石垣市

宮古島市
消費・くら
し安全課

3
10.2

264
警察安全相談の充実強化
（警察本部）

○県民に対する周知と利用促進
○県民から寄せられる相談に適切に対応
するため、警察安全相談員の配置、相談
システムによる相談情報の共有など相談
体制の整備

県 H24～R3 79

○令和元年４月に相談システムを
バージョンアップして情報共有機
能等の強化及び利便性の向上を
図った。
○離島警察署に幹部を派遣し、相
談対応能力向上を目的とした署員
に対する指導・教養を実施した。

警察安全相談体制の整
備、職員の資質向上

相談受理件数：1,658件
（宮古島署・八重山署）

33,296 順調

宮古島市
石垣市
竹富町

与那国町
多良間村

警務部
広報相談課

該当なし

265
安全なまちづくりの推進
（警察本部）

・ちゅらさん運動の浸透・定着

・防犯性能の高い施設整備の促進等
県 H24～R3 79

「ちゅらさん運動」の普及促進、
広報啓発活動を行うとともに、自
主防犯ボランティアに対する防犯
物品支援による自主防犯活動の活
性化を図るほか、公共空間におけ
る防犯カメラの設置を拡充する。

①「ちゅらさん運動」の浸透・
定着②防犯ボランティア団体へ
の支援③犯罪防止に配慮した環
境設計の促進（防犯カメラの設
置促進等）

防犯ボランティア団体
数：55団体（宮古島署、
八重山署）

3,052 順調

宮古島市
石垣市
竹富町

与那国町
多良間村

生活安全部
生活安全企

画課
16.1
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令和元年度取組対象　離島ＰＤＣＡ施策総括表
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頁
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266
飲酒運転根絶推進事業
（子ども生活福祉部）

飲酒運転根絶に向けた各種広報啓発活動
（講演会、キャンペーン、パネル展、マ
スコミ活用広報啓発）

県 H24～R3 79

各季の交通安全運動における広報
啓発、飲酒運転根絶県民大会（11
月）や高校生によるラジオＣＭの
制作、放送、飲酒運転根絶ロゴ
マークを活用した広報啓発活動の
展開などを実施した。

広報啓発活動開催回数
４回

広報啓発活動開催回数
４回 6,934 順調 全離島市町村

消費・くら
し安全課

3.6
10.2

267
交通安全運動事業
（子ども生活福祉部）

交通安全思想の普及啓発（各季交通安全
運動、交通安全功労者表彰等）

県 H24～R3 80

各季（年４回）の交通安全運動、
交通安全功労者等表彰(28名、５団
体)を実施し、広報啓発に努めた。
各季の交通安全運動時にポス
ター・チラシを各市町村等に配布
し、常時啓発活動に活用できるよ
う連携を図った。

各季の交通安全運動実
施回数　４回

各季の交通安全運動実施
回数　４回

1,869 順調 全離島市町村
消費・くら
し安全課

3.6
10.2

268
交通事故相談所運営事業
（子ども生活福祉部）

交通事故被害者を援助するための交通事
故相談所の巡回相談の実施（宮古島市・
石垣市）

県 H24～R3 80
交通事故被害者を援助するための
交通事故相談所の巡回相談の実施
（宮古島市・石垣市）

該当なし 宮古島市1回
石垣市1回

6,144 順調
宮古島市
石垣市

消費・くら
し安全課

3
10.2

269
【再掲】
交通安全施設の整備
（土木建築部）

事故危険箇所等において、防護柵や道路
照明、視線誘導標等の交通安全施設の整
備を推進する。

県 H24～R3 80
　久米島空港真泊線等、離島路線
において、すべり止め舗装等の交
通安全対策の整備を実施。

事故危険箇所整備
（交通安全施設の整

備）

交通安全施設の整備
3箇所

97,017
(1,816)

再掲
久米島町
宮古島市
石垣市

道路管理課 3.6 61．交通事故死者数

270
交通安全施設整備
（警察本部）

信号機、道路標識、道路標示の整備 県 H24～R3 80

交通信号機の改良等23か所を行う
とともに、道路標識及び道路標示
の新設・更新を行った。（道路標
識218本、横断歩道131か所、実線
20.64㎞）

交通信号機、道路標識
等の更新等

交通信号機改良等
宮古島市　７か所
石垣市　　14か所
久米島町　１か所
南大東村　１か所

道路標識/横断歩道
宮古島市 60本/68か所
石垣市　 34本/52か所
伊江村　 41本/ 3か所
伊平屋村 33本/ 2か所
伊是名村 50本/ 6か所

道路標示
宮古島市　12.87km
石垣市　　 4.52km
伊江村　　 1.42km
伊平屋村　 0.43km
伊是名村   1.40km

868,313
(87,920) 順調

宮古島市
石垣市
伊江村

伊平屋村
伊是名村
久米島町
南大東村

交通部
交通規制課

3.6 61．交通事故死者数

271
河川利用者の安全対策
（土木建築部）

河川利用者の水難事故の未然防止対策の
ための施設整備や安全教育等を地域と連
携して行う。

県
H25～H30
【完了】

80 取組完了 河川課
11.b
13.1
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272
運転免許出張試験・出張講習
（警察本部）

運転免許取得の利便性向上のための運転
免許の出張試験の実施

高齢者講習等の出張講習の実施

県 H24～R3 80
離島における運転免許の出張試験
50回及び高齢者講習等の出張講習
20回実施した。

　離島地域における運
転免許の出張試験及び
講習を実施し公平な行
政サービスの提供を確
保する。

令和元年度
出張試験回数：50回
出張講習回数：20回

4,384 順調

宮古島市
石垣市

座間味村
渡名喜村
粟国村

渡嘉敷村
久米島町
南大東村
北大東村
多良間村
伊是名村
伊平屋村
与那国町

交通部
運転免許課

3.6

273
消費者行政活性化事業
（子ども生活福祉部）

窓口未設置市町村への文書及び直接訪問
による消費生活相談窓口設置の働きかけ
の実施。

県
市町村

H24～ 80

　市町村消費生活相談窓口への相
談員の配置や相談員レベルアップ
研修等を行う市町村に消費者行政
強化補助金を交付する。
　また、県が市町村の消費生活相
談窓口に県の消費生活相談員によ
る巡廻訪問を実施した。

相談窓口の機能強化
補助金交付（２市３村）
巡回訪問（１村）

34,865
(5,516)

順調

宮古島市
石垣市
伊江村

伊平屋村
伊是名村

消費・くら
し安全課

3
4.7
10.2
12.8

274
消費者啓発事業
（子ども生活福祉部）

消費者教育講座の開催、消費者生活情報
の提供及び消費生活相談事業の実施。
各市町村広報誌、HP等を活用した消費生
活相談窓口の周知広報。

県 H24～ 80

県消費生活センター宮古・八重山
分室、金融広報委員会等による消
費者教育講座の開催及び消費生活
相談事業の実施

消費者啓発講座
13回

（全県150回の人口比
8.6%で算出）

・各種消費者学習講座
（37回開催2,102人（宮
古13回：石垣13回：久米
島5回：渡嘉敷1回：南大
東2回：竹富2回：与那国
1回）
・消費生活相談件数
（600件（宮古分室256
件：八重山分室274
件））

31,831 順調

宮古島市
石垣市

久米島町
渡嘉敷村
南大東村
竹富町

与那国町

消費・くら
し安全課

4.7
10.2
12.8

62．消費者啓発講座受講者数

275
離島消防非常備町村の消防力
強化の推進
（知事公室）

離島消防非常備町村の消防力強化を図る
ため、消防団の人的体制及び消防車両・
資機材等の整備を推進するとともに、県
内消防本部との広域的連携を推進する。

県
H26～R3

81

・消防車両等の整備にかかる国の
財政支援制度活用事例の周知を行
い、消防車両等の整備を促進し
た。
・消防学校等において各種教育訓
練を実施するとともに、訓練に必
要となる備品等の整備を図り、訓
練内容の充実を図ったほか、移動
消防学校として離島での現地教育
を実施した。
・消防広域化にかかる各市町村等
への説明会・意見交換会を開催し
消防力強化に向けた意見交換等を
実施した。

１回以上
意見交換会開催数

・寄贈事業を活用した消
防車両の整備
（粟国村　１台）
・消防学校で行う消防職
団員の教育訓練事業の
他、離島に出向き現地教
育訓練を実施
（伊江村、多良間村、北
大東村）
・消防広域化にかかる各
市町村等への説明会・意
見交換会を開催（４回）

20,055
（171）

順調 離島市町村
防災危機管

理課

1.5
3.6
4.4
11.5

60．人口1万人当たりの消防団
員数

276
離島空港における耐震化対策
等の推進
（土木建築部）

離島空港の各施設に係る耐震調査、緊急
避難計画の策定。

県 H27～R3 81
新石垣空港における地震観測や下
地島空港及び波照間空港の津波避
難計画の作成を行った。

避難計画策定数
1空港

３空港 14,190 順調
石垣島市
竹富町

空港課
9.1
11.b

70．離島空港施設の耐震化率

277
【再掲】
平良港の整備
（土木建築部）

　平良港において、大規模な地震が発生
した場合の緊急物資、避難者の海上輸送
に対応するため、耐震強化岸壁の整備を
推進する。

国 H24～ 81
　国において、国際クルーズ船が
寄港可能な耐震強化岸壁整備等の
整備を実施した。

耐震岸壁の整備 耐震岸壁の整備 国直轄 再掲 宮古島市 港湾課
9.1
11.b

80．宮古・八重山圏域におけ
るクルーズ船寄港回数
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278
水産物供給基盤機能保全事業
（農林水産部）

旧基準等により整備された漁港施設にお
いて、現行基準に基づく防波堤等の嵩上
げ等を実施するとともに、老朽化した漁
港・漁場施設については、今後の更新コ
ストの増大又は施設機能の低下により漁
業活動及び背後集落等への被害が懸念さ
れることから、維持・補修等の機能保全
対策を行う。

県
市町村

H24～ 82

　波照間地区及び安田地区におい
て、防波堤の耐波性能強化の工事
を実施した。また、糸満南地区等
において、機能保全計画に基づ
き、防波堤や岸壁等の保全工事を
実施した。

８地区 整備地区数９地区
1,539,004
(438,428)

順調

石垣市、宮古島
市、久米島町、竹
富町、与那国町、
渡嘉敷村、渡名喜

村

漁港漁場課 2.3 72．緊急物資輸送の拠点港数

279
災害防除（道路）
（土木建築部）

道路法面等が危険な兆候を示し、災害発
生により交通に著しい影響を及ぼす危険
がある箇所の対策を実施する。

県 H24～R3 82
石垣港伊原間線及び国道390号等に
おいて、落石防止柵等を実施。

法面崩壊防止対策等実
施箇所数20箇所

法面対策等　8箇所
496,602

(192,406)
順調

宮古島市
石垣市

与那国町
道路管理課

11.a
13.1

280
【再掲】
無電柱化推進事業
（土木建築部）

良好な景観や歩行空間の形成、災害時の
ライフラインの確保の目的で、地中化等
により主要な道路上から電柱を無くす事
業。

県 H24～R3 82

国道390号（宮古島市）、平良久松
港線、保良西里線、国道390号（石
垣市）において電線地中化を実施
した。

無電柱化整備延長
6.0km

無電柱化整備延長
5.0km

653,959
（166,915）

再掲 宮古・八重山圏域 道路管理課
3.6
11.a
13.1

23．無電柱化整備延長
65．無電柱化整備延長

281
避難地としての都市公園整備
（土木建築部）

災害時の避難場所として位置づけられて
いる都市公園の整備を行う。

市町村
H24～29
【完了】

82 取組完了 都市公園課 11.b
66．避難地に位置づけられて
いる都市公園数

282
橋梁長寿命化修繕事業（県道
等）
（土木建築部）

県管理橋梁において、計画的で効果的・
効率的な修繕・更新・耐震化の実施によ
り安全・安心な道路ネットワークの形成
を図る。

県 H24～R3 82
　池間大浦線（池間大橋）、白浜
南風見線（浦内橋）等で橋梁補
修・耐震補強等を実施。

補修・耐震補強箇所数
35箇所

橋梁補修等箇所 4箇所
868,431

(182,579)
概ね順調

宮古島市
石垣市
竹富町

道路管理課 11.a

283
橋梁長寿命化修繕事業（市町
村道等）
（土木建築部）

市町村管理橋梁において、計画的で効果
的・効率的な修繕・更新・耐震化の実施
により安全・安心な道路ネットワークの
形成を図る。

市町村 H24～R3 82
　各市町村の橋梁長寿命化計画に
基づき、6橋の補修・耐震補強又は
架替工事を行った。

-
定期点検・補修・耐震補
強の実施

526,436
(30,058)

順調 全離島市町村 道路管理課 11.a

284
【再掲】
公営住宅整備事業
（土木建築部）

老朽化して建替え時期を迎えている公営
住宅を計画的に建て替える。

市町村 H24～R3 82
　宮古島市１団地（12戸）ほか３
村３団地（20戸）の整備に着手し
た。

離島市町村営住宅着工
戸数（H29～R3累計144

戸）

公営住宅着工戸数（離
島）
32戸

488,211 再掲

宮古島市
伊江村

南大東村
多良間村

住宅課
1.2
10.2
11.1

15．公営住宅管理戸数（離
島）［累計］

285
治水対策施設の機能維持（長
寿命化対策等）
（土木建築部）

離島の県管理ダムの恒久的な機能維持と
ライフサイクルコスト削減を図るため、
適切な時期にダム施設の更新等を行う。

県 H24～R3 82
座間味ダムの予備発電機を改修し
た。

老朽化対策・長寿命化
計画に基づき、更新・
修繕を実施していく。

機器更新：１ダム 127,000 順調 座間味村 河川課
11.b
13.1

286
治水対策（河川改修、ダム建
設、情報提供等）
（土木建築部）

沿川住民の生命と財産を洪水被害から防
御するため、河川改修やダム建設等を行
う。

県
H24～H30
【完了】

82 取組完了 河川課
11.b
13.1
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令和元年度取組対象　離島ＰＤＣＡ施策総括表

活動概要 R元年度の目標 活動実績値

決算額
(千円)
離島分は
括弧書き

離島振興計
画における
進捗状況

活動離島
市町村名

SDGs
ゴール

資料２

進捗状況が
やや遅れ
大幅遅れ
未着手

の要因と対策

関連する成果指標
（資料３の成果指標一覧

に対応）
No 主な取組名 取組内容

離島振興計画関連

担当課
実施主体 事業期間

離島
振興
計画
記載
頁

令和元年度実績

287
【再掲】
水道施設整備事業
（保健医療部）

安全な水道水を安定的に供給するため、
水道施設の新設や老朽化施設の更新、耐
震化などの整備を推進する。

市町村 H24～R3 82

那覇市等33事業体で老朽化した水
道施設の更新・耐震化等の整備を
実施した。また、県は33事業体へ
老朽化施設の計画的な更新、耐震
化等への取組について指導・助言
をおこなった。

基幹管路の耐震化率：
25.9％

基幹管路の耐震化率：
18.5％（H30年度）

4,263,354 再掲

宮古島市
石 垣 市
渡名喜村
南大東村
北大東村
伊平屋村
伊是名村
座間味村
粟 国 村
竹 富 町
与那国町

衛生薬務課
3.9
6.1
9.1

71．基幹管路の耐震化率（上
水道事業）

288
下水道事業（長寿命化・地震
対策）
（土木建築部）

「下水道長寿命化計画」を策定し、長寿
命化対策を含めた改築等を進める。

市町村 H24～R3 82
下水道事業実施市町村において、
下水道施設の長寿命化・地震対策
の改築に係る交付金を配分した。

重要な幹線等の耐震化
延長
5km

・重要な幹線等の耐震化
率（離島）
71.7％

・離島６市町村におい
て、長寿命化計画等に基
づく処理施設の改築事業
を実施

(258,642) 順調

石垣市
宮古島市
久米島町
竹富町

渡嘉敷村
座間味村

下水道課
9.1
11.b
13.1

67．重要な幹線等の耐震化率
（下水道）

289
下水道事業（浸水対策）
（土木建築部）

都市における安全性の確保を図るため、
雨水幹線等を整備する。

市町村 H24～R3 82
石垣市において、雨水管整備等の
浸水対策を実施した。

浸水対策整備面積
155ha

・下水道による都市浸水
対策達成率（離島）
82.5％

・石垣市において雨水管
渠の整備を実施

市町村 順調
石垣市

宮古島市
下水道課

9.1
11.b
13.1

68．下水道による都市浸水対
策達成率

290
津波・高潮警戒避難体制の整
備事業
（土木建築部）

避難誘導強化のため、最大クラスの津波
の発生を想定した市町村のハザードマッ
プ作成を支援する。

市町村 H24～R3 82

市町村に対して津波ハザードマッ
プを提供するなど、津波ハザード
マップ作成の支援を
行った。

39市町村（作成市町村
数）

最大クラスの津波に関す
るハザードマップ作成市
町村数（累計）
12市町村

― 概ね順調
石垣市ほか14市町

村
海岸防災課 11.b その他

69．津波高潮ハザードマップ
作成市町村数

291
狭あい道路整備事業
（土木建築部）

市町村の狭あい道路の整備を促進するた
め、整備計画策定及び整備事業を支援す
る。

市町村
H24～28
【完了】

82 取組完了 建築指導課

292
民間住宅・建築物の総合的な
耐震化対策
（土木建築部）

民間住宅・建築物の耐震化を促進するた
め、耐震診断、改修工事等への支援を行
うとともに、耐震技術者育成、普及啓発
活動等の総合的な取り組みを推進する。

県
市町村
民間

H24～R3 83 建築物の耐震診断費用助成 ― －
0

（0）
未着手 伊江村 建築指導課 11.b 事業方針・計画等の変更 様式２の成果指標に記載なし

293
治山事業
（農林水産部）

各地域の気象特性、立地条件に応じた防
風保安林、潮害防備保安林の整備を推進
する。

県 H24～ 83

季節風、台風被害による潮風害か
ら、民家、畑又は公共施設等を保
全するため防風･防潮林の整備を
行った。離島７地区において、
1.39haを造成及び改良することに
より、防風･防潮林の機能強化を
図った。また、整備した防風･防潮
林の保育のほか山地災害対策等を
行った。

―

防風･防潮林整備面積
1.39ha、防風･防潮林保
育面積24.82ha、山地災
害対策箇所２箇所

593,353 順調

伊是名村、伊平屋
村、うるま市、久
米島町、南大東

村、座間味村、渡
嘉敷村、宮古島

市、多良間村、石
垣市、竹富町

森林管理課
11.b
13.1
15.3

―
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令和元年度取組対象　離島ＰＤＣＡ施策総括表

活動概要 R元年度の目標 活動実績値

決算額
(千円)
離島分は
括弧書き

離島振興計
画における
進捗状況

活動離島
市町村名

SDGs
ゴール

資料２

進捗状況が
やや遅れ
大幅遅れ
未着手

の要因と対策

関連する成果指標
（資料３の成果指標一覧

に対応）
No 主な取組名 取組内容

離島振興計画関連

担当課
実施主体 事業期間

離島
振興
計画
記載
頁

令和元年度実績

294
日米両政府への要請活動
（知事公室）

米軍基地負担の軽減及び米軍の演習等に
伴う事故等の防止及び安全管理の徹底に
ついて沖縄県軍用地転用促進・基地問題
協議会等を通して要請していく。

県
市町村

他都道府県
H24～

83

関係大臣来県時等における定期的
な要請だけではなく、事件・事故
が発生する度に、適宜要請活動を
行った。
　また、軍転協、渉外知事会とも
協力し、基地問題の解決促進のた
め要請を行った。

全国知事会、渉外知事
会、沖縄県軍用地転用
促進・基地問題協議会
との連携、情報発信の

充実

日米両政府への要請 29,165 順調 ― 基地対策課
10
16

295
不発弾処理対策
（知事公室）

不発弾処理対策については不発弾発見の
多い箇所を重点的に探査することによ
り、不発弾処理の加速化・効率化を図
り、離島市町村を含む県内不発弾の早期
処理の取り組み強化に必要な措置を国に
強く求める。

国
県

市町村
H24～R3 83

令和元年度は不発弾処理事業全体
で33発（1.6ｔ）の不発弾を発見・
処理した。また、工事の安心安全
を確保するため、市町村単独工事
や民間による住宅等建設に対して
磁気探査費用の補助を実施した。

不発弾等の探査・発掘
の促進、不発弾等の爆

発事故防止等

①広域探査発掘加速化事業
・磁気探査約39万㎡
②市町村支援事業
・補助金交付15市町村26箇所
③住宅等開発磁気探査支援事
業
・補助金交付203件
④不発弾等対策安全事業
・基金残高861,025千円

2,947,092 順調
宮古島市
石垣市

防災危機管
理課

11

296
遺骨収集情報センターの活用
（子ども生活福祉部）

遺骨収集情報センターにおいて未収骨情
報の一元化を図り、民間ボランティア団
体等に対し未収骨情報を提供することに
より、遺骨収集を効率的に実施する。

県 H24～R3 83

　西原町等(38箇所)において戦没
者未収骨壕等調査を実施、資料調
査、戦争体験者や関係者からの聞
き取り調査を行い、未収骨の状況
を把握した。

・遺骨収集情報セン
ターへの未収骨情報の
一元化
・ボランティア団体等
への情報提供

情報センターによる市町
村別未収骨情報調査状況
1

20,068 離島実施無し ―
保護・援護

課
10.2
16.1

297
民間ボランティア団体等の活
動支援
（子ども生活福祉部）

民間ボランティア団体等に対する支援を
行うことにより、遺骨収集活動の活性化
を図る。（民間ボランティア団体等の活
動支援）

県 H24～R3 83

　遺骨収集実績の約９割を占める
民間団体やボランティアに対する
活動支援（車両燃料代、弁当代等
を支援）を行うことにより、遺骨
収集の加速化を図った。（支援団
体数４団体）

遺骨収集を行う民間ボ
ランティア団体等の活
動支援

ボランティア支援件数
４

2,328 離島実施無し ―
保護・援護

課
10.2
16.1

298
一元化された未収骨情報によ
る遺骨収集の加速化
（子ども生活福祉部）

一元化された未収骨情報により、遺骨収
集の加速化を図り、一定期間を目途に集
中的に取り組むよう国へ要請する。

国
県

H24～R3 83

　地域から得られた戦没者未収骨
壕等情報に基づき、昨年度に引き
続き、山城壕（糸満市）の遺骨収
集を厚生労働省に要請した。

遺骨収集の加速化及び
一定期間を目途にした
集中的取組に係る国へ
の要請

厚生労働省要請現場数
１

－ 離島実施無し ―
保護・援護

課
16.1

第２節　離島の特色を生かした産業振興と新たな展開
１　観光リゾート産業の振興
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令和元年度取組対象　離島ＰＤＣＡ施策総括表

活動概要 R元年度の目標 活動実績値

決算額
(千円)
離島分は
括弧書き

離島振興計
画における
進捗状況

活動離島
市町村名
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資料２
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記載
頁

令和元年度実績

299
戦略的MICE誘致促進事業
（文化観光スポーツ部）

国内・海外からの新たな需要を取り込む
ことで、市場の拡大を図り、離島をはじ
め沖縄MICE産業の発展に繋がる各種事業
を継続的・集中的に実施する。具体的に
は、以下の取組みを行う。
①沖縄へのMICE開催を推進するため、
「誘致・広報活動」に係る事業を実施す
る。
②沖縄へのMICE開催を推進するため、
「開催支援」に係る事業を実施する。
③沖縄へのMICE開催を推進するため、
「受入体制整備」に係る事業を実施す
る。
④MICE誘致アクションプランや大型MICE
施設の詳細機能等に係る調査検討を実施
する。

県 H28～R3 86

沖縄観光コンベンション
ビューローと連携し、MICE誘
致や主催者支援を実施した。
平成29年度に立ち上げたＭＩ
ＣＥネットワークへの参加団
体数は、283団体となった。
またＭＩＣＥの受入体制の構
築に取り組む地域（3地域）
や新たなＭＩＣＥビジネスの
事業化に取り組む企業（3
社）に対する支援を行った。

実施 ― 295,795 順調 全離島市町村 MICE
推進課

8.9
9.2

-

300
地域観光資源創出支援事業
（文化観光スポーツ部）

多様化する観光客の観光ニーズに対応す
るため、地域が主体となった新たな観光
資源の創出事業等に対し支援を行い、地
域における観光メニューの充実を図る。

県
H24～26
【完了】

86 取組完了
観光

振興課
8.9
9.2

301
地域観光の支援
（文化観光スポーツ部）

　県内各地域の観光振興を図るため、離
島観光振興会議等による各市町村等との
意見交換を行い、地域の観光振興の方向
性及び課題等を共有する。
　また、専門的な知識を持つ観光まちづ
くりアドバイザーを市町村等へ派遣し、
市町村等が抱える課題等に対し助言及び
指導を行う。

県 H24～R3 87

　離島観光の振興を図るための離
島観光振興会議を全離島関係市町
村を対象に那覇市にて会議を開催
した。
　その他、観光まちづくりアドバ
イザーの派遣を６件行った。

意見交換件数（参加市
町村数）:20

意見交換件数（参加市町
村数）:22件

2,283 順調 全離島関係市町村
観光

振興課
8.9
9.2

76．離島市町村の観光振興計
画策定状況

302
環境共生型観光の推進
（文化観光スポーツ部）

　環境共生型観光の推進のため、市町
村、地域の協議会等が行う自然環境等の
保全に配慮した観光地づくりへの取組を
支援することにより、沖縄観光の持続的
発展を図る。
　具体的には、地域におけるルール周知
や人材育成、環境共生型観光施設整備へ
の支援を行う。

県 H24～R3 87

環境保全活動支援として、NPO法人
沖縄エコツーリズム推進協議会の
活動支援を行った。またプロモー
ション支援として、持続可能な観
光（サスティナブル・ツーリズ
ム）に関する国内外の情勢や諸課
題などをテーマとしたシンポジウ
ムを開催するなど、自然環境に配
慮した持続可能な観光を推進し
た。

プロモーション支援
1件

プロモーション支援1件 5,383 離島実施無し ―
観光

振興課

8.9
9.2
15.1

303
エコツーリズムの推進
（文化観光スポーツ部）

自然環境に配慮し、安全性の高い高品質
なエコツーリズムを推進するため、沖縄
のエコツーリズムメニュー等に関する情
報発信支援及びエコツーリズム関連の人
材育成支援を行う。

県 H24～R3 87

エコツーリズムを含む持続可能な
観光に係るシンポジウムを開催
し、情報発信を行った。また、NPO
法人沖縄エコツーリズム推進協議
会と連携を図りながら、全県的な
持続可能な観光への活動を支援し
た。

情報発信等支援数3件 情報発信等支援数2件 5,383 離島実施無し ―
観光

振興課

8.9
9.2
15.1

事業方針・計画等の変更

304
医療ツーリズム促進事業
（文化観光スポーツ部）

医療ツーリズムのあり方に関する調査・
検証

県
H24

【完了】
87 取組完了

観光
振興課

8.9
9.2
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305

【後継】
ウェルネスツーリズム等の推
進
（文化観光スポーツ部）

沖縄の自然環境資源や健康保養施設等を
活用したウェルネスリゾート地としての
体制を構築するため、ウェルネス・医療
ツーリズム等に関連した事業に先進的に
取り組む事業者等の支援を行うととも
に、ウェブサイトでの情報発信を行う。

県 H28～R3 87

平成29年度で事業が終了している
が、当事業にて開発したウェルネ
スプログラムをWeb上で継続的に活
用し情報発信を行っている。

事業者支援及びウェブ
サイトでの情報発信

事業者支援及びウェブサ
イトでの情報発信:実施

124,933 離島実施無し ―
観光

振興課
8.9
9.2

306

沖縄の観光資源を活用したエ
ンターテイメント創出・観光
メニュー開発等の支援
（文化観光スポーツ部）

国内外からの観光誘客拡大につながる観
光メニューの開発やMICEメニューの開発
を行う地域観光協会や民間企業等の自主
的な取り組みを促進するため、集中的に
支援を行い自走化を促す。

県 H24～R3 87

国内外からの観光誘客拡大につな
がる観光メニューの開発やMICEメ
ニューの開発を行う地域観光協会
や民間企業等の自主的な取り組み
を促進するため、集中的に支援を
行い自走化を促す。

沖縄の観光資源を活用
した観光商品の開発支

援:12件

沖縄の観光資源を活用し
た観光商品の開発支
援:12件

93,749 順調 ―
観光

振興課
8.9
9.2

307

Be.Okinawa琉球列島周遊ルー
ト形成推進事業
（文化観光スポーツ部）
見直し版島作り計画に新規追
加

平成28年に国土交通大臣より認定を受け
た『Be.Okinawa琉球列島周遊ルート形成
計画』の推進により、外国人観光客の本
島から離島への周遊観光を促進し、離島
観光の推進・滞在日数の延伸に取り組
む。

国
県

H29～30
【完了】

87

３つのモデルコースにテーマ性・
ストーリー性を付随した観光ス
トーリーを策定し、各モデルコー
スのモニターツアーを実施してブ
ラッシュアップを図った。また、
ストーリーに基づいたＰＲ動画を
作成し、多言語ＷＥＢサイトに
よって対象市場に向けて強力に発
信を行った。

取組完了
観光

振興課
8.9
9.2

79．離島への入域観光客数

308
エデュケーショナルツーリズ
ム推進事業
（文化観光スポーツ部）

教育分野における沖縄観光の魅力の多様
化・高度化を図るため、新たな教育旅行
プログラムの商品化を支援するととも
に、外国からの教育旅行の誘致に必要と
なる「学校交流」を実現する環境を整備
するため、国内外の学生、教育関係者が
互いの地域を訪れる相互交流活動を支援
する。

県
H24～26
【完了】

87 取組完了
観光

振興課
8.9
9.2

309
着地型観光推進事業
（文化観光スポーツ部）

観光商品造成に関する地域セミナー実施 県
H24

【完了】
87 取組完了

観光
振興課

8.9
9.2

310
ディスカバー沖縄しま観光振
興事業
（文化観光スポーツ部）

離島観光の振興を図るため、ITを活用し
県外に向いている県民の旅行需要を離島
観光へと繋げることを目的として、県内
外へ離島観光のPRを行うとともに、専用
サイトの情報を活用した観光メニューの
造成に取り組む。

県
H24～25
【完了】

87 取組完了
観光

振興課
8.9
9.2

311

【再掲】
スポーツコンベンション誘致
事業
（文化観光スポーツ部）

国内外からのスポーツコンベションの誘
致を図るため、情報の発信や、各種ス
ポーツコンベションの歓迎支援策等を実
施する。

県
市町村

H24～ 87

国内外からのスポーツコンベン
ションの誘致を図るため、情報の
発信や各種スポーツコンベンショ
ンの歓迎支援策等を実施する。

　
歓迎支援件数

45件

キャンプ・合宿に伴う差
し入れ支援　34件
（石垣市１件）

3,761
 (29)

再掲 石垣市
スポーツ
振興課

3.4
8.2
8.9
9.2
12.b
17.17

58．77．スポーツコンベン
ションの離島開催件数・参加
者数（開催件数）
58．77．スポーツコンベン
ションの離島開催件数・参加
者数（県外・海外参加者数）
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312
【再掲】
スポーツ観光誘客促進事業
（文化観光スポーツ部）

マラソン、サイクリングイベント等など
沖縄のスポーツイベント及びスポーツ環
境のプロモーション等を行うことで県
外・海外からの誘客を図り、県民のス
ポーツに触れる機会（見る、参加する）
の創出を図る。

県 H25～ 87

マラソン大会やサイクリングイベ
ントにおけるブース出展や、県
外・海外の見本市への出展等によ
り、沖縄県へのスポーツ旅行に係
る誘客プロモーションを実施し
た。

プロモーションの実施 プロモーション実施 64,417 再掲 ―
スポーツ
振興課

8.2
8.9
9.2

58．77．スポーツコンベン
ションの離島開催件数・参加
者数（開催件数）
58．77．スポーツコンベン
ションの離島開催件数・参加
者数（県外・海外参加者数）
78．スポーツキャンプ合宿の
離島実施件数・参加人数（実
施件数）
78．スポーツキャンプ合宿の
離島実施件数・参加人数（県
外・海外参加人数）

313
【再掲】
スポーツイベント支援事業
（文化観光スポーツ部）

沖縄観光の新たな魅力の創出や着地型観
光の拡充を目的とし、スポーツの活用に
より観光を推進・活性化するスポーツ
ツーリズムを沖縄に根付かせるためのモ
デル事業と連携した誘客促進等の実施と
新たなスポーツツーリズム受入体制の整
備を行う。

県
市町村
民間

H24～ 87

　スポーツを通した観光誘客を推
進するため、県内におけるスポー
ツイベントの創出を図り、定着
化、自走化に向け５件の事業者に
対し、補助を行った。
　また、県内で開催される国際大
会に対し、２件の開催支援を行っ
た。

モデル事業数
３事業以上

スポーツイベントモデル
事業　５件
国際スポーツ大会開催支
援　２件(宮古島市　１
件)

74,712
(20,000)

再掲 宮古島市
スポーツ
振興課

3.4
4.7
8.2
8.9
9.2

17.17

58．77．スポーツコンベン
ションの離島開催件数・参加
者数（開催件数）
58．77．スポーツコンベン
ションの離島開催件数・参加
者数（県外・海外参加者数）

314

【再掲】
スポーツコミッション沖縄体
制整備事業
（文化観光スポーツ部）

各種スポーツ合宿等の増加によるスポー
ツコンベンションの拡大・発展を図るた
め、スポーツを目的とした来訪者の円滑
な受入を行うワンストップ機能を持った
スポーツコミッション沖縄を設置し、各
種問い合わせに対しきめ細やかな対応を
行う。

県
市町村

関係団体
H24～ 87

各種スポーツキャンプ・合宿等の
誘致・受入を行うワンストップ窓
口として、スポーツコンベンショ
ン実施に係る各種相談対応及び誘
致活動を実施した。

Webサイトの多言語化及
びロゴマークの発信・

露出

ワンストップ窓口への相
談件数
184件

41,425 再掲 ―
スポーツ
振興課

8.2
8.9
9.2

17.17

58．77．スポーツコンベン
ションの離島開催件数・参加
者数（開催件数）
58．77．スポーツコンベン
ションの離島開催件数・参加
者数（県外・海外参加者数）

315
【再掲】
地域観光資源創出支援事業
（文化観光スポーツ部）

多様化する観光客の観光ニーズに対応す
るため、地域が主体となった新たな観光
資源の創出事業等に対し支援を行い、地
域における観光メニューの充実を図る。

県
H24～26
【完了】

88 取組完了
観光

振興課
8.9
9.2

316
【再掲】
地域観光の支援
（文化観光スポーツ部）

　県内各地域の観光振興を図るため、離
島観光振興会議等による各市町村等との
意見交換を行い、地域の観光振興の方向
性及び課題等を共有する。
　また、専門的な知識を持つ観光まちづ
くりアドバイザーを市町村等へ派遣し、
市町村等が抱える課題等に対し助言及び
指導を行う。

県 H24～R3 88

　離島観光の振興を図るための離
島観光振興会議を全離島関係市町
村を対象に那覇市にて会議を開催
した。
　その他、観光まちづくりアドバ
イザーの派遣を６件行った。

意見交換件数（参加市
町村数）:20

意見交換件数（参加市町
村数）:33件

2,283 再掲 全離島関係市町村
観光

振興課
8.9
9.2

317
観光誘致対策事業
（文化観光スポーツ部）

観光客の継続的・安定的誘致を図るた
め、国内外からの旅行会社及び航空会社
等と連携した誘客プロモーションの展
開、メディアを活用した誘客プロモー
ションの展開及び沖縄観光情報の発信、
観光宣伝ツールの作成などを行う。

県 H24～R3 88

観光客の継続的・安定的誘致を図
るため、ＷＥＢサイト等における
誘客プロモーションや県外メディ
アを活用した沖縄の魅力発信、観
光宣伝物の作成等を実施した。

キャンペーン実施件数：
24件

148,927 離島実施無し ―
観光

振興課
8.9
9.2

75．県外直行便の提供座席
数・利用率の増加（提供座席
数）
75．県外直行便の提供座席
数・利用率の増加（利用率）

318

沖縄観光国際化ビッグバン事
業（戦略的誘致活動促進事
業）
（文化観光スポーツ部）

離島への観光客を増やすため、外国人観
光客を対象とする離島旅行商品のプロ
モーション、チャーター便の就航に対す
る助成等を行う。

県 H24～R3 88

重点市場（台湾、韓国、中国、香
港）の旅行博における９箇所計15
回の沖縄観光ブースの出展及び戦
略開拓・新規市場（東南アジア、
北米、欧州、オーストラリア、ロ
シア等）の旅行博における14箇所
計25回の沖縄観光ブースの出展等
を行った。

プロモーション地域数
14カ所

プロモーション実施地域
数
：23カ所

990,000 離島実施無し ―
観光

振興課
8.9
9.2
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319
クルーズ船プロモーション事
業
（文化観光スポーツ部）

国内外のクルーズ船社への誘致活動や旅
行会社等と連携した商品造成支援等を行
うとともに、受入体制を強化し、クルー
ズ船の寄港促進を図る。

県 H24～R3 88

クルーズ船の本県への寄港促進を
図るため、船社訪問や展示会参加
など一連の誘致活動を７地域で実
施した。また、乗客の満足度向上
を図るため、クルーズ船受入団体
への支援など受入体制強化のため
の事業を実施した。

プロモーション地域数
７カ所

プロモーション実施地域
数：7カ所

89,040 離島実施無し ―
観光

振興課
8.9
9.2

34．宮古・八重山圏域におけ
るクルーズ船寄港回数
80．宮古・八重山圏域におけ
るクルーズ船寄港回数

320
離島観光活性化促進事業
（文化観光スポーツ部）

離島路線の新規開設などを促進するため
のチャーター便支援や、県外での旅行博
への出展、メディアを活用したプロモー
ション等を実施する。各離島観光協会へ
プロモーション等を委託する。

県
事業者

H24～R3 88

離島への観光客数を増やすため、
チャーター便支援、離島観光プロ
モーション、各離島観光協会が主
体となったプロモーション等を実
施した。

旅行会社への支援：50
件

旅行社等招聘：30名

チャーター便を利用した
旅行会社への支援：
9件
小規模離島の認知度向上
プロモーション（旅行社
等招聘）：11名

253,845 概ね順調

久米島町
八重山圏域
宮古島圏域

本当周辺15離島

観光
振興課

8.9
9.2

その他

75．県外直行便の提供座席
数・利用率の増加（提供座席
数）
75．県外直行便の提供座席
数・利用率の増加（利用率）
79．離島への入域観光客数

321

【再掲】
沖縄離島住民等交通コスト負
担軽減事業
（企画部）

小規模離島を訪問する観光客等を対象と
した航空運賃低減への支援（対象地域：
南北大東島、粟国島、多良間島、与那国
島）

県 H24～R3 89

　離島住民の割高な船賃及び航空
運賃を低減するため、航路24路
線、航空路10路線において、航路
事業者及び航空事業者に対し、負
担金を交付した。

低減化率（小規模離
島）

約３割

低減化率
航路　約３割～約７割
航空路　約４割

0 再掲 0 交通政策課
10.2
11.2

322
沖縄離島戦略的情報発信支援
事業
（企画部）

県外での知名度の低い離島において、住
民や外部専門家等で構成する情報発信推
進チームにより、島の魅力となる景観、
特産品、伝統文化などの資源を特定し、
戦略的な情報発信を行う。

県
H24

【完了】
89 取組完了

地域・離島
課

11.3

323
多言語観光案内サイン整備事
業
（文化観光スポーツ部）

沖縄全域主要観光施設等を対象とし、外
国人を含む観光客の利便性向上・観光客
の周遊促進による観光消費の拡大を図る
ため、多言語観光案内サインの統一的な
整備を行う市町村に対し補助を行う。

県
H24～29
【完了】

90 取組完了
MICE

推進課

8.9
9.2
10.2
11.7

324
観光産業におけるバリアフ
リー化の促進
（文化観光スポーツ部）

沖縄の観光産業の高付加価値化を図るた
め、観光関連事業者向けのバリアフリー
セミナー等を開催し、観光バリアフリー
に対する意識啓発を図る。また、プロ
モーション活動を実施し、バリアフリー
観光地としての認知度向上を図る。

県 H24～R3 90

　バリアフリー関連の各種セミ
ナーを開催し、意識啓発を図っ
た。
　その他県内外での展示会等への
出展により、バリアフリー観光地
としての認知度向上を図った。

観光バリアフリーセミ
ナー開催数

5件

観光バリアフリーセミ
ナー開催数：9回

40,128 離島実施無し ―
観光

振興課

8.9
9.2
10.2
11.7
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離島振興計
画における
進捗状況

活動離島
市町村名

SDGs
ゴール

資料２

進捗状況が
やや遅れ
大幅遅れ
未着手

の要因と対策

関連する成果指標
（資料３の成果指標一覧

に対応）
No 主な取組名 取組内容

離島振興計画関連
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計画
記載
頁

令和元年度実績

325
圏域の拠点港湾の整備
（土木建築部）

　石垣港、平良港、本部港において、ク
ルーズ船誘致に向け大型クルーズ船に対
応する岸壁や旅客ターミナルビルの整
備、岸壁整備、ふ頭用地、防波堤の整備
を行い、安全性・快適性・利便性の確保
に努める。

国
県

石垣市
宮古島市民間

H24～ 90

　石垣港については、大型旅客船
ターミナル整備事業を実施し、同
岸壁の暫定供用も開始された。平
良港においては国際クルーズ船が
寄港可能な耐震強化岸壁等の整備
を実施した。また、本部港におい
ては国際クルーズ船が寄港が可能
な岸壁、泊地浚渫及び防波堤沖の
整備を実施した。

大型旅客ターミナルの
整備等(石垣港)、

岸壁、臨港道路、ター
ミナル整備等(平良

港)、
岸壁・泊地浚渫、ター
ミナルビル整備等(本部

港

大型旅客ターミナルの整
備等(石垣港)、
岸壁、臨港道路、ターミ
ナル整備等(平良港)、
岸壁・泊地浚渫、ターミ
ナルビル整備等(本部港)

2,132,826 概ね順調
石垣市

宮古島市
港湾課

8.9
11.a

80．宮古・八重山圏域におけ
るクルーズ船寄港回数

326
観光周遊自転車ネットワーク
の形成
（土木建築部）

市町村の選定する観光拠点を結ぶ路線に
おいて自転車利用環境の整備により周遊
型自転車ネットワークの形成を図る。

県 H24～R3 90 - 離島実施無し 道路管理課 8.9

327
離島空港における耐震化対策
等の推進
（土木建築部）

離島空港の各施設に係る耐震調査、緊急
避難計画の策定。

県 H27～R3 81
新石垣空港における地震観測や下
地島空港及び波照間空港の津波避
難計画の作成を行った。

避難計画策定数
1空港

３空港 14,190 順調
石垣島市
竹富町

空港課
9.1
11.b

70．離島空港施設の耐震化率

328
【再掲】
新石垣空港の整備
（土木建築部）

航空路の安定的な運航及びネットワーク
の充実を図るための空港整備。

国
県

H24
【完了】

90 取組完了 空港課
8.9
9.1
11.a

329
【再掲】
伊平屋空港の整備
（土木建築部）

航空路の安定的な運航及びネットワーク
の充実を図るための空港整備。

県 H24～R3 90

事業化に当たっては就航予定会社
の確保が必要となるため、航空会
社への就航意向ヒヤリングなどに
取り組んだ。

気象観測調査 １空港 27,454 再掲
伊平屋村
伊是名村

空港課
8.9
9.1
11.a

関係機関等との調整や交渉に
不測の時間を要した

32．離島空港の年間旅客数

330

交通拠点と観光地を連結する
道路整備及び観光地間を連結
する道路整備
（土木建築部）

交通拠点と観光地を連結する道路及び観
光地間を連結する道路の拡幅整備等を行
う。

県 H24～ 90
川平高屋線を供用したほか、石垣
空港線（橋梁工事等）の整備を
行った。

平良下地島空港線（橋
詰広場）供用

平良下地島空港線、石垣
空港線等の整備

1,995,661 順調

石垣市
宮古島市
久米島町
与那国町

道路街路課 11.3
35．県管理道路(離島)の改良
率

331

【再掲】
沖縄フラワークリエイション
事業
（土木建築部）

花や緑あふれる魅力ある県土形成のた
め、観光地アクセス道路の重点緑化を行
い、沖縄らしい風景づくりを推進する。

県 H24～R3 90

国道390号、高野西里線等の観光地
へアクセスする路線について、緑
化（草花等）・充填管理を実施し
た。

道路緑化・重点管理延
長　8km

4km（宮古島市）
4km（石垣市）

374,196
（95,992）

再掲 宮古・八重山圏域 道路管理課 8.9

332

【再掲】
主要道路における沿道空間の
緑化事業
（土木建築部）

花や緑あふれる魅力ある県土形成のた
め、主要道路の沿道空間における植樹等
を強化し、沿道環境に配慮した道路空間
を創出する。

県 H24～R3 90
沿道空間における除草や街路樹の
剪定等を実施した。

道路緑化・育成管理延
長　40km

道路緑化・育成管理延長
40km

1,171,821
（334,385）

再掲 宮古・八重山圏域 道路管理課 8.9
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333
【再掲】
宮古広域公園整備事業
（土木建築部）

広域的レクリエーション需要に対応した
広域公園の整備。

県 H24～ 90
沖縄県環境影響評価条例に基づく
環境影響評価書作成に取り組ん
だ。

環境アセスの実施 環境アセスの実施 58,974 再掲 宮古島市
都市計画・
モノレール

課
11.6

334
案内表示の充実強化（道路案
内標識等）
（土木建築部）

道路案内標識の適切な設置及び修繕・更
新を行い、観光客等の道路利用者への情
報提供を行う。

県 H24～R3 90
宮古管内において、道路標識の修
繕を実施した。

案内標識の設置・更
新・修繕　12基

道路標識の修繕 31基
174,528
(18,937)

順調 宮古圏域 道路管理課 8.9

335 離島の旅館業に係る特例措置
（企画部）

離島の宿泊施設を増加させるため、離島
の旅館行に係る特例措置の周知及び利活
用促進を図る。

国
県

市町村
H29～ 90

活用促進用チラシの配布、
沖縄特区・地域税制活用ワンス
トップ相談窓口との連携による相
談受付

活用促進用チラシの更新
及び県ＨＰへの掲載
相談受付件数21件

－ 18離島市町村
地域・離島

課
10.2

336
観光人材育成の支援
（文化観光スポーツ部）

国際化・多様化する観光客にニーズに適
切に対応し、質の高いサービスを育成す
るため、（一財）沖縄観光コンベンショ
ンビューローが設置している観光人材育
成センターを活用した研修事業に対し、
補助を行う。

県 H24～R3 91

観光産業従事者の対応能力向上を
図るため、企業研修への支援（69
件）を実施したほか、中核人材育
成・沖縄観光提案力アップの集合
型研修（61事業者参加）を実施し
た。

研修支援件数100件 研修支援件数：69件 89,020 やや遅れ
竹富町

久米島町
宮古島市

観光
振興課

8.9
9.2

一般県民・企業等を対象とし
た研修等において、予定した

定員等に達しなかった

337
地域限定通訳案内士試験実施
事業
（文化観光スポーツ部）

　報酬を得て、外国人に対し、外国語で
旅行に関する案内を行うためには、通訳
案内士の資格が必要であるため、沖縄県
地域限定通訳案内士試験を実施し、通訳
案内士の確保を図る。
　県公報誌や県ホームページで当該制度
や資格者リストを公開し、周知を図る。

県
H24～29
【完了】

91 取組完了
観光

政策課
4.7
8.9

338
沖縄特例通訳案内士育成等事
業
（文化観光スポーツ部）

研修等を実施し、沖縄特例通訳案内士を
育成する。

県
H25～28
【完了】

91 取組完了
観光

政策課
4.7
8.9

339
【後継】
地域通訳案内士育成等事業
（文化観光スポ-ツ部）

急増する外国人観光客に対する受入体制
の強化を図るため、地域通訳案内士育成
研修を実施するとともに、制度概要を県
民等へ周知する。

県 H29～R3 91

　研修生の募集に際し、新聞やラ
ジオ等を活用し、県民等に対し制
度概要を含めた周知を図り、育成
研修は3名が研修を修了し、スキル
アップ研修は2名が研修を修了し
た。
　研修後は、フォローアップとし
て、旅行業者等とのマッチング会
や実際のツアーを見学するOJTツ
アー研修を実施した。

スキルアップ研修等実
施

育成研修修了者数
石垣市：3名

スキルアップ研修
修了者数
石垣市：2名

46,249 順調
宮古島市
石垣市

観光政策課
4.7
8.9

340
観光統計実態調査事業
（文化観光スポーツ部）

観光客の実態把握を目的とし、本県を訪
れた観光客等を対象としたアンケート調
査の実施により、性別・年代・居住地・
消費額等の基本属性に加え、３年度毎の
主な項目別の満足度等を調査し、各種の
観光統計資料の作成を行う。

県 H24～R3 92

国内客の性別・年代・居住地・消
費額等の基本属性及び旅行全体の
満足度等を把握するため、那覇空
港及び主要離島空港（宮古・石
垣・久米島）において計画どおり
アンケート調査をそれぞれ四半期
毎に4回実施した。令和元年度は詳
細（項目別）満足度調査をあわせ
て実施した。

観光客の満足度調査等
の実施

主要離島空港（宮古・石
垣・久米島）アンケート
調査
：各4回

24,152 順調
石垣市

宮古島市
久米島町

観光政策課
8.9
9.2

73．国内客離島訪問者の満足
度
（「大変満足」の比率）（本
島周辺・宮古圏域・八重山圏
域）
74．国内客の離島訪問率
（本島周辺・宮古圏域・八重
山圏域）
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341
スポーツ関連産業振興戦略構
築事業
（文化観光スポーツ部）

スポーツ関連産業の振興を通して、ス
ポーツの産業化の戦略構築を図るため、
スポーツ関連産業等の実態の把握、課題
の抽出を行うとともに、今後、本県で取
り組むべき重点分野の選定やスポーツの
産業化に向けた戦略の構築を目指す。

県
H25～29
【完了】

92 取組完了
スポーツ
振興課

8.3
9.2

342
【再掲】
スポーツイベント支援事業
（文化観光スポーツ部）

沖縄観光の新たな魅力の創出や着地型観
光の拡充を目的とし、スポーツの活用に
より観光を推進・活性化するスポーツ
ツーリズムを沖縄に根付かせるためのモ
デル事業と連携した誘客促進等の実施と
新たなスポーツツーリズム受入体制の整
備を行う。

県 H24～ 92

　スポーツを通した観光誘客を推
進するため、県内におけるスポー
ツイベントの創出を図り、定着
化、自走化に向け５件の事業者に
対し、補助を行った。
　また、県内で開催される国際大
会に対し、２件の開催支援を行っ
た。

モデル事業数
３事業以上

スポーツイベントモデル
事業　５件
国際スポーツ大会開催支
援　２件(宮古島市　１
件)

74,712
(20,000)

再掲 宮古島市
スポーツ
振興課

3.4
4.7
8.2
8.9
9.2

17.17

343
地場産業総合支援事業
（商工労働部）

新商品開発に取り組む事業者の試作品開
発に係る技術指導や市場調査等に係る経
費の一部に対して支援を行い、新分野進
出の円滑化や基盤技術の高度化を図り、
魅力的な商品の創出による県産品の県外
出荷や域内シェアの拡大等をめざす。

県
H25

【完了】
92 取組完了

ものづくり
振興課

8.9

344
-1

中小企業課題解決プロジェク
ト推進事業
（商工労働部）

成長可能性のある県内中小企業や事業推
進力の弱い連携体の有望プロジェクトに
対し、経営コンサルティング、専門家派
遣及び事業費補助等を行う。

県
産業振興公社

H24～R3 92

竹富町１件、宮古島市２件、石垣
市１件のプロジェクトを採択し、
専門家によるハンズオン支援を
行った。

採択件数33件
採択プロジェクト：４件
（竹富町１件、宮古島市
２件、石垣市１件）

258,338
（72,203）

順調
竹富町

宮古島市
石垣市

マーケティ
ング戦略推

進課
8.3

344
-2

【R1追加】
観光振興を目的とした法定外
目的税の導入
（文化観光スポーツ部）

沖縄が世界に誇れる観光リゾート地とし
て発展していくことを目指すとともに、
県民生活と調和した持続的な観光振興を
図る施策に要する費用に充てることを目
的として宿泊税の導入を目指す。

県 － －

令和２年度より予算執行を予定し
ていたが、財政査定による皆減に
より執行実績なし。
今後の見通しも立っていない。

－ － － － － 観光政策課 －

344
-3

【R1追加】
「東洋のカリブ」の形成
（文化観光スポーツ部）

「フライ＆クルーズの推進」「南西諸島
周遊クルーズの誘致」「クルーズ・カン
ファレンスの開催」の３つの柱を軸に、
全県的にクルーズ船の誘致・受入推進体
制を構築する。

県 H24～R3 －

　クルーズ船の本県への寄港促進
を図るため、船社訪問や展示会参
加など一連の誘致活動を７地域で
実施した。また、乗客の満足度向
上を図るため、クルーズ船受入団
体への支援など受入体制強化のた
めの事業を実施した。

プロモーション実施地
域数7カ所

プロモーション実施地域
数：7カ所

89,040 離島実施無し ― 観光振興課 8.9

344
-4

【R1追加】
Be.Okinawa Free Wi-Fi活用
キャッシュレス整備実証事業
（文化観光スポーツ部）

観光消費額の向上及び観光客の満足度向
上を図るため、キャッシュレス化を推進
させる取組を行うとともに、Be.Okinawa
Free Wi-Fiのエリア拡大に関する取組を
実施する。

県 R1～R3 －

①（キャッシュレス）調査事業の
実施

②（Wi-Fi）協議会によるエリア拡
大手法の検討

現況調査の実施
Wi-Fi新規AP50箇所

■観光客聞き取り調査
日本人･･･419票
外国人･･･416票
■事業者アンケート調査742
票（有効票739票）
■商店街聞き取り調査
那覇市国際通り･･･95票
札幌狸小路商店街･･･69票
■レシート調査（聞き取り調
査）
日本人607枚、外国人628枚

○沖縄県におけるキャッシュ
レス決済のあり方を提言する
協議会（２回）
〇フリーWi-Fiエリア拡大や
利便性向上について検討する
協議会（2回）

20,396 離島実施無し ― 観光振興課 8.9
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令和元年度取組対象　離島ＰＤＣＡ施策総括表
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344
-5

【R2追加】
離島拠点空港の国際線受入体
制の整備
（土木建築部）

国際便運行の促進、空港利用者の利便性
や快適性の向上を図るため、新石垣空港
や宮古圏域の空港において国際線旅客
ターミナルビルやCIQ施設を整備する

県
市町村

H27～R3

　新石垣空港エプロン拡張整備を
行っい、国際線旅客施設の増改築
工事について、入札説明会参加業
者との随意契約へ向け、資材価
格・技術者確保等に関してヒアリ
ングを行った

新石垣空港エプロン各
町整備、旅客施設整備

１空港 432,617 やや遅れ 石垣市 空港課
8.9
9.1
11.a

関係機関等との調整や交渉に
不測の時間を要した

32．離島空港の年間旅客数

２　農林水産業の振興

345
災害に強い栽培施設の整備事
業
（農林水産部）

台風等の自然災害に左右されず計画的・
安定的に園芸作物を供給する産地を形成
するための災害に強い栽培施設等の整備

県
市町村
農協等

H24～29
【完了】

96 取組完了 園芸振興課
2.4
8.1
13.1

83．園芸品目生産量【花き】
（離島）

345
-1

災害に強い栽培施設の整備事
業
（農林水産部）

台風等の自然災害に左右されず計画的・
安定的に園芸作物を供給する産地を形成
するための災害に強い栽培施設等の整備

県
市町村
農協等

H24～29
【完了】

96 取組完了 園芸振興課
2.4
8.1
13.1

83．園芸品目生産量【花き】
（離島）

345
-2

【後継】
災害に強い高機能型栽培施設
の導入推進事業
（農林水産部）

園芸産地の生産供給体制を強化するため
に、自然災害や気候変動に対応した高機
能型栽培施設の整備

県
市町村
農協等

H30～R3 96

台風等の自然災害や気候変動に対
応した高機能型栽培施設を導入
し、より一層の生産量の増大や品
質の高位平準化等を図ることで、
園芸産地の生産供給体制を強化す
る。また、これまで整備してきた
災害に強い栽培施設を起点に産地
化の形成を促進していく。

災害に強い栽培施設の
整備、産地の実情に応
じた高機能型栽培施設

の整備及び実証

強化型パイプハウス
11,844㎡を整備

610,859
(66,624)

取組完了 宮古島市 園芸振興課
2.4
8.1
13.1

83．園芸品目生産量【野菜】
【花き】【果樹】（離島）

346
園芸モデル産地育成機械整備
事業
（農林水産部）

産地力の強化のための機械等整備
県

市町村
農協等

H24～26
【完了】

96 取組完了 園芸振興課
2.4
8.1

346
ｰ2

【後継】
園芸ブランド機械整備事業
（農林水産部）

産地力の強化のための機械等整備
県

市町村
農協等

H27～29
【完了】

－ 取組完了 園芸振興課
2.4
8.1

347
園芸拠点産地強化事業
（農林水産部）

園芸作物ブランド産地の育成及び生産施
設の整備など

県
市町村
農協等

H24～25
【完了】

96 取組完了 園芸振興課
2.4
8.1

348
園芸拠点産地成長戦略事業
（農林水産部）

園芸作物ブランド産地の育成及び生産施
設の整備など

県
市町村
農協等

H26～28
【完了】

96 取組完了 園芸振興課
2.4
8.1
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349
【後継】
園芸ブランド産地の育成
（農林水産部）

園芸作物ブランド産地における戦略品目
の生産拡大に向けた、生産条件の整備を
行う。

県
市町村
農協等

H29～R2 96

　　伊江村の島ラッキョウ等、園
芸品目産地に対する技術支援を実
施し、実績３地区となった。
　生産条件の整備については、竹
富町のかぼちゃに対する機械整備
を支援し、実績１地区となった。

技術支援、生産条件の
整備等（実証ほ設置、
機械整備等、推進事業

等

技術支援、生産条件の整
備等（地区数）　4地区

95,746 順調

石垣市
宮古島市
伊江村
竹富町

園芸振興課
2.4
8.1

83．園芸品目生産量【野菜】
【花き】【果樹】（離島）

350
鳥獣被害防止総合対策事業
（農林水産部）

銃器・箱わな等による鳥獣類の個体数調
整や、被害防止施設整備等により総合的
に鳥獣被害防止対策を推進する。

市町村
市町村鳥獣協

議会
H24～ 96

生産者や狩猟者等で構成される協
議会が主体となり、銃器・箱わ
な・捕獲箱を用いてカラス、イノ
シシ等の捕獲活動を行うととも
に、有害捕獲個体を買い取りし、
カラス等の捕獲活動を広域的に実
施した。
　また、イノシシ、カラス等被害
防止施設の整備を実施した。

被害額５％減（対前年
比）

被害額
R1 　79,463千円

78,944
（9,170）

順調

伊是名村
久米島町
渡嘉敷村
座間味村
宮古島市
石垣市
竹富町

営農支援課 2.4

351
肉用牛拠点産地生産体制強化
緊急支援事業
（農林水産部）

肉用牛拠点産地へ重点的な支援を行うこ
とで、肉用牛生産基地としての地位向上
を図り、おきなわブランドを確立する。

県
H24～26
【完了】

96 取組完了 畜産課
2.5
8.1

351
ｰ2

【後継】
肉用牛母牛増頭改良推進事業

肉用牛の増頭を図るため、肉用牛拠点産
地を中心に、講習会や沖縄県増頭協議会
を開催するとともに、繁殖成績向上のた
めの機器導入の補助を行い、優良な繁殖
雌牛の生産・保留の促進に要する経費

県
H27～29
【完了】

－ 取組完了 畜産課
2.5
8.1

82．家畜頭数（離島）

352
自給飼料生産振興対策事業
（農林水産部）

　肉用牛拠点産地へ重点的な支援を行う
ことにより、県内肉用牛の課題である質
の面でのレベルアップを促進し、肉用牛
生産地域としての沖縄県の地位向上を図
り、肉用牛おきなわブランドを確立す
る。主な取組として飼料増産戦略会議を
開催し、目標の策定や重点的取組を協議
する 。

県 H24～ 96

飼料自給率の向上を図るため、農
家へ優良種苗を供給した。また各
地域において自給粗飼料に関する
調査、地域協議会及び巡回指導を
実施した。

飼料自給率60%
飼料自給率　56.6％
(H30)

4,461 順調 12離島 畜産課 2.4 82．家畜頭数（離島）

353
系統造成豚利活用推進事業
（農林水産部）

沖縄県独自に改良した系統造成豚「オキ
ナワアイランド」を養豚農家へ貸付する
ことで、系統造成豚の速やかな普及と効
率的養豚経営を支援する。

県
市町村

H24～28
【完了】

96 取組完了 畜産課 2.5

354
産地を支える農業改良普及事
業
（農林水産部）

実証展示ほ設置等により農業技術の普及
を推進し、産地育成を図る。

県
H24～25
【完了】

96 取組完了 営農支援課 2.4

355
さとうきび生産総合対策事業
（農林水産部）

共同利用機械及び施設の整備

農地所有適格
法人
ＪＡ

市町村等

 H24～ 96

ハーベスタ・株出管理機等高性能
農業機械の共同利用にかかる計画
を実施した15地区に対して導入経
費を助成（補助率:20%または
10％）

共同利用機械等の整備
共同利用機械等の整備
（地区数）15地区

105,182
(85,390)

概ね順調

伊平屋村
伊是名村
久米島町
南大東村
宮古島市
石垣市

糖業農産課 2.4
81．さとうきび生産量（離
島）
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356
さとうきび生産体制構築事業
（農林水産部）

株出栽培の安定技術の開発及び普及、防
災農業の確立

県
H24～26
【完了】

96 取組完了 糖業農産課 2.4

357
県産材需要拡大促進事業
（農林水産部）

木育キャラバンの開催及び沖縄県木材需
給情報システムを活用し、木製品の良さ
について県民への普及啓発を行ない、木
育を推進することと県産材料利用の拡大
を図る。

県
H24～29
【完了】

97 取組完了 森林管理課
2.3
8.1

358
森林保全及び木材利用推進特
例基金事業
（農林水産部）

利用間伐の推進、木材生産基盤の整備 県
H24～26
【完了】

97 取組完了 森林管理課
2.3
8.1

359
沖縄沿岸域の総合的な利活用
推進事業
（農林水産部）

乱獲や漁場環境悪化等により減少傾向に
ある沿岸域における水産資源の持続的利
用を図るためには、陸域、海域を一体的
に管理するシステムを構築する必要があ
る。このため、沿岸水産資源及び陸域の
情報の整備を行う。

県
H24～28
【完了】

97 取組完了 水産課 14.4

360

【後継】
水産資源の持続的な利活用
（農林水産部）

　
サンゴ礁域に設定した海洋保護区につい
て、その効果調査、持続的運営体制の構
築、新規保護区の検討を実施し、水産資
源の持続的な利用を図る。

県 H29～R3 97

八重山海域では、ヨナラ水道のナ
ミハタ保護区において、親魚の蝟
集密度調査を６回実施した。
　本島北部海域では、計６回の調
査により、ハマフエフキをはじめ
271個体に標識を付け放流した。
　本島地域では、漁業者協議会を
計７回開催し、東部海域での新た
な公的資源管理策の策定を支援し
た。

海洋保護区のモニタリ
ング

海洋保護区３海域のモニ
タリング

12,182 順調 八重山圏域 水産課 14.4

361
果樹生産イノベーション事業
（農林水産部）

　高品質果実の生産拡大によるブランド
産地の育成を図るため、光センサー選果
データ等を活用した高品質果実生産支援
システム構築による生産指導体制の強化
及び、栽培環境の改善に対する補助を行
う。

県
市町村
農協等

H25～27
【完了】

97 取組完了 園芸振興課
2.4
8.1

362
水産業発展のための技術開発
推進
（農林水産部）

　安定した養殖生産を行うため、循環式
の親魚養成技術と種苗生産技術を新たに
開発することで、早期種苗の配付を行
う。
　また、低コスト型陸上養殖技術の向上
を図り、陸上養殖の推進を図ることで、
養殖生産量と生産額を増加を目指す。

県
H27～30【完

了】
97

　循環式親魚養成・種苗生産技術
を新たに開発し、生産システム全
体に適用することで早期種苗の配
付を実現する。併せて、低コスト
型の陸上養殖技術の向上を図るこ
とで、陸上養殖を推進する。

実施 22,034 離島実施無し － 水産課
8.2
14.4

363
農林水産物流通条件不利性解
消事業
（農林水産部）

県産農林水産物を本土へ出荷する際、輸
送費の一部を補助する

県 H24～R3 98

 県産農林水産物を県内各離島から
県外へと出荷する出荷団体63事業
者に対し、その輸送費の一部を補
助した。本事業により出荷団体の
輸送コストの低減が図られ、県外
出荷量は13,683トンとなった。

出荷に要する輸送コス
トの一部を補助

県外出荷量61,861トン
　離島全体：13,683トン,
 本島周辺離島：5,101トン
　宮古地区：4,857トン
　八重山地区：3,725トン

2,630,483
（385,691）

順調

伊平屋島
伊是名島
伊江島
津堅島
久米島
北大東島
南大東島
宮古島
多良間島
石垣島
竹富島
西表島
与那国島

流通・加工
推進課

2.3
8.1
9.2
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頁
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364
中央卸売市場活性化事業
（農林水産部）

市場に冷蔵配送施設を整備するとととも
に、冷蔵配送車を導入し、産地から消費
地までをコールドチェーン化（青果物の
品質を保持するための低温物流）するこ
とにより、青果物の高品質化を図る。

県
H24～H29
【完了】

98 取組完了
流通・加工

推進課
2.3
8.1

365
地産地消の推進
（農林水産部）

県内における県産農林水産物の消費拡大
を図るため、「第４次沖縄県地産地消推
進計画」に基づき、食材の利活用・販売
促進など消費拡大の各種施策によって地
産地消を推進する。

県 H24～R5 98

地産地消シンポジウムや「おきな
わ食材の店」の登録などを実施
し、地産地消の推進に取り組ん
だ。

「おきなわ食材の店」
登録店舗数292件

「おきなわ食材の店」登
録店舗数313件（うち離
島（伊江島２件、慶留間
島１件、宮古島39件、来
間島１件、池間島１件、
伊良部島３件、石垣島36
件、西表島４件、小浜島
１件、与那国島１件）

25,275 順調

伊江島
慶留間島
宮古島
来間島
池間島

伊良部島
石垣島
西表島
小浜島

与那国島

流通・加工
推進課

2.3
8.1

－

366 県産農林水産物の戦略的かつ
多様なマーケティング
（農林水産部）

県産農林水産物の県外での販路拡大と認
知度向上を図り、効果的な消費者・事業
者向けプロモーションを行うため、首都
圏を中心とした大消費地において、生産
者による販売促進等も含めた、多様な販
促活動を展開する。

県
H24～R1

98

　県内・外における各農産物のプ
ロモーション活動を実施した。離
島で生産されている、かぼちゃ、
ゴーヤー、いんげん、とうがん、
マンゴー等の販促活動を実需者、
消費者向けに実施した。また、宮
古野菜協議会（とうがん、ゴー
ヤー、いんげん）による販促活動
等を県外量販店で実施した。

消費者・事業者向けプ
ロモーション

販促活動の実施

おきなわ農産物マーケ
ティングミックス事業
決算額：29,666千円

おきなわ型農産物ブラン
ディング推進事業
決算額：58,308千円

29,666
58,126

順調

宮古島
石垣島

北大東島
（その他県外出荷
農産物に関わる離

島）

流通・加工
推進課

2.3
8.1

367
家畜市場情報伝達提供システ
ム構築事業
（農林水産部）

県内８市場のセリ情報システムを一元化
することにより、各市場のセリ情報をリ
アルタイムに購買者等へ発信することで
県外購買者の誘致を推進する。

県
H24

【完了】
98 取組完了 畜産課

2.3
8.1

368
６次産業化支援
（農林水産部）

県産農林水産物を活用した加工品の魅
力・付加価値を高めるためマーケティン
グ研修等を実施する。

県
H24～

98

６次産業化における戦略的な商品
開発と人材育成及び販路開拓を支
援する。テストマーケティングや
商品PRのため「おきなわ島ふ～ど
グランプリ」を開催した。
６次産業化サポートセンターを設
置し、専門家派遣による個別支援
を実施した。

商品開発支援、販路開
拓支援

構築モデル数：10件（う
ち宮古島市2件、石垣市1
件）

支援件数：21件（うち,
宮古島市4件,石垣市1件,
竹富町1件）

41,671
(1,187)
40,487

順調
宮古島市
石垣市
竹富町

流通・加工
推進課

2.3
9.2

369
分蜜糖振興対策事業
（農林水産部）

分蜜糖製造事業者の経営安定への支援
県

団体等
H24～ 98

　分蜜糖製造事業者の経営安定を
目的に、製造合理化対策、離島条
件格差是正補填対策を行った。

分蜜糖製糖事業者への
経営安定への支援

分蜜糖製造事業者の経営
安定への支援　８工場

1,003,847
(925,312)

順調

伊是名村
久米島町
南大東村
北大東村
宮古島市

糖業農産課 2.4

370
含蜜糖振興対策事業
（農林水産部）

含蜜糖製造事業者の経営安定への支援
県

団体等
H24～ 98

　含蜜糖の生産は、本県の小規模
離島で営まれているが、諸条件が
不利な地域であることから、さと
うきび生産者や含蜜糖製糖事業者
の経営が不安定な状況にある。そ
の不利性を解消し、生産者や製造
事業者の経営安定を図るため、製
造コスト等の助成、近代的な製糖
施設の整備に対する助成を行う。

含蜜糖製糖事業者への
経営安定への支援

含蜜糖製造事業者への支
援 ８工場

3,234,865 順調

伊平屋村
伊江村
粟国村

多良間村
竹富町

与那国村

糖業農産課 2.4
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371
黒糖の力・安定化支援事業
（農林水産部）

黒糖の魅力を高め、持続的に安定生産や
安定供給を可能とするための支援

県
市町村

H24～26
【完了】

99 取組完了 糖業農産課 2.3

372

沖縄黒糖戦略的供給サポート
事業

（農林水産部）

黒糖を取り巻く情勢や需給の変動に対応
すべく、需給マッチングに向けた機能・
体制づくりを戦略的に行うための支援

県
団体等

H24～26
【完了】

99 取組完了 糖業農産課 2.3

373
-1

【後継】
沖縄黒糖の販売力強化
（農林水産部）

黒糖の安定供給及び消費拡大に対する取
組の支援

県
団体等

H27～29
【完了】

99 取組完了 糖業農産課 2.3

373
-2

【後継追加】
沖縄黒糖の販売力強化
（農林水産部）

黒糖の安定供給及び消費拡大に対する取
組の支援

県
団体等

H30～R2 99

　沖縄黒糖を原材料として使用す
るユーザーと連携し、沖縄黒糖や
黒糖使用商品を販売促進イベント
等でPRするなど、販売強化を図る
ための取組を支援する。

黒糖の安定供給及び消
費拡大に対する取組の

支援
８回 9,411 概ね順調

伊平屋村
伊江村
粟国村

多良間村
竹富町

与那国村

糖業農産課 2.3

374
-1

【追加】
県産木材利用推進事業
（農林水産部）

木育キャラバンの開催及び沖縄県木材需
給情報システムを活用し、木製品の良さ
について県民への普及啓発を行ない、木
育を推進することと県産材料利用の拡大
を図る。

県
H24～26
【完了】

99 取組完了 森林管理課
2.3
8.1
15.2

374
-2

【後継】
【再掲】
県産材需要拡大促進事業
（農林水産部）

木育キャラバンの開催及び沖縄県木材需
給情報システムを活用し、木製品の良さ
について県民への普及啓発を行ない、木
育を推進することと県産材料利用の拡大
を図る。

県
H27～29
【完了】

99 取組完了 森林管理課
2.3
8.1
15.2

375
水産関係施設整備対策
（農林水産部）

市町村・漁協等が実施する水産業近代化
施設等の整備に対する支援

市町村
漁協等

H24～R3 99
事業実施主体の要望に添った施設
整備及び施設整備に係る活動の支
援を行う。

離島における施設整備
離島における施設整備：
１ヶ所

230,267 順調 宮古島市 水産課
8.2
14.4

376
水産業発展のための技術開発
推進
（農林水産部）

新たな加工機器を整備し、県内水産物の
付加価値向上、漁協女性部の活動活発
化、漁協の事業拡大による収入の増大を
図る。

県
H27～29
【完了】

99 取組完了 水産課
8.2
14.4

377
食品表示適正化等推進事業
（農林水産部）

食品に対する消費者の信頼を確保するた
め、食品表示法に基づく適正な農林水産
物等の食品表示に向けて監視・指導を実
施する。

県 H24～ 100

食品表示法に基づく食品表示の適
正化に向けた監視・指導を行っ
た。また、食品関連事業者等を対
象に講習会を実施し、食品表示制
度の普及・啓発を図った。

巡回調査：
４００件/年

講習会開催：５回/年
（県全域）

巡回調査：８２件/年
講習会開催：２回/年
（宮古島市１回、石垣市
１回）

4,331（県全域
分）

順調
宮古島市
石垣市

流通・加工
推進課

2.1

378
米トレーサビリティの推進
（農林水産部）

米トレーサビリティ法に基づく取組を推
進し、食品として安全性に欠ける米穀等
の流通防止を図る。

県 H24～ 100

　食品関連事業者等に対する説明
会を２回開催し、本制度の普及・
啓発を図った。外食事業者等への
巡回調査・指導により義務遵守を
確認した。

啓発（講習５回/年）・
巡回調査

食品関連事業者等に対す
る説明会：２回

166 順調 全離島市町村
流通・加工

推進課
2.1
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379
農薬安全対策事業
（農林水産部）

おきなわブランドをはじめとする県産農
林水産物の信頼を確保するため、農薬使
用者と農薬販売者による適正かつ安全な
使用及び管理を徹底させる。

県 H24～ 100

　約330件ある農薬販売所に対して
３年に１回のペースで立入検査
し、不適切な農薬販売について指
導した。また、農薬販売業者やグ
リーンキーパー等を対象にした農
薬適正使用講習会を開催し、農薬
の使用に関する法令や最新の農薬
に関する情報を周知した。

農薬販売所の立入検査
件数
100件

農薬販売所の立入検査件
数

R1　78件

2,289 概ね順調 全離島市町村 営農支援課 2.4

380
総合的病害虫管理技術推進事
業
（農林水産部）

環境への負荷を可能な限り軽減した農業
生産を行うため、病害虫防除の際に、農
薬使用を低減しつつ農産物を安定生産す
るため、ＩＰＭ（総合的病害虫・雑草管
理）の考えに基づいた防除技術の確立及
び推進を図る。

県
特認団体

H24～ 100

農薬の環境リスク低減技術の開発
のため、マイナー農薬の農薬登録
に向けた試験を実施、また天敵温
存植物による天敵の飛来・増殖の
試験を行った。

総合的病害虫技術体系
が確立した作物数
4品目

総合的病害虫技術体系が
確立した作物数

R1 　４品目

12,822 離島実施無し 離島実施なし 営農支援課 2.4

381
特殊病害虫特別防除事業
（農林水産部）

　果菜類、果実類を自由に県外出荷する
ために、再侵入防止防除を継続的に実施
する。
　イモゾウムシ等の害虫発生により、イ
モ類の県外出荷が制限されていることか
ら、防除技術等の早期確立を目指す。

県 H24～ 100

　ウリミバエ防除は、トラップ調
査26回、果実調査２回、不妊虫放
飼131回（４地域）実施。ミカンコ
ミバエ防除等回数は、トラップ調
査26回、果実調査２回、地上防除
33回（６地域）、航空防除８回
（３地域）実施。ゾウムシ類は津
堅島・久米島でトラップ調査・寄
主除去等を326回実施。

侵入警戒調査及び侵入警戒
防除の実施（ウリミバエ、
ミカンコミバエ）
イモゾウムシ・ナスミバエ
等の根絶防除・まん延防止
の実施

ウリミバエ防除等回数
157回

ミカンコミバエ防除等回
数54回

ゾウムシ類防除等回数
326回

1,145,252 順調 全離島市町村 営農支援課 2.4

382
病害虫総合防除対策事業
（農林水産部）

農作物を安定的に生産するために、侵入
病害虫のまん延防止対策を図る。

県 H24～ 100

県全域を対象としたCG罹病樹調査
及び住民への啓発活動を行った。
CG侵入警戒エリアの調査及び防除
を実施した。
CG侵入警戒エリアを拡大するため
名護市勝山地区のCG罹病樹調査及
び伐採、ミカンキジラミの防除を
実施した。チチュウカイミバエ及
びスイカ果実汚斑細菌病の侵入警
戒調査を行った。

侵入病害虫のまん延防
止対策

対象病害虫（チチュウカ
イミバエ・スイカ果実汚
班細菌病）の発生件数
(参考)
R1　０件

侵入警戒エリア内でのCG
罹病樹の発生件数(参考)
R1　０件

21,875 順調
石垣市

宮古島市
伊江村

営農支援課 2.4

383
持続的農業の推進
（農林水産部）

農産物に対する消費者の信頼確保に努め
るために、沖縄県においてGAP導入農家
の育成強化を図る。

県 H24
【完了】

100 取組完了 営農支援課 2.4

384
地力増強対策事業費
（農林水産部）

持続性の高い農業生産方式の導入の促進
を図るため、エコファ-マ-等環境保全型
農業実践者の育成や、耕土流出対策の推
進を図る。

県 H24～ 100

　エコファーマー認定会議を２回
実施し、エコファーマー等として
新規で18件が認定された。
　｢土壌保全の日｣イベントを２地
区で開催し、生産者を含めた関係
機関でグリーンベルトの植栽、カ
バークロップの播種や講演会など
を地域として取り組み、土壌保全
の重要性について意識向上を図っ
た。

・認定会議開催数　２
回

・「土壌保全の日」イ
ベント　２地区

・認定会議開催数　２回

・「土壌保全の日」イベ
ント　２地区

13,983
（1,597）

順調
宮古島市
石垣市

営農支援課 2.4

385

【再掲】
赤土等流出防止営農対策促進
事業
（農林水産部）

赤土等流出防止対策を持続的に推進する
ための人材・組織の育成を図り、地域に
応じた支援組織の確立に向けた事業を実
施する。

県 H24～R３ 100

地域協議会（３組織）における赤
土等流出防止対策（グリーンベル
ト又はカバークロップ等）に係る
活動を支援した。

３組織
育成組織数

農業環境コーディネート
組織の育成　３地域

(38,973) 再掲
久米島町
石垣市
竹富町

営農支援課
2.4
14.1

386
海外輸出対応施設の整備
（農林水産部）

新たな衛生基準や国際化に対応し得る食
肉等加工処理施設(HACCP対応)の整備を
行う。

県
公社

民間等

H24～27
【完了】

100 取組完了 畜産課
2.3
8.1
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387
特定家畜伝染病発生防止対策
（農林水産部）

特定家畜伝染病が発生した際に迅速かつ
円滑な防疫対応を実施するため、関係機
関の防疫実働演習を実施する。また、速
やかな防疫対応を行うため、防疫資材を
備蓄する。

県 H24～ 100

特定家畜伝染病が発生した際に迅
速かつ円滑な防疫対応を実施する
ため、関係機関の防疫実働演習を
名護市、石垣市及び宮古島市で各1
回ずつ実施した。また、速やかな
防疫対応を行うため、四半期毎に
備蓄資材在庫状況調査を実施し、
備蓄資材保管体制を整備した。

防疫実働演習の実施
４回
防疫資材の備蓄
４ヶ所

防疫実働演習の実施
３回
防疫資材の備蓄
４ヶ所

649,301 順調
石垣市

宮古島市
畜産課 2.4 82．家畜頭数（離島）

388
農業経営トップランナー育成
事業
（農林水産部）

農業法人及び法人志向農業者の経営力の
強化を図り、地域農業の核となる企業的
経営感覚を有した「農業経営トップラン
ナーを育成する。

県
H24～26
【完了】

101 取組完了 農政経済課 4

388
ｰ2

【後継】
地域農業を支える経営モデル
構築事業

農業経営の拡大や高齢農家等からの要望
に応え農作業を委託する「地域を支える
経営体」を育成し、当該経営体を中心と
して、集落ぐるみで地域全体の農業生産
の効率化および所得の向上を図る地域営
農モデルを構築する。

宮古島市
農業会議

H27～29
【完了】

－ 取組完了 農政経済課 4

389
地域農業経営支援整備事業
（農林水産部）

意欲ある多様な経営体に対して生産・流
通・加工施設等の整備を行う。

県
農協等

H24～R1 102
意欲ある多様な経営体に対し、生
産施設等の整備に要する経費の支
援を行った。

2地区3件
野菜集出荷場　676㎡
野菜温室 4,104㎡
果樹温室 9,870㎡

254,294
(0)繰越

順調
宮古島市
石垣市

園芸振興課 2.3
87．108．新規就農者数（離
島)【累計】

390
農業経営改善総合指導活動事
業
（農林水産部）

普及指導員による経営指導等を行い経営
改善に優れた農業者育成を行う。

県 H24～R3 102

　経営体育成支援会議を開催し、
経営体の育成に関する役割分担を
明確化し、支援体制の確認を行っ
た。農家に対しカウンセリングを
実施し、個別の課題を抽出した。
経営体及び産地へのコンサルテー
ションを実施し、経営改善支援を
行った。

コンサル指導数 50件
コンサル指導数 69件
(うち離島市町村 21件)

7,986 順調

伊平屋村
伊是名村
伊江村

久米島町
北大東村
南大東村
宮古島市
多良間村
石垣市
竹富町

与那国町

営農支援課
2.3
5.5
8.6

391
アグリチャレンジ起業者育成
事業
（農林水産部）

　農産物の加工や販売を行うなど経営の
６次産業化に取り組む農業者に対し、新
商品開発支援や機器・機材等施設整備支
援、加工技術支援を行う。

県 H24～R1
102
133

　農産加工等の研修会・講座等開
催し、加工品販売に必要な衛生管
理や原価計算等について研修会を
行った。
　委託事業では、農産加工品販売
に取り組む起業者を対象に、起業
者の販路開拓支援を行った。
　加工機材の整備を行う起業者へ
補助金の交付を行った。

農産物の加工や販売等
６次産業化に取り組む
農業者の支援

農産物の加工や販売等６
次産業化に取り組む農業
者の支援地区数 ２地区

8,000 順調

石垣市
宮古島市
うるま市
竹富町

久米島町
渡名喜村

営農支援課
2.3
5.5
12.b

－ －

392
担い手育成・確保
（農林水産部）

農業担い手の育成・確保を図るため、就
農相談体制の充実や研修農場の整備、初
期投資支援等を行い、相談から定着まで
一貫した支援体制を構築する。

県
市町村
農協等

H24～R3 102

新規就農コーディネーターの配置
により相談窓口を設置するととも
に、農業機械等の初期投資支援に
より、一貫した支援を行なった。

913人
新規就農者数（累計）
1,074人

252,298
(35,190)

順調
伊平屋村、南大東
村、宮古島市、石

垣市、竹富町
営農支援課

2.3
5.5
8.6

87．新規就農者数（離島)【累
計】

393
畜産経営体高度化事業
（農林水産部）

　自ら経営改善を図ることのできる畜産
経営体を育成することを目的として、畜
産経営状況の分析・把握及び生産・経営
技術の高度化等の指導を行う。
　畜産環境問題の発生防止及び早期解決
を図るため、環境保全型畜産確立推進協
議会による指導を実施する。

県
民間等

H24～ 102

畜産経営に関する技術力の高度化
を図るため総合診断指導及び部門
診断指導を行う。経営・技術力向
上のための講習会を行う。
家畜排せつ物法の定める管理基準
が適用される畜産農家に対して環
境保全型畜産確立推進協議会が実
態調査を行う。そのうち環境問題
による苦情等が発生している農家
に対し指導等を行った。

1,500戸/年
指導戸数

実態調査・技術指導数
1694戸(うち離島873戸）

経営感覚に優れた経営体
の育成
23戸（うち離島18戸）

4,399 順調

伊江村
久米島町
宮古島市
多良間村
石垣市
竹富町

畜産課 4.4 82．家畜頭数（離島）
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394
農地保有合理化促進対策事業
費
（農林水産部）

農地保有合理化法人が、離農又は経営の
縮小を図る農業者から農地を買入れ（借
入れ）、規模拡大を図る農業者又は新規
就農を希望する者に売渡し（貸付け）を
行う。

県
農業振興公社

H24～H25
【完了】

102

農地中間管理機構である公益財団
法人沖縄県農業振興公社が、市町
村、農業委員会の協力のもと、農
地等の売買、賃貸借により担い手
農業者等へ農地を集積

取組完了 農政経済課 2

394
-1

【後継】
農地中間管理機構事業
(農林水産部）

(公財)沖縄県農業振興公社を農地の中間
的受け皿である農地中間管理機構に指定
し、地域内の分散・錯圃した農地をまと
まった形で担い手へ貸し付けることで、
農地集積・集約化を推進する。

農地中間管理
機構

H26～R3

市町村連携チーム及び市町村キャ
ラバンを通して関係機関との連携
を図り、農地流動化を促進した。
令和元年度には各市町村に対して
推進チーム設置要綱を制定させ、
農政経済課により、各市町村の進
捗管理を実施することとした。

－
機構借受55.2ha
転貸59.6ha
（離島分）

106,978 概ね順調

久米島町
宮古島市
石垣市
竹富町

与那国町

農政経済課

395
農業近代化資金等利子補給事
業
（農林水産部）

農協系統資金等に利子補給を行うことに
よって末端貸付利率を低利率に抑え、民
間金融としての自主性に委ねつつ、農業
経営の資本装備の高度化、近代化に資す
ると認められる施設資金等の供給を行
う。

県 H24～R3 102

令和元年度の農業近代化資金等利
子補給離島分認定件数は、18件(融
資総額：318,260千円）となってい
る。

引き続き当該事業(融資
機関への利子補給)を実

施する
9,927千円（離島分）

17,529
( 9,927) 順調

伊江村
宮古島市
多良間村
石垣市
竹富町

農政経済課
2.4
8.10

396
農業経営基盤強化等利子助成
事業
（農林水産部）

経営感覚に優れた効率的かつ安定的な農
業経営体を育成し、農業経営基盤強化資
金を借入れ、利子補給金の交付を希望す
る者に対し、市町村が利子補給金を交付
した場合、当該市町村に対し、補助金を
交付する。

県
市町村

H24～R3 102
令和元年度は、17市町村へ2,338千
円の助成金を交付し、資金借入者
の金利負担軽減を図った。

引き続き当該事業(融資
機関への利子補給)を実

施する
981千円（離島分）

2,338千円
（981千円）

順調

伊江村
久米島町
北大東村
南大東村
宮古島市

農政経済課
2.3
8.8

397
野菜価格安定対策事業
（農林水産部）

市場に出荷された野菜の価格が、一定の
水準以下に低落したときに、その価格差
を補てんし、野菜の安定的な生産出荷の
促進、生産農家の経営安定や消費者への
安定供給を図る。

(公社)沖縄県
園芸農業振興

基金協会
H24～ 102

あらかじめ資金を造成し、市場に
出荷された野菜の価格が著しく低
落した場合に、価格差補給金を交
付することにより、野菜価格の安
定・消費者への安定供給・生産者
の経営安定を図る。

野菜の価格差補給金の
交付等

価格差交付実績(千円)
（重要野菜：離島）
50,354
（特定野菜：離島）
119

24,317 順調

伊江村
宮古島市
石垣市

久米島町

園芸振興課 2.c
83．園芸品目生産量【野菜】
（離島）

398
沖縄型農業共済制度推進事業
（農林水産部）

台風等の影響により共済掛金が高く、農
業共済への加入率が低迷しているため、
農業共済組合の加入促進支援事業を支援
することにより共済加入率等を改善す
る。

県
沖縄県農業共

済組合
H24～ 102

事業説明会の開催や事業周知パン
フレットの配布等にて共済加入推
進に取り組み、加入率の向上に努
めた。また、共済組合にて専属の
加入推進員を雇用し、未加入農家
への戸別訪問を強化した。
　畑作物共済又は園芸施設共済の
加入農家への農業資材購入の支援
等を行った。

畑作物共済：55.7％
園芸施設共済：45.8％

畑作物共済：48.6％
園芸施設共済：20.3％

80,786 やや遅れ 全離島市町村 糖業農産課 2.4 その他

399
県営畑地帯総合整備事業
（農林水産部）

県営畑地帯総合整備事業等の実施を契機
として、担い手への農地の利用集積を促
進し、将来の農業生産を担う効率的かつ
安定的な経営体の育成とこれらの経営体
が農業生産の相当部分を担う農業構造の
確立を図る。

県 H24～ 102

大座地区（石垣市）ほか3地区の農
地の利用集積に係る農地所有者の
意向確認等調整業務を実施した
（活動日数150日）。

区画整理実施後の農地
集積 調整活動日数：150日

1,000
(1,000)

順調
石垣市

宮古島市
農地農村整

備課
2.4

400
経営体育成基盤整備事業
（農林水産部）

経営体育成基盤整備事業等の実施を契機
として、担い手への農地の利用集積を促
進し、将来の農業生産を担う効率的かつ
安定的な経営体の育成とこれらの経営体
が農業生産の相当部分を担う農業構造の
確立を図る。

市町村等 H24～ 102

与那良原地区（竹富町）におい
て、農地集積に伴う地権者の意向
確認等調整活動を延べ60日実施、
米節東地区（石垣市）で25日実施
した。

区画整理実施後の農地
集積 調整活動日数：85日

1,160
(1,160)

順調
竹富町
石垣市

農地農村整
備課

2.4

58



令和元年度取組対象　離島ＰＤＣＡ施策総括表

活動概要 R元年度の目標 活動実績値

決算額
(千円)
離島分は
括弧書き

離島振興計
画における
進捗状況

活動離島
市町村名

SDGs
ゴール

資料２

進捗状況が
やや遅れ
大幅遅れ
未着手

の要因と対策

関連する成果指標
（資料３の成果指標一覧

に対応）
No 主な取組名 取組内容

離島振興計画関連

担当課
実施主体 事業期間

離島
振興
計画
記載
頁

令和元年度実績

401
耕作放棄地対策事業
（農林水産部）

　耕作放棄地を引き受ける農家・生産者
組織又は法人等が新たに農業生産活動を
行うに当たり、再生作業、土づくり、作
付・加工・販売の試行及び必要な施設の
整備等の耕作放棄地を再生利用する取組
を総合的に支援し、農地の確保及びその
有効利用を図る。

県
市町村

H24～R3 103

 地域における各種課題の解決に向
けた意見交換会等の実施及び荒廃
農地の再生作業の取り組みを支援
し、農地の確保及びその有効利用
を図った。

耕作放棄地の解消面積
16.8ha

耕作放棄地の解消面積
・離島：0.44ha
（県全体：2.57ha）

2,188
（440）

やや遅れ 久米島町
村づくり計

画課
2.4 その他

402
中山間地域等直接支払事業
（農林水産部）

 農地の傾斜や、遠隔離島に起因する生
産性の不利性を補填するもので、農業・
農村が持つ多面的機能を守るため、集落
協定や個別協定に基づき5年以上継続し
て行われる「耕作放棄地の発生防止等の
活動」及び「多面的機能の確保」等の活
動を行う農業者等に対して、補助金を交
付する。

県
市町村

H24～R3 103

 名護市ほか10市町村の13協定に対
し、５年間以上継続して行われる
農業生産活動等に対して補助金を
交付するとともに、抽出検査等の
実施により事業費の適正執行につ
いて指導し、円滑な事業執行を促
進する。

中山間地域等直接支払
取組面積：4,459ha

中山間地域等直接支払取
組面積：4,439ha 111,841 概ね順調

伊平屋村
伊是名村

うるま市（津堅）
久米島町
粟国村

南大東村
北大東村
多良間村
竹富町

与那国町

村づくり計
画課

2.4

403
多面的機能支払交付金
（農林水産部）

　農業・農村の多面的機能を有する農山
漁村の環境保全のため、地域ぐるみで実
施する農地・農業用施設等の適切な維持
保全管理活動及び農村環境の質的向上活
動の支援を行う。また、地域ぐるみで実
施する活動について、地域住民や学校教
育に対して理解を図る。

市町村
H24～R3 103

地域ぐるみの農地・農業用施設の
基礎的な保全管理活動と適切な保
全管理の為の推進活動を実施し
た。
　地域資源の質的向上を図る共同
活動と施設の長寿命化の為の活動
を実施した。

多面的機能保全活動取
組市町村数：27市町村

11市町村（伊平屋村、伊
是名村、伊江村、久米島
町、粟国村、南大東村、
北大東村、宮古島市、多
良間村、石垣市、竹富
町）

358,997
(256,244) 順調

伊平屋村
伊是名村
伊江村

久米島町
粟国村

南大東村
北大東村
宮古島市
多良間村
石垣市
竹富町

村づくり計
画課

2.4

404
林業労働力対策事業
（農林水産部）

林業労働者に対する技術研修の受講や福
利厚生対策等への支援を行う。

県 H24～ 103
林業従事者を対象に、草刈機及び
チェーンソーの実技等に関する研
修会を３月に１回開催した。

研修会及び林業労働安
全指導等の回数１回

研修及び林業労働安全指
導等の回数１回

522
(254）

順調 石垣市 森林管理課 15.2 ―

405
漁業後継者の確保・育成の推
進
（農林水産部）

小中学生を対象の水産教室、高校生対象
のインターンシップ漁業体験、新規漁業
就業者への漁業軽費の支援を実施し、担
い手の確保・育成を創出する。

県 H27～R2 103

 離島地域においては、水産教室の
実施、インターンシップを活用し
た短期漁業体験の実施、新規漁業
就業者に対する漁具経費の一部支
援を行った。

水産教室の開催、イン
ターンシップの受入、

新規就業者支援

水産教室：2回
インターンシップ：1回
新規就業者支援：40名

95,441
(52,471)

順調

伊平屋村
伊是名村
久米島町
宮古島市
石垣市

南大東村

水産課 14.4

406
新たな時代を見据えた糖業の
高度化事業
（農林水産部）

黒糖向けサトウキビの育種と生産、黒糖
の加工、販売までの一連の技術開発を行
い、売れる黒糖への転換を図る。

県
H24～29
【完了】

104 取組完了

農林水産総
務課(農業
研究セン
ター）

2.4
9.5

407
イネヨトウの交信かく乱法に
よる防除技術普及事業
（農林水産部）

さとうきびの安定生産を図るため、イネ
ヨトウに対するフェロモンを活用した低
コストな交信かく乱方法による防除技術
を開発する。

県
H24～H30
【完了】

104 営農支援課 2.4
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令和元年度取組対象　離島ＰＤＣＡ施策総括表

活動概要 R元年度の目標 活動実績値

決算額
(千円)
離島分は
括弧書き

離島振興計
画における
進捗状況

活動離島
市町村名
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ゴール

資料２

進捗状況が
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関連する成果指標
（資料３の成果指標一覧
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No 主な取組名 取組内容

離島振興計画関連

担当課
実施主体 事業期間

離島
振興
計画
記載
頁

令和元年度実績

408
沖縄型牧草戦略品種育成総合
事業
（農林水産部）

島嶼県である沖縄においては、限られた
草地において既存の草種では牧草収量の
増産が困難であるという課題から、既存
草種に比べ栄養収量に優れる「沖縄型牧
草戦略品種」の育成と栽培マニュアルを
作成し、草地を十分に活用し牧草を増産
できる「沖縄型牧草戦略品種」の栽培面
積拡大を図る。

県 H24～R1 104

1系統について品種登録にむけた
データの収集がほぼできた。また
効率的な種子増殖技術が明らかに
なった。更に実証規模での収量
性、品質の評価を２地域で実施し
た。
更に１系統について生産性試験を
実施した。

新品種育成数 ３品種 新品種育成数 ３系統 7,968 概ね順調
宮古島市
石垣市

農林水産総
務課（畜産
研究セン
ター）

2.4
9.5

409
県産魚介類の安定供給に向け
た生産性高度化事業
（農林水産部）

ヤイトハタ・シャコガイとも生産率が低
いことから、要因改善のための養殖技術
の開発や現場実証試験を行い、県産魚介
類の生産性高度化を図る。

県
H24～26
【完了】

104 取組完了

農林水産総
務課(水産
海洋技術セ
ンター石垣

支所）

2.3
9.5
14.7

410
マグロ・カジキ類漁場開発事
業
（農林水産部）

効果的な操業を実現するため、漁業支援
システムの構築に向けた研究開発を行
う。

県
H26～29
【完了】

104 取組完了

農林水産総
務課(水産
海洋技術セ
ンター）

2.3
9.5
14.7

411
おきなわ産ミーバイ養殖推進
事業
（農林水産部）

新規養殖対象ハタ類（タマカイ）の導入
に向けて、新設した大型親魚水槽を用い
た安定的に受精卵を得られる産卵誘発技
術を開発する。また、近年、養殖飼料の
原料となる魚粉の国際価格が高騰し、県
内ハタ養殖の経営に深刻な影響を与えて
いるので、飼料コスト削減に向けた適正
給餌技術を開発する。

県 H27～R1 104

　新設した大型親魚用水槽を用い
た産卵誘発技術開発を実施した。
　養殖ハタ類の飼料コスト削減に
向けた適正給餌技術の開発に必要
な自発給餌システムの開発とモイ
ストペレット飼料の検討に係る試
験研究を行った。

タマカイの産卵誘発技
術・飼料コスト削減に
向けた適正給餌技術の
開発

技術開発数 ３件 12,507 順調 石垣市

農林水産総
務課(水産
海洋技術セ
ンター）

2.3
9.5
14.7

412
クビレオゴノリ養殖適地に関
する技術開発事業
（農林水産部）

クビレオゴノリ（紅藻類）の養殖適地の
探索による海面利用の拡大とモズク養殖
との複合栽培の可能性を検討するため、
養殖可能時期と養殖場所などに関する技
術開発を行う。

県
H28～30
【完了】

104

　食害防止効果と生育調査、浅い
海域や赤土流出海域といったモズ
ク養殖不適地での養殖可能性の検
証のため、10～３月に南城市、久
米島町、宜野座村の３海域で計画
９回の養殖試験に対して８回の養
殖試験を行った。

養殖試験回数
8回/3海域

4,872 取組完了 久米島町

農林水産総
務課(水産
海洋技術セ
ンター）

2.3
9.5
14.7

413
海洋深層水研究
（農林水産部）

海洋深層水を利用したウイルスフリーゴ
カイの作出や、新規系統ウイルスフリー
クルマエビの導入、海洋深層水の冷熱を
利用した夏期のエビの出荷試験、有用藻
類の養殖技術開発などを行う。

県 H24～ 104

①ゴカイのPAVウイルス検査を行
い、ウイルスフリーの親のみを用
いたゴカイの完全養殖を実現し
た。
②新規系統ウイルスフリークルマ
エビ作出のための県外からの導入
を開始、ウイルス検査を実施し
た。
③海洋深層水の冷熱を利用して夏
期の高水温期にクルマエビを蓄養
し、豊洲への出荷試験を行った。
④トサカノリ、スジアオノリの陸
上養殖を行うにあたって雑藻対策
手法の開発を行った。
⑤海ぶどうの生産不調改善のため
モニタリングを着手した。
⑥ヒトエグサの集団遺伝解析のた
めのDNA抽出手法、遺伝的マーカー
の開発を行った。

該当なし

・普及に移す技術：３件提
出。
・ウイルスフリーゴカイ：
第三世代まで完全養殖実
施。
・新規系統ウイルスフリー
クルマエビ導入：検査用エ
ビ県外３箇所から購入。
・夏期クルマエビ出荷試
験：３回実施。
・トサカノリとスジアオノ
リの雑藻対策手法開発。
・海ぶどうの養殖場モニタ
リング：１養殖場。
・ヒトエグサ集団遺伝解析
用マーカー開発：３遺伝子
中１遺伝子が有効。

98,757 順調 久米島町

農林水産総
務課（海洋
深層水研究

所）

2.3
9.5
14.7
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414
農業改良普及活動事業
（農林水産部）

農業者に対する農業者育成、調査研究活
動などを行う。

県
H24～R3

104

　県内5地区にある業改良普及課
(センター）において農業改良普及
推進会議や各作物に対する講習会
等を積極的に実施し、計画を上回
る回数を実施することにより、地
域の抱える多種多様な課題解決に
取り組むことができた。
　また、当該普及活動を広くPRす
るため普及活動発表会を実施し、
マスコミを通じ県民にPRすること
により、今後の普及活動の資質向
上を促した。

・農業改良普及推進会
議：5回開催（うち宮
古・八重山各１回）

・講習会開催数　930回
(うち宮古・八重山各

150回）
・普及指導員の研修の
実施　延べ500名(うち
宮古・八重山各70名）
・栽培技術等調査研究
の実施　80課題（うち
宮古・八重山各10課

題）
・農業担い手に対する
技術指導及び情報提供

等

・農業改良普及推進会
議：5回開催（うち宮古
地区１回、八重山地区１
回）
・講習会開催数　854回
(うち宮古地域142回、八
重山地域95回）
・普及指導員の研修の実
施　延べ571名(うち宮古
地域66名、八重山地域69
名）
・栽培技術等調査研究の
実施　83課題（うち宮古
地区11課題、八重山地区
10課題）
・農業担い手に対する技
術指導及び情報提供等

21,444 順調

伊平屋村
伊是名村
伊江村

南大東村
北大東村
久米島町
宮古島市
多良間村
石垣市

与那国町等

営農支援課 2.4

415
水産業改良普及事業
（農林水産部）

儲かる漁業を推進するため、技術及び知
識の普及を通じて、漁船漁業における新
たな漁法技術の普及や養殖業の合理的か
つ効率的な養殖方法による水産業の発展
を図る。さらに、漁業生産の担い手の育
成強化を図るとともに、資源管理型漁業
の推進に努める。

県 H24～R3 104

　養殖・漁船漁業に関する指導、
漁協生産部会及び青年・女性部活
動指導並びに水産加工に関する指
導等を実施した。また、養殖技術
の普及と交流のため、支援効果の
大きな養殖業を対象に、生産者会
議を開催した。

漁業技術等の改良及び
普及指導 実施 4,490 順調

伊平屋村
伊是名村
伊江村

うるま市（津堅
島）

南城市（久高島）
渡名喜村
座間味村
渡嘉敷村
久米島町
宮古島市
石垣市
竹富町

与那国町

水産課 14.2

416
林業普及指導事業
（農林水産部）

林業者に対する技術・知識の普及、指
導、後継者の育成を図る。

県 H24～ 104

林業従事者等への施業技術等研修
会及び児童生徒等への森林・林業
の普及啓発研修（木育出前講座）
を開催した。

研修会開催数
施行技術研修会6回
普及啓発研修14回

6,247 順調 石垣市 森林管理課
2.3
8.3
15.2

―

417
造林事業
（農林水産部）

森林の造成及び適正な保育管理を行う。
県

市町村
H24～ 105

　無立木地への造林や複層林整備
を12.54ha実施した。

造林等面積
（単年度実績）

人工造林・複層林整備
12.54ha

34,153 順調
石垣市、宮古島

市、伊平屋村、南
大東村、与那国町

森林管理課
6.6
13.2
15.2

―

418
畜産担い手育成総合整備事業
（農林水産部）

　沖縄県酪農近代化計画や市町村畜産活
性化計画などに基づき、飼料生産基盤の
整備と農業用施設の整備を一体的に実施
することにより、新たな畜産主産地を形
成し、地域ぐるみで飼料生産基盤に立脚
した担い手の育成を図る。

県
公社等

H24～ 105

竹富町（２地区）及び久米島町
（１地区）の計３地区において、
牛舎等の農業施設整備及び測量試
験を実施した。

飼料生産基盤等のハー
ド整備
１地区

草地・牛舎等の整備及び
測量試験等の実施。
実施地区：３地区

394,826 順調
竹富町

久米島町
畜産課

2.3
13.1

82．家畜頭数（離島）

419
水産生産基盤整備事業
（農林水産部）

　水産物の生産機能の確保を図り、水産
物の安定供給体制の構築に資するため、
水産物の生産拠点となっている漁港にお
いて、漁港施設を整備する。

県
市町村

H24～R3 105

　６地区で漁港施設の整備を実施
した。このうち、南大東漁港では
北大東地区の整備が完成し、供用
が開始された。また、渡名喜漁港
他４地区においては、防波堤や浮
桟橋、船揚場等の整備を実施し
た。

４地区 整備地区数6地区
1,328,501

(1,306,501)
順調

石垣市、宮古島
市、北大東村、座
間味村、渡名喜
村、南大東村

漁港漁場課
2.3
13.1
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令和元年度取組対象　離島ＰＤＣＡ施策総括表

活動概要 R元年度の目標 活動実績値
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(千円)
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活動離島
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離島振興計画関連

担当課
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振興
計画
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頁

令和元年度実績

420
水産物供給基盤機能保全事業
（農林水産部）

旧基準等により整備された漁港施設にお
いて、現行基準に基づく防波堤等の嵩上
げ等を実施するとともに、老朽化した漁
港・漁場施設については、今後の更新コ
ストの増大又は施設機能の低下により漁
業活動及び背後集落等への被害が懸念さ
れることから、維持・補修等の機能保全
対策を行う。

県
市町村

H24～R3 105

　波照間地区及び安田地区におい
て、防波堤の耐波性能強化の工事
を実施した。また、糸満南地区等
において、機能保全計画に基づ
き、防波堤や岸壁等の保全工事を
実施した。

８地区 整備地区数９地区
1,539,004
(438,428)

順調

石垣市、宮古島
市、久米島町、竹
富町、与那国町、
渡嘉敷村、渡名喜

村

漁港漁場課 2.3

421
漁村地域整備交付金
（農林水産部）

漁港施設と漁業集落環境・防災施設等の
総合的な漁村地域の整備

県
市町村

H24～R3 106

　伊平屋地区ほか３地区で漁港の
安全利用のための波除堤の整備や
就労環境改善のための浮桟橋等を
整備した。

２地区 整備地区数４地区
846,780

(327,197)
順調

宮古島市、与那国
町、伊平屋村、南

城市
漁港漁場課 2.3

422
水産環境整備事業
（農林水産部）

　マグロやカツオ等の回遊魚を必要十分
量かつ効率的に漁獲し、漁家経営の安定
と市場への安定供給を図るために、浮魚
礁を計画的に更新整備する。

県
市町村

H24～R3 106

　平成30年度の繰越分である先島
漁場の浮沈式表層型浮魚礁２基、
令和元年度の中層型浮魚礁6基の更
新整備を行った。

７基 整備基数８基 （546,878） 順調 全離島市町村 漁港漁場課
2.3
12.2
14.b

423
かんがい排水事業
（農林水産部）

安定的な畑地かんがい用水を確保し、畑
作物の高位安定、高収益作物の生産拡大
などを行うことにより、農業生産性の向
上、農業の近代化及び農業経営の安定を
図る。

国
県

市町村等
H24～ 106

カンジン３期地区（久米島町）他
９地区にて水源整備及びかんがい
施設整備を実施した。
福地地区（宮古島市）他20地区に
てかんがい施設整備を実施した。

農業用水源及びかんが
い施設の整備

かんがい施設整備量
 280.7ha

6,895,836
(6,285,171)

順調

伊江島
伊平屋島
久米島

南大東島
北大東島
石垣市
宮古島
津堅島
西表島

農地農村整
備課

2.4

84．農業用水源整備量（整備
率）（離島）
85．かんがい施設整備量（整
備率）（離島）

424
県営畑地帯総合整備事業
（農林水産部）

農業用水の安定供給のための水源及びか
んがい施設の整備、農地の整形や集団化
を行い、農業生産性の向上や高収益作物
の導入促進、農作業の効率化や担い手へ
の農地集積を図ることにより、農家経営
の安定に資する。

県 H24～ 106

カッジョウ地区（多良間村）他９
地区にて区画整理及びかんがい施
設を整備した。

区画整理及びかんがい
施設の整備

区画整理整備量
62.5ha

2,024,601
(1,716,193)

順調

北大東村
宮古島市
多良間村
石垣市

与那国町

農地農村整
備課

2.4

84．農業用水源整備量（整備
率）（離島）
85．かんがい施設整備量（整
備率）（離島）
86．ほ場整備量（整備率）
（離島）

425
経営体育成基盤整備事業
（農林水産部）

農地の整形と集団化により、農作業の効
率化と担い手への農地集積を促進し、農
家経営の安定を図る。

県 H24～ 106

米節東地区（石垣市）にて区画整
理を実施した。
与那良原地区（竹富町）にて区画
整理を実施した。

区画整理及びかんがい
施設の整備

区画整理整備量
0.6ha

75,877
(75,877)

順調
石垣市
竹富町

農地農村整
備課

2.4

84．農業用水源整備量（整備
率）（離島）
85．かんがい施設整備量（整
備率）（離島）
86．ほ場整備量（整備率）

426
農地保全整備事業
（農林水産部）

　農用地の侵食を防止するため、急傾斜
地帯や浸食を受けやすい性状の特殊土壌
地帯、又は風害等を受けやすい地域にお
いて、排水施設や防風施設等の整備を行
う。

県
市町村

H24～R3 106

　17地区において、排水施設、水
兼農道、ほ場整備及び防風施設の
整備または整備に対する補助を
行った。

承排水路及び防風施設
等の整備

承排水路及び防風林施設
等の整備：17地区

1,033,986
(1,003,986)

順調

伊平屋村
伊江村

南大東村
石垣市

宮古島市
竹富町

農地農村整
備課

2.4 86．ほ場整備量（整備率）

427 農山漁村活性化対策整備事業
（農林水産部）

地域特性に応じた区画整理・畑地かんが
い施設等の整備を行うことにより、農業
生産の向上、農業の近代化及び農業経営
の安定を図る。

市町村 H27～R1 106

　令和元年度は、８地区におい
て、かんがい施設整備65.3ha及び
ほ場整備35.2haの実施に対する補
助を行った。

区画整理及びかんがい
施設等の整備

かんがい施設整備65.3ha
ほ場整備35.2ha：８地区

1,913,892
(1,859,494) 概ね順調

南大東村
石垣市

宮古島市
与那国町

農地農村整
備課

2.4
85．かんがい施設整備量（整
備率）（離島）
86．ほ場整備量（整備率）
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428

【再掲】
漁場生産力の向上に関する漁
業活動対策
（農林水産部）

漁場の生産力向上に関する取組や漁業の
再生に関する実践的な取り組みを行う漁
業集落に対して支援を実施。

市町村
漁業集落

H24～R3 107

　漁場の生産力向上に関する取組
として、食害生物の駆除、種苗放
流、パヤオ製作・設置、産卵場の
整備などを行った。
　漁業の再生に関する実践的な取
組として、新規漁業・養殖業への
着業、高付加価値化、体験漁業、
流通体制改善などを行った。

支援離島数
9島 (61,412) 再掲

伊是名村
伊江村

渡名喜村
南城市（久高島）
宮古島市（宮古

島・池間島・伊良
部島）
石垣市

与那国町

水産課
12.b
14.2

429
沖縄県産農林水産物海外販路
拡大支援
（農林水産部）

沖縄県産農林水産物について、海外への
販路拡大を図るため、輸出品目の検討、
テストマーケティング及び商談会等に取
り組む。

県 H24～R3 107

　沖縄県産農林水産物について海
外への販路拡大を図るため、当初
の計画通り、バイヤー招聘、テス
トマーケティング等を実施し、海
外市場におけるプロモーション強
化を図った。

商談会・バイヤー招聘、マーケ
ティング調査、

プロモーション・マッチング支
援、現地調査

バイヤー招聘：３回
プロモーション活動：５
回

37,544 順調 全離島市町村
流通・加工

推進課
2.3
8.1

430
【再掲】
６次産業化支援
（農林水産部）

県産農林水産物を活用した加工品の魅
力・付加価値を高めるためマーケティン
グ研修等を実施する。

県
H24～

107

６次産業化における戦略的な商品
開発と人材育成及び販路開拓を支
援する。テストマーケティングや
商品PRのため「おきなわ島ふ～ど
グランプリ」を開催した。
６次産業化サポートセンターを設
置し、専門家派遣による個別支援
を実施した。

商品開発支援、販路開
拓支援

構築モデル数：10件（う
ち宮古島市2件、石垣市1
件）

支援件数：21件（うち,
宮古島市4件,石垣市1件,
竹富町1件）

41,290

40,564
再掲

宮古島市
石垣市
竹富町

流通・加工
推進課

2.3
8.1
9.2

"43
1-1

【再掲】
グリーン・ツーリズムの推進
（農林水産部）

　農山漁村地域の活性化を図るため、各
地区グリーンツーリズム実践者をネット
ワーク化し、「組織づくり、人づくり、
ものづくり」の視点から各施策を展開
し、地域住民による主体的なグリーン・
ツーリズムの取組を支援する。

県 H24～ 107

　グリーン・ツーリズムの推進を
図るため、「沖縄の農家民宿一期
一会創造事業」及び「グリーン・
ツーリズムネットワーク強化促進
事業」を平成29年度より実施し、
沖縄らしい農家民宿スタイルの確
立と活動団体の連携強化、受入品
質の向上に取り組んでいるところ
である。

グリーン・ツーリズム
における交流人口:11.8

万人

グリーン・ツーリズムに
おける交流人口:13.5万
人

14,126 再掲 ―
村づくり計

画課

2.3
8.9
12.b

"43
1-2

沖縄離島型畜産活性化事業
（農林水産部）

農家の減少が顕著な離島地域のおいて、
初期投資が無く畜産経営に取り組めるよ
う、賃貸式集合畜舎を整備し、地域の畜
産振興を図る。

県
市町村等

H30～

　事業主体が行う賃貸式集合畜舎
の実施設計費について補助する。
　宮古島市における建築工事及び
多良間村における実施設計につい
て補助した。

施設設計及び施設整備 建築工事1件
実施設計1件

38,553 順調
宮古島市
多良間村

畜産課 2.a 82．家畜頭数（離島）

"43
1-3

【R2追加】
乳業施設高度化整備事業
（農林水産部）

八重山地区にある老朽化した生乳処理施
設の統合・再編を行い、新たに施設を整
備し、島内産牛乳等の衛生管理・品質管
理の高度化に取り組む。

県
市町村等

R1～R2

事業主体である市と基本計画・基
本設計・実施設計の入札にかかる
事務調整を行い、契約を完了し
た。

施設設計
基本計画・基本設計・実
施設計一部完了

53,072 やや遅れ 石垣市 畜産課 2.4
関係機関等との調整や交渉に
不測の時間を要した

82．家畜頭数（離島）

３　離島を支える地域産業の振興

432

小規模事業経営支援事業
（経営指導員による専門支
援）
（商工労働部）

各地区に設置されている商工会及び商工
会議所に対し、小規模事業者の経営の改
善発達を支援するための人件費及び事業
費を補助し、小規模事業者の経営又は技
術の改善発達の支援を行う。

県
商工会議所
商工会等

H24～ 111

県内全域（商工会未設置地区３村
除く）において、随時相談・指導
に取り組んでおり、20,739事業者
に対して、74,526件の相談・指導
を行ってきた。

相談・指導件数：
76,500件

相談・指導件数：74,526
件

1,188,353 順調

宮古島市
久米島町
南大東村
伊江村

伊平屋村
伊是名村
渡嘉敷村
座間味村
与那国町
竹富町
石垣市

中小企業支
援課

8.3
90．１事業所あたりの従業員
数
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433
小規模事業経営支援事業
（経営力向上支援事業）
（商工労働部）

商工会連合会の実施するスーパーバイ
ザー（広域担当経営指導員）制度や各種
研修制度に対し補助を行い、職員に対す
る相談・バックアップ等の体制を整える
ことで、各離島に配置されている職員の
専門性を高め、各事業者へのサポート技
術の高度化に努める。

県
商工会議所
商工会等

H24～ 111

県内全域（商工会未設置地区３村
除く）において、随時相談・指導
に取り組んでおり、20,739事業者
に対して、74,526件の相談・指導
を行ってきた。

相談・指導件数：
76,500件

相談・指導件数：74,526
件

1,188,353 順調

宮古島市
久米島町
南大東村
伊江村

伊平屋村
伊是名村
渡嘉敷村
座間味村
与那国町
竹富町
石垣市

中小企業支
援課

8.3
90．１事業所あたりの従業員
数

434

小規模事業経営支援事業
（商工会等未設置離島支援事
業）
（商工労働部）

商工会等が未設置の離島においては、商
工会連合会の職員が定期的に講習会等を
開催することで、国・県・商工会等の施
策の普及に努め、事業者の抱える悩み等
に、商工会連合会が直接相談を受けるこ
とで、事業者の経営又は技術の改善発達
の支援を行う。

県
商工会議所
商工会等

H24～ 111

商工会未設置地区３村（北大東
村、粟国村、渡名喜村）のうち、
北大東村において、訪問指導を行
い、５件の巡回指導を行った。

巡回指導件数：７件 巡回指導件数　5件 1,188,353 順調 北大東村
中小企業支

援課
8.3

90．１事業所あたりの従業員
数

435

中小企業支援センター事業
（窓口相談・専門家派遣事
業）
（商工労働部）

中小企業者に対するワンストップサービ
スを提供する事業において、創業者や中
小企業者に対し、移動個別相談を実施す
るとともに、ニーズに応じた専門家派遣
を実施する。

県
産業振興公社

H24～ 111

中小企業者の経営革新や創業者の
事業活動の支援等を行うため、窓
口相談2,969件、専門家派遣81回、
離島地域等セミナー4回、課題解決
集中支援2件の他、情報提供事業等
を実施した。

窓口相談
2,500件

窓口相談件数：2,969件 74,825 順調

宮古島市
久米島町
多良間村
石垣市

竹富町（西表島、
竹富島、小浜島）

中小企業支
援課

4.3
8.3

436

中小企業支援センター事業
（離島地域等中小企業支援事
業）
（商工労働部）

中小企業者に対するワンストップサービ
スを提供する事業において、離島地域等
の創業者や中小企業者に対し、ニーズに
応じた専門講師を派遣し、出前講座を実
施する。

県
産業振興公社

H24～ 111
竹富町、座間味村などにおいて、
セミナー及び個別相談会を開催。

セミナー開催 4回 セミナー開催件数：4回
74,825

（うち該当分
369）

順調
竹富町、

座間味村など
中小企業支

援課
4.3
8.3

437
中小企業組織化指導事業
（商工労働部）

規模の過小性、資金調達力や情報収集力
の弱さなど中小企業者が直面する経営上
困難な問題解決のための指導を行うこと
で、中小企業の組織化を図り、中小企業
組合の育成や支援の促進を行う。

県
中小企業団体

中央会
H24～ 111

中小企業者の経営の合理化・近代
化の促進を図るため、中小企業の
組合設立時の指導を行い、組織化
等を推進する中小企業団体中央会
に対して補助を行い、12件の新規
組合設立が行われ、そのうち宮古
地区において1件の新規組合設立が
なされた。

新規組合設立件数8件 新設組合設立件数：12件 106,880 順調 宮古島市
中小企業支

援課
8.3

90．１事業所あたりの従業員
数

438
沖縄雇用・経営基盤強化事業
（商工労働部）

本県における厳しい雇用環境に鑑み、一
定の事業規模を有する者の経営基盤を強
化し、廃業率を低下させ、沖縄県の雇用
環境の改善を図る。

県
商工会議所
商工会等

H24～ 111

県内全域（商工会未設置地区３村
を除く）において、商工会等の経
営指導員による相談・指導に取り
組んでおり、587事業者に対して、
1,611件の相談・指導を行い、経営
基盤の強化や融資の決定等に繋げ
てきた。

相談・指導件数：1,350
件

相談・指導件数：1,611
件

9,357 順調

宮古島市
久米島町
南大東村
伊江村

伊平屋村
伊是名村
渡嘉敷村
座間味村
与那国町
竹富町
石垣市

中小企業支
援課

8.3

89．事業所数に対する廃業事
業所の割合の低減
90．１事業所あたりの従業員
数

439
創業力・経営力向上支援事業
（商工労働部）

創業予定者を対象に研修等を開催し、創
業前から創業後の継続的な支援を実施す
ることで、新規創業の促進、雇用機会の
創出等を図り、県経済の活性化を図る。

商工会連合会
那覇商工会議

所

H24～28
【完了】

111 取組完了
中小企業支

援課
4.3
8.3

440
経営革新等支援事業
（商工労働部）

経営革新計画策定の指導から計画承認後
のビジネスマッチングにいたるまでのハ
ンズオン支援を実施し、県内中小企業の
経営革新を支援する。

県
産業振興公社

H24～ 111

経営革新計画策定の指導から計画
承認後のビジネスマッチングにい
たるまでのハンズオン支援を実施
し、離島地域ではこれまで、63件
の経営革新計画の承認と中小企業
の経営革新を支援した。

28
経営革新の承認件数：63
件（累計）

31,666 順調

石垣市
竹富町

宮古島市
久米島町
南大東村
伊江村

伊平屋村
渡嘉敷村
座間味村

中小企業支
援課

8.3
91．経営革新計画承認件数
（累計）

64



令和元年度取組対象　離島ＰＤＣＡ施策総括表
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決算額
(千円)
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離島振興計画関連

担当課
実施主体 事業期間

離島
振興
計画
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頁

令和元年度実績

441
ベンチャー成長支援事業
（商工労働部）

沖縄県がこれまで事業化等を支援してき
たベンチャー企業のﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞや経営
ｱﾄﾞﾊﾞｲｽ、各種支援策の紹介及び市町村
等との連携を図ることで、持続的にベン
チャー企業を支援する体制を構築し、地
域産業の内発型振興を図る。

県
産業振興公社

H24～26
【完了】

112 取組完了 産業政策課 9.5

442
県単融資事業
（商工労働部）

県内に所在する中小企業者及びこれらが
組織する中小企業等協同組合等が事業資
金を必要とする場合に、各種中小企業向
け資金を融資する。

県 H24～ 112

　宮古、八重山地区において融資
制度説明会を開催した。また、八
重山地区において国主催の施策説
明会及び相談会に参加し、融資制
度の説明や個別相談を実施した。

15,237百万円
（融資枠）

融資実績
1,632件
21,996,736千円

16,793,413 順調

宮古島市
石垣市
宮古郡

八重山郡
大東地区

本島周辺離島

中小企業支
援課

8.3

443
機械類貸与制度原資貸付事業
（商工労働部）

中小企業の設備の近代化及び合理化を推
進し、生産性の向上を図るための機械類
貸与制度事業に対して必要な原資の貸付
を行う。

県
産業振興公社

H24～ 112

中小企業の設備の近代化及び合理
化を推進し、生産性の向上を図る
ため、沖縄県中小企業機械類貸与
資金貸付規程に基づき、(公財)沖
縄県産業振興公社が実施する、機
械類貸与制度事業に必要な原資
343,450千円の貸付を行った。

中小企業の経営基盤等
強化に向けた設備投資

の支援
400,000千円

機械類貸与制度原資貸付
金額：343,450千円

343,450
(68,200)

概ね順調 宮古島市
中小企業支

援課
8.3

444
小規模企業者等設備貸与資金
貸付事業
（商工労働部）

小規模企業者等の創業・経営基盤の強化
を支援するための小規模企業者等設備貸
与事業に対して必要な原資の貸付を行
う。

県
産業振興公社

H24～26
【完了】

112 取組完了
中小企業支

援課
8.3

445
海外展開支援事業
（商工労働部）

海外誘客の促進や路線の増設・新規路線
の拡充並びに観光と連動した県産品の販
路拡大、県内企業の進出支援業務等を行
う目的で海外事務所及び委託駐在員を設
置する。

県 H24～R3 112

海外事務所を設置している地域
（北京、上海、香港、台北、シン
ガポール、ソウル）を中心に、物
産展や旅行博への出展、沖縄PRイ
ベントの実施、旅行商品造成の働
きかけを実施するとともに、海外
委託駐在員（タイ、オーストラリ
ア、フランス、インドネシア、ベ
トナム、マレーシア、フィリピ
ン）を配置し、情報収集や県内企
業の現地活動支援等を実施した。

物産展や旅行博への出
展支援、現地旅行社等
への営業活動、県内企
業の海外展開支援、情
報収集、情報発信等

物産展や旅行博への出展
支援、現地旅行社等への
営業活動、県内企業の海
外展開支援、情報収集、
情報発信等
　　　2,270件

207,164 順調 全離島市町村
アジア経済

戦略課

8.3
9.2
10.1

446
万国津梁産業人材育成事業
（商工労働部）

経済成長著しいアジアなど海外に展開す
る産業人材を育成するため、グローバル
化に対応したセミナー等の開催に加え、
国内外企業へのＯＪＴ派遣研修や長期留
学などの取組を実施する。

県
H24～29
【完了】

112 取組完了 産業政策課
4.4
8.1

447
産業イノベーション制度の活
用促進
（商工労働部）

関係機関と連携し、産業イノベーション
制度の周知広報及び事業計画の認定を行
う。

県 H24～ 112

沖縄県産業振興公社や税理士会等
の関係機関を通して県内企業に対
して周知を図り、離島における産
業高度化・事業革新実施計画10件
を認定した。

関係機関と連携し、産
業イノベーション制度
の周知広報及び事業計
画の認定

認定件数10件（石垣市３
件、宮古島市３件、渡名
喜村１件、南大東村１
件、北大東村１件、久米
島町１件）

0 順調

石垣市
宮古島市
渡名喜村
南大東村
北大東村
久米島町

企業立地推
進課

8.1
9.2

448
中小企業課題解決プロジェク
ト推進事業
（商工労働部）

成長可能性のある県内中小企業や事業推
進力の弱い連携体の有望プロジェクトに
対し、経営コンサルティング、専門家派
遣及び事業費補助等を行う。

県
産業振興公社

H24～R3 113

竹富町１件、宮古島市２件、石垣
市１件のプロジェクトを採択し、
専門家によるハンズオン支援を
行った。

採択件数33件
採択プロジェクト：４件
（竹富町１件、宮古島市
２件、石垣市１件）

258,338
（72,203）

順調
竹富町

宮古島市
石垣市

マーケティ
ング戦略推

進課
8.3

449
【再掲】
地場産業総合支援事業
（商工労働部）

新商品開発に取り組む事業者の試作品開
発に係る技術指導や市場調査等に係る経
費の一部に対して支援を行い、新分野進
出の円滑化や基盤技術の高度化を図り、
魅力的な商品の創出による県産品の県外
出荷や域内シェアの拡大等をめざす。

県
H24～25
【完了】

113 取組完了
ものづくり

振興課
8.3
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頁

令和元年度実績

450
県産品拡大展開総合支援事業
（商工労働部）

県産品の商品特性の浸透を図るためのプ
ロモーション事業を展開するほか、県外
のニーズに合った商品開発支援やビジネ
スマッチング、マーケティング専門アド
バイザー等を設置し、県内事業者への指
導・助言を行う等、県産品の販路拡大に
向けた総合的な支援を行う。

県 H24～R3 113

県外における沖縄フェア等のプロ
モーション、県内企業に対する見
本市・商談会出展支援を行うこと
により、県産品の認知度向上、需
要の創出をはじめ、販路拡大を
図った。

沖縄フェア16回
沖縄フェアの開催
43回

119,220 順調 全離島市町村
マーケティ
ング戦略推

進課

8.3
9.2

88．製造品出荷額（離島）の
増加

451
ライフスタイルイノベーショ
ン創出推進事業
（商工労働部）

大学等の有望な研究成果を活用した県内
中小企業の高度化及び新事業の創出を図
るため、県内外の大学研究機関等と県内
中小企業とのﾏｯﾁﾝｸﾞ支援及び産業振興や
県民生活の向上に結びつく産学共同研究
開発を支援する。

県
H24～28
【完了】

113 取組完了 産業政策課 9.b

452
知的財産活用の総合的支援
（商工労働部）

県内における知的財産の普及啓発を図る
ため、県内中小企業等に対し、産業財産
権制度の概要説明等セミナーを実施する
とともに、開放特許や未利用特許を活用
した新規事業や技術開発の促進を図る。

県
受託者

H28～R3 113

県内中小企業等に対して外国特許
等の出願に対する補助を行い、海
外展開を促すほか、知財保護の重
要性を幅広く周知するため、県内
業界団体等へ知財保護の課題に応
じた情報提供等を行った。
　また、県内中小企業の特許権２
件、意匠１件、商標権４件の外国
出願の際に係る費用を補助し、産
業財産権の活動を促した。

支援件数　２件

特許出願件数等
　　　　　２件

支援件数　３件

特許出願件数等
　　　　　７件

18,376 順調 全離島市町村 産業政策課
8.3
9.5

453
沖縄国際物流ハブ活用推進事
業
（商工労働部）

沖縄国際物流ハブ機能を活用し、県産品
の海外販路拡大を促進することで、物流
産業と製造業の活性化による産業振興を
図る。

県 H24～R3 113

県産品の海外販路の拡大を推進す
るため、海外小売店や飲食店にお
ける沖縄フェアを６回、商談会等
マッチングを２回、見本市への出
展を３回実施した。

県産品の航空コンテナ
スペース確保事業にお

ける輸出量
501㌧

海外小売店・飲食店での
沖縄フェア（食品分野）
６回

海外における商談会（食
品分野）２回

海外見本市への出展（食
品分野）３回

288,235 やや遅れ 全離島市町村
アジア経済

戦略課
8.3
9.2

その他
88．製造品出荷額（離島）の
増加

454
県産品のデザイン活用促進
（商工労働部）

県産品の製品開発等におけるデザイン活
用を促進し、県産品の差別化、高付加価
値化を図るため、県内デザイナーのデザ
イン力の向上と県内企業に対するデザイ
ン活用の普及を図る。

県
H28～Ｈ30
【完了】

113

平成30年度に事業が終了したた
め、工芸振興センターと連携し、
技術支援の一環としてデザイン思
考に関する人材育成の実施や、デ
ザインに関する技術相談などの随
時対応を行った。

取組完了
ものづくり

振興課
8.9
9.2

88．製造品出荷額（離島）の
増加

455
健康食品産業元気復活支援事
業
（商工労働部）

沖縄の健康食品産業の振興に係る新たな
ビジネスモデルを構築し、同産業の活性
化を促進させる。

県
H24～26
【完了】

113 取組完了
ものづくり

振興課
8.3

456
離島特産品等マーケティング
支援事業
（企画部）

外部専門家による指導を行うこと等によ
り、離島地域の企業等において、販売戦
略を構築し実践できる人材の育成を支援
する。

県 H24～R3 113

　販売戦略の構築支援のほか、外
部専門家による個別指導、セミ
ナー開催や商品改良、県内外での
出展等による直販手法の習得等の
支援を個別離島事業者５者（伊是
名島、宮古島、伊良部島）及び地
域連携企業体３団体（14事業者、
北大東島、宮古島、黒島）に実施
した。

個別離島事業者５者
３地域連携企業体

支援対象事業者（支援事
業者数）
個別離島事業者５者
地域連携企業体３団体
(19事業者)

71,868 順調

伊是名村
宮古島市
北大東村
竹富町

地域・離島
課

8.9

　３団体を継続支援する計画
だったが、うち１団体が支援
終了となり、他に継続支援を
要望する団体も無かったた
め、実績は２団体となった。

88．製造品出荷額（離島）の
増加
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令和元年度取組対象　離島ＰＤＣＡ施策総括表

活動概要 R元年度の目標 活動実績値

決算額
(千円)
離島分は
括弧書き

離島振興計
画における
進捗状況

活動離島
市町村名

SDGs
ゴール

資料２

進捗状況が
やや遅れ
大幅遅れ
未着手

の要因と対策

関連する成果指標
（資料３の成果指標一覧

に対応）
No 主な取組名 取組内容

離島振興計画関連

担当課
実施主体 事業期間

離島
振興
計画
記載
頁

令和元年度実績

457
離島フェア開催支援事業
（企画部）

離島フェア開催実行委員会（18離島市町
村、沖縄県及び沖縄県離島振興協議会で
構成）が開催している離島フェアの開催
経費を支援する。

県
沖縄県離島振

興協議会
離島市町村

H24～ 114

　離島特産品の展示即売、離島食
堂、離島居酒屋、県内外のバイ
ヤーとの流通商談会、伝統芸能公
演、優良特産品等の表彰を実施し
た他、島実施し、第30回開催を記
念し、フェア30年の歩み展や島々
の今昔写真展を催した。

特産品売上金額
5,000万円

　離島特産品の展示即
売、離島食堂、離島居酒
屋、県内外のバイヤーと
の流通商談会、伝統芸能
公演、優良特産品等の表
彰を実施した他、離島出
身者が参加する婚活イベ
ントなどを実施した。

21,451 順調 18離島市町村
地域・離島

課
8.9 95．離島フェアの売上総額

458
原材料の安定確保
（商工労働部）

安定確保に向けた関係機関や事業組合等
とのネットワークの構築

県
市町村

産地組合
H29～R3 114

本県工芸品の原材料供給業者の確
保･育成及び技術力向上を図るた
め、喜如嘉の芭蕉布に使用される
芭蕉糸の採繊技術者の育成研修、
糸芭蕉の栽培・管理技術などの試
験研究を実施。また、琉球藍に関
する試験研究、糸芭蕉及び琉球藍
に関するヒアリング調査を実施し
た。さらに、平成31年度から苧麻
糸の安定供給に向けて、八重山・
宮古・本島地域でヒヤリング調査
を実施した。

糸芭蕉の生産技術者養
成（２人）

糸芭蕉の生産技術者養
成：２人
糸績みの技術者養成：２
人

24,787 順調
宮古島市
石垣市

ものづくり
振興課

8.9
9.2

92．離島の工芸品生産額

459
工芸製品新ニーズモデル創出
事業
（商工労働部）

市場ニーズに対応した製品開発 県 H24～R3 114

離島の３事業者を含む６事業者を
採択し、流通やマーケティング、
試作品開発、販路開拓等の支援を
行った。支援対象の工芸事業者に
より現代の消費者ニーズに対応し
た完成度の高い商品が38アイテム
開発された。また、本島中部、南
部、石垣の３地域で工房運営セミ
ナーを開催した。

製品開発（30件）
市場ニーズに対応した製
品開発支援：38製品
(離島事業者3製品）

9,380 順調
石垣市

宮古島市
与那国町

ものづくり
振興課

8.9
9.2

92．離島の工芸品生産額

460
沖縄工芸ふれあい広場事業
（商工労働部）

本県の工芸品を一堂に会した展示紹介を
行うほか、講演会等を通じて県内工芸品
への理解を深め、日常生活での活用方法
の提案等を行う。

県
市町村

産地組合
H24～R3 114

東京銀座にて沖縄の工芸品を一堂
に集めた展示会を開催し、離島５
産地組合参加（久米島、宮古、石
垣、与那国、竹富町）した。平成
31年度は、催事３日間全体として
の来場者数が1,778人となった。

沖縄工芸ふれあい広場
の開催（１回）

沖縄工芸ふれあい広場の
開催：１回

3,000 順調

久米島町
宮古島市
石垣市
竹富町

与那国町

ものづくり
振興課

8.9
9.2

92．離島の工芸品生産額

461
工芸産業における後継者等人
材の育成
（商工労働部）

従業者の確保及び育成を図るため、各工
芸産地事業協同組合の後継者育成事業に
対して助成を行う。

県
市町村

産地組合
H24～R3 114

県は宮古及び八重山地区の産地組
合の申請に基づき、講師謝金に１
／４、教材等諸費に１／３の補助
金を交付した。産地組合において
後継者育成研修を実施し、平成３
１年度は宮古地区３名、石垣地区
３名を育成した。

支援組合数（２組合） 支援組合数：２組合 1,105 順調
宮古島市
石垣市

ものづくり
振興課

4.3
8.9

93．離島の工芸産業従事者数
109．離島の工芸産業従事者数

462
工芸産地組合高度化促進事業
（商工労働部）

本県工芸産業の中核を担う工芸産地組合
の経営を高度化し、工芸産業の振興と魅
力ある雇用の場を創出するため、工芸産
地組合の次世代経営者の育成を行う。

県
H25～28
【完了】

114 取組完了
ものづくり

振興課
8.9
9.2

463
工芸・ファッション産業宣伝
普及事業
（商工労働部）

 本県工芸品の認知度を向上し需要拡大
を図るため、首都圏に高価格帯を中心と
した県産工芸品の常設展示・販売拠点を
設置するとともに、本県が誇る優れた伝
統工芸の展示・販売、工芸職人の派遣に
よる製作実演や製作体験等の宣伝普及を
行う。

県
H26～30【完

了】
114 取組完了

ものづくり
振興課

8.9
9.2

92．離島の工芸品生産額
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令和元年度取組対象　離島ＰＤＣＡ施策総括表

活動概要 R元年度の目標 活動実績値

決算額
(千円)
離島分は
括弧書き

離島振興計
画における
進捗状況

活動離島
市町村名

SDGs
ゴール

資料２

進捗状況が
やや遅れ
大幅遅れ
未着手

の要因と対策

関連する成果指標
（資料３の成果指標一覧

に対応）
No 主な取組名 取組内容

離島振興計画関連

担当課
実施主体 事業期間

離島
振興
計画
記載
頁

令和元年度実績

464
地域商業活性化支援事業（商
工労働部）

中心市街地活性化基本計画の策定支援や
商店街振興組合等が行う環境整備への補
助を行う。

県
市町村

商店街等
H24～ 115

中心市街地活性化基本計画の策定
支援や商店街振興組合等が行う環
境整備への補助を行う。

中心市街地活性化基本
計画の策定支援

計画策定の可能性がある
市の現状を確認した。県
内の7市
※うち離島２市
（宮古島市、石垣市）

－ やや遅れ
宮古島市
石垣市

中小企業支
援課

8.3 その他

465
商店街振興組合指導事業
（商工労働部）

商店街の組織強化・活性化を図るため、
沖縄県商店街振興組合連合会が行う商店
街振興組合の設立・運営等に関する指
導、講習会・研修会等に要する経費に対
して補助する。

県
商店街振興組

合連合会
H24～ 115

商店街振興組合の運営等に関する
指導を巡回指導も含め293回行った
ほか、商店街の活性化やリーダー
育成に繋がる講習会や研修会を開
催し、111人が参加した。

組合設立・運営指導、
セミナー等の開催

組合設立・運営指導件
数：293件
※うち離島1回

1,401 順調 石垣市
中小企業支

援課
8.3

466
コミュニティ道路整備事業
（土木建築部）

商店街等の生活道路において、停車帯や
歩行空間の確保により、地域の活性化や
良好な生活空間の確保を図る。

県 H24～R3 115

久米島空港真泊線において、コ
ミュニティ道路の整備、用地取
得、物件補償を実施し、事業の進
捗を図った。

1箇所
コミュニティ道路の整備
1箇所

532
(532)

順調 久米島町 道路管理課 11.3

467
情報通信産業振興地域制度の
利活用促進
（商工労働部）

設備投資を行う情報通信関連企業に対す
る投資税額控除や地方税の課税免除など
の税制優遇措置

県 H24～ 116

　情報通信関連企業等を対象とし
た制度説明会を２回（那覇会場、
うるま会場）実施するとともに、
企業誘致セミナー等に際して制度
のＰＲを図った。加えて、税理士
会との意見交換や個別企業訪問を
行った。

制度利用件数110件
情報通信産業振興地域制
度利用件数
石垣市4社、宮古島市3社

－ 順調
石垣市

宮古島市
情報産業振

興課
8.2

94．情報通信関連企業の立地
事業所数

468
未来のＩＴ人材創出促進事業
（ＩＴジュニア育成事業）
（商工労働部）

県内児童を対象にした情報通信関連技術
の体験講座等を開催することにより、将
来の情報通信関連産業を担う人材を育成
する。

県
情報通信関連

団体
H24～ 116

　プログラミング教室やロボット
コンテスト、児童生徒等の意識啓
発に係る取組に対して支援するこ
とにより、小中学生等のＩＴへの
興味を喚起した（取組回数:201
回、参加人数:約4,600人）。
　また、出前講座や企業訪問等を
20回実施（参加人数は上記人数に
含む）することにより、高校生等
のＩＴ業界への関心を高めた。

取組を実施する団体等
への補助３件

取組を実施する団体等へ
の補助７件
・ITスキル習熟に関する
取組:131回（内、離島プ
ログラミング体験会等44
回）
・児童生徒等への意識啓
発に関する取組:70回
（内、離島ワークショッ
プ２回：座間味村・石垣
市、出前講座６回：宮古
島市、石垣市、企業訪問
１回：宮古島市3校、石
垣市1校参加）

38,081 順調

石垣市
宮古島市
座間味村

情報産業振
興課

4.3
8.2

468
未来のＩＴ人材創出促進事業
（ＩＴジュニア育成事業）
（商工労働部）

県内児童を対象にした情報通信関連技術
の体験講座等を開催することにより、将
来の情報通信関連産業を担う人材を育成
する。

県
情報通信関連

団体
H24～ 116

　プログラミング教室やロボット
コンテスト、児童生徒等の意識啓
発に係る取組に対して支援するこ
とにより、小中学生等のＩＴへの
興味を喚起した（取組回数:201
回、参加人数:約4,600人）。
　また、出前講座や企業訪問等を
20回実施（参加人数は上記人数に
含む）することにより、高校生等
のＩＴ業界への関心を高めた。

取組を実施する団体等
への補助３件

取組を実施する団体等へ
の補助８件
・ITスキル習熟に関する
取組:131回（内、離島プ
ログラミング体験会等44
回）
・児童生徒等への意識啓
発に関する取組:70回
（内、離島ワークショッ
プ２回：座間味村・石垣
市、出前講座６回：宮古
島市、石垣市、企業訪問
１回：宮古島市3校、石
垣市1校参加）

38,081 順調

石垣市
宮古島市
座間味村

情報産業振
興課

4.3
8.2
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令和元年度取組対象　離島ＰＤＣＡ施策総括表

活動概要 R元年度の目標 活動実績値

決算額
(千円)
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括弧書き

離島振興計
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振興
計画
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頁

令和元年度実績

469
未来のＩＴ人材創出促進事業
（ＩＴ広報イベント等）
（商工労働部）

県内情報通信関連産業の活性化や更なる
企業集積及び将来のＩＴ人材供給を促進
する。

県 H24～ 116

　更なる企業集積や将来のＩＴ人
材供給を促進するため、IT関連産
業の広報イベントの開催支援を
行った。（浦添市開催　約7,000名
参加）。

4,000人
イベント参加者数

イベント参加者数　約
7,000名
（内、石垣市から1校、
宮古島市から３校参加）

38,081 順調
石垣市

宮古島市
情報産業振

興課
4.4
8.2

470
高度情報通信産業人材育成
（商工労働部）

情報通信関連産業の振興を担う人材を育
成するため、システム開発業務等を通し
た講座を実施し、県内ＩＴエンジニアの
知識・技術の高度化、強化を図る。

県
情報通信関連

団体
H24～ 116

　県内ＩＴ関連産業における業務
受注型のビジネスモデルから高付
加価値型の業務受注・業務提案型
のビジネスモデルへの転換に資す
る高度ＩＴ技術者を育成するた
め、県内ＩＴエンジニアの知識や
技術力の高度化・強化を図る講座
を、年間101回（受講者数653名）
開講した。

－
高度ＩＴ講座受講者数
653名

73,265 離島実施無し 県内全域
情報産業振

興課
8.2 事業方針・計画等の変更

471
戦略的通信コスト低減化支援
事業
（商工労働部）

県内離島と県外や沖縄本島の情報通信費
（通信コスト）を支援することで、県外
企業の県内立地を促進し、県内情報通信
関連産業の振興や活性化を図るととも
に、同産業における雇用の拡大を図る。

県 H24～R1 116

　県内立地からの経過年数に応
じ、県内新規雇用（正社員）が見
込める情報通信関連企業を対象
に、通信コストの一部を支援し
た。

15社
支援利用企業数

情報通信費低減化
支援利用企業数
7社
（内宮古島市1社）

23,694 大幅遅れ 宮古島市
情報産業振

興課
8.2

関係機関等との調整や交渉に
不測の時間を要した

472
建設リサイクル資材認定制度
（ゆいくる）活用事業
(土木建築部）

産業廃棄物のより一層の循環的利用の取
組を目的としている。
「リサイクル資材評価委員会」を開催
し、ゆいくる材の認定を行う。技術管理
課ＨＰ等で認定資材の状況を公開し、関
係者を対象とした研修会やパネル展示等
で同制度の普及を図る。

県 H24～ 117

建設リサイクル資材製造業者から
の申請を受け、書類審査、工場審
査を実施、「リサイクル資材評価
委員会」を開催し、新たに8資材の
認定を行った。その他、566資材の
工場等での品質確認を行い、行政
関係者対象の研修や県民環境フェ
アでのパネル展示等の広報活動を
行う等、同制度の普及を図った。

567資材 43資材 26,097 順調

石垣市
宮古島市
北大東村
久米島町

技術・建設
業課

12.5 なし

473
建設産業ビジョンの推進
(土木建築部）

「沖縄県建設産業ビジョン」を策定・推
進し、県内建設産業の経営基盤の強化、
新分野・新市場の促進を目指す。

県
関係団体
JICA沖縄

NPO
等

H25～ 117
ビジョン検討委員会等を４回開催
し、建設産業ビジョンの効果検証
方法の検討などを実施した。

4回 4回 8,164 順調 ―
技術・建設

業課
8.1 なし

474
建設業経営力強化支援事業
(土木建築部）

厳しい経営環境にある県内建設業者の経
営改善や新分野進出等の取り組みを総合
的に支援するため、窓口相談や専門家派
遣、セミナー開催等により各種相談への
対応及び情報提供等を行う。

県
関係団体

NPO
H24～ 117

沖縄県中小企業診断士協会に相談
窓口を設置し、建設業者からの経
営や労務等に関する相談に対応す
るとともに八重山地区及び宮古地
区において経営力強化セミナーを
開催するなど、建設業者への経営
力改善等に支援を行った。

セミナーの開催

八重山地区
セミナー開催１回
（参加者15名）
宮古地区
セミナー開催１回
（参加者10名）

10,491 順調
石垣市

宮古島市
技術・建設

業課
8.1 なし
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令和元年度取組対象　離島ＰＤＣＡ施策総括表

活動概要 R元年度の目標 活動実績値

決算額
(千円)
離島分は
括弧書き

離島振興計
画における
進捗状況

活動離島
市町村名

SDGs
ゴール

資料２

進捗状況が
やや遅れ
大幅遅れ
未着手

の要因と対策

関連する成果指標
（資料３の成果指標一覧

に対応）
No 主な取組名 取組内容

離島振興計画関連

担当課
実施主体 事業期間

離島
振興
計画
記載
頁

令和元年度実績

"47
5-1

業界等との連携による建設産
業人材育成
(土木建築部）

建設事業に携わる県・市町村および民間
企業の技術職員等を対象とした研修会等
を開催し、良質な社会資本の整備を担う
人材育成を図る。

県 H24～ 117

「多自然川づくり講習会」や
「CALSシステム操作講習会」など
へ、県技術職員を9回（9種：延べ
20回）派遣した。

6回 9回 － 順調
石垣市

宮古島市
技術・建設

業課
4.3
8.1

なし

"47
5-2

【R2追加】
工芸産業パワーアップ事業
（商工労働部）

工芸産業の振興を図るため、工芸産地組
合が実施する収益力向上を目的とした取
り組みへのハンズオン支援、補助を行
う。

県
産地組合

R1～ －
３組合に対してハンズオン支援と
補助を行った。

ハンズオン支援数
（３組合）

離島にある組合に対して
ハンズオン支援と補助を
行った。（３組合のうち
１組合が離島）

29,185 順調 久米島町
ものづくり

振興課
8.9
9.2

"47
5-3

【R2追加】
沖縄工芸ブランド戦略策定事
業
（商工労働部）

本県の伝統工芸が持続的に発展できる産
業として競争力を高めるため、県内伝統
工芸品のブランド戦略を策定する。

県 R1～R3 －
沖縄工芸ブランド戦略素案及び
ロードマップの策定

沖縄工芸ブランド戦略
素案及びロードマップ

の策定

沖縄工芸ブランド戦略素
案及びロードマップを策
定

18,509 順調 ―
ものづくり

振興課
8.9
9.2

"47
5-4

【R2追加】
沖縄型ECスキル普及・連携支
援事業

　県内中小企業のEC市場競争力を高め
るため、レベル別・地区別に実践的研修
を実施し、また、育成効果と販路拡大力
をより高めるため、研修と合わ せ、一
定レベルに達した個別の受講者や小規模
事業者連携体等のEC販路拡大プロジェク
トに対する補助を行う。

県
受託機関

R1～ －

実践的研修の受講者数は265人、研
修受講者における販路拡大実践支
援数（個別補助）13件を採択。小
規模事業者等連携体においては、
連携体構成に係る調整等に時間を
要し、事業実施期間が確保出来な
かった為0件となった。

該当無し

実践的研修受講者数：
265人
Eコマース販路拡大実践
支援補助金（個別補
助）：13件

22,173 順調
宮古島市
石垣市

中小企業支
援課

8.3

４　離島の魅力や優位性を生かした新たな産業の創出

476

【再掲】
スポーツ関連産業振興戦略構
築事業
（文化観光スポーツ部）

スポーツ関連産業の振興を通して、ス
ポーツの産業化の戦略構築を図るため、
スポーツ関連産業等の実態の把握、課題
の抽出を行うとともに、今後、本県で取
り組むべき重点分野の選定やスポーツの
産業化に向けた戦略の構築を目指す。

県
H25～29
【完了】

119 取組完了
スポーツ
振興課

8.3
9.2

96．スポーツ関連ビジネスの
離島における事業化支援数

477
【再掲】
スポーツイベント支援事業
（文化観光スポーツ部）

沖縄観光の新たな魅力の創出や着地型観
光の拡充を目的とし、スポーツの活用に
より観光を推進・活性化するスポーツ
ツーリズムを沖縄に根付かせるためのモ
デル事業と連携した誘客促進等の実施と
新たなスポーツツーリズム受入体制の整
備を行う。

県
市町村
民間

H24～ 120

　スポーツを通した観光誘客を推
進するため、県内におけるスポー
ツイベントの創出を図り、定着
化、自走化に向け５件の事業者に
対し、補助を行った。
　また、県内で開催される国際大
会に対し、２件の開催支援を行っ
た。

モデル事業数
３事業以上

スポーツイベントモデル
事業　５件
国際スポーツ大会開催支
援　２件(宮古島市　１
件)

74,712
(20,000)

再掲 宮古島市
スポーツ
振興課

3.4
4.7
8.2
8.9
9.2

17.17

478
スポーツキャンプ訪問観光促
進事業
（文化観光スポーツ部）

スポーツキャンプの見学等を目的とした
新規観光誘客を図るため、受入市町村や
スポーツキャンプ実施団体等と連携し、
スポーツキャンプ関係旅行商品の開発
や、情報の発信、魅力的な観光資源の開
発等を行う。

県
市町村

H24～27
【完了】

120 取組完了
スポーツ振

興課

479

【後継】
プロ野球キャンプ等訪問観光
促進事業
（文化観光スポーツ部）

プロ野球キャンプの見学を目的とした新
規観光誘客を図るため、受入市町村や
キャンプ実施球団等と連携し、情報の発
信や魅力的な観光資源の開発等を行う。

県
市町村

H28～ 120

ファン感謝祭を活用した情報発
信、プロ野球沖縄キャンプ開幕イ
ベントの実施、那覇空港でのプロ
野球沖縄キャンプ拠点ブース設
置、ガイドブックの配布等によ
り、県民挙げての歓迎の機運醸成
を図った。

プロ野球キャンプ等訪
問観光促進の取組

プロ野球キャンプ等訪問
観光促進への取組

43,302 離島実施無し ―
スポーツ
振興課

8.2
8.9
9.2

17.17

78．スポーツキャンプ合宿の
離島実施件数・参加人数
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令和元年度取組対象　離島ＰＤＣＡ施策総括表
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頁

令和元年度実績

480
離島等スポーツ交流活性化事
業
（文化観光スポーツ部）

離島等におけるスポーツへの関心や取組
を喚起し、離島住民のスポーツツーリズ
ムへの理解を深めるとともに、受入体制
の整備と沖縄県全域でのスポーツアイラ
ンド沖縄の実現に貢献することを目的
に、スポーツコンベションに触れる機会
の少ない小規模離島を中心として、県内
のトップアスリートを活用したスポーツ
教室・交流を開催する。

県
H24～26
【完了】

120 取組完了
スポーツ
振興課

481
【再掲】
スポーツ観光誘客促進事業
（文化観光スポーツ部）

マラソン、サイクリングイベント等など
沖縄のスポーツイベント及びスポーツ環
境のプロモーション等を行うことで県
外・海外からの誘客を図り、県民のス
ポーツに触れる機会（見る、参加する）
の創出を図る。

県 H25～ 120

マラソン大会やサイクリングイベ
ントにおけるブース出展や、県
外・海外の見本市への出展等によ
り、沖縄県へのスポーツ旅行に係
る誘客プロモーションを実施し
た。

プロモーションの実施 プロモーション実施 64,417 再掲 ―
スポーツ
振興課

8.2
8.9
9.2

482
芝人養成事業
（文化観光スポーツ部）

サッカーキャンプ誘致戦略推進事業とし
て、サッカーキャンプ誘致におけるイン
フラ整備として、芝管理の専門知識と技
術を兼ね備えた人材を養成し、地域で活
用する。

県
H24～28
【完了】

120 取組完了
スポーツ
振興課

483
サッカーキャンプ誘致戦略推
進事業
（文化観光スポーツ部）

サッカーキャンプ等の誘致を戦略的に推
進するため、キャンプ誘致活動ととも
に、キャンプ実施時における県内グラウ
ンドの受入体制を整えるための取組を行
う。

県 H24～ 120

サッカーキャンプ誘致ガイドブッ
クの配布、各種情報誌への沖縄
キャンプ情報掲載、専用ＷＥＢサ
イトへの練習日程やトレーニング
マッチ等の掲載により、沖縄サッ
カーキャンプのＰＲや効果検証を
図った。

キャンプ誘致件数
：25件（うち離島1件：

石垣市）

キャンプ誘致件数
：29件（うち離島1件：
石垣市）

39,897 順調 石垣市
スポーツ
振興課

8.2
8.9
9.2

17.17

78．スポーツキャンプ合宿の
離島実施件数・参加人数
（実施件数）
78．スポーツキャンプ合宿の
離島実施件数・参加人数
（県外・海外参加人数）

484
沖縄エステティック・スパ市
場拡大支援事業
（商工労働部）

沖縄エステティック・スパの国内外にお
ける市場拡大を図るため、海外からの顧
客にも対応できる人材育成、商品開発及
びプロモーション活動を行い、沖縄エス
テティック・スパブランドの確立を目指
す。

県
H24～26
【完了】

120 取組完了 産業政策課 4.4

485
ウェルネスツーリズム等の推
進
（文化観光スポーツ部）

沖縄の自然環境資源や健康保養施設等を
活用したウェルネスリゾート地としての
体制を構築するため、ウェルネス・医療
ツーリズム等に関連した事業に先進的に
取り組む事業者等の支援を行うととも
に、ウェブサイトでの情報発信を行う。

県 H28～R3 87

平成29年度で事業が終了している
が、当事業にて開発したウェルネ
スプログラムをWeb上で継続的に活
用し情報発信を行っている。

事業者支援及びウェブ
サイトでの情報発信

事業者支援及びウェブサ
イトでの情報発信:実施

124,933 離島実施無し ―
産業政策課

観光振興課

8.9
9.2

97．沖縄エステティック・ス
パ利用県外観光客市場規模
（県全体）

486
微生物等を活用した汚染土壌
の浄化処理技術開発事業
（商工労働部）

微生物等生物資源を活用した土壌浄化技
術を持つ県内企業の育成を図る。

県
H24～26
【完了】

121 取組完了
ものづくり

振興課
8.3
9.5

487
海洋資源研究・開発支援拠点
形成構想実現可能性調査事業
（商工労働部）

国や各種研究機関が行う調査・研究の成
果について、関係機関等と連携をしなが
ら、適切な時期に開発支援拠点形成構想
実現可能性調査事業を実施する。

県
H26

【完了】
121 取組完了 産業政策課 14.c

５　科学技術の振興
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令和元年度取組対象　離島ＰＤＣＡ施策総括表
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489
【再掲】
知的財産活用の総合的支援
（商工労働部）

県内における知的財産の普及啓発を図る
ため、県内中小企業等に対し、産業財産
権制度の概要説明等セミナーを実施する
とともに、開放特許や未利用特許を活用
した新規事業や技術開発の促進を図る。

県
受託者

H28～R3 113

県内中小企業等に対して外国特許
等の出願に対する補助を行い、海
外展開を促すほか、知財保護の重
要性を幅広く周知するため、県内
業界団体等へ知財保護の課題に応
じた情報提供等を行った。
　また、県内中小企業の特許権２
件、意匠１件、商標権４件の外国
出願の際に係る費用を補助し、産
業財産権の活動を促した。

支援件数　２件

特許出願件数等
　　　　　２件

支援件数　３件

特許出願件数等
　　　　　７件

18,376 再掲 全離島市町村 産業政策課
8.3
9.5

490

【再掲】
ライフスタイルイノベーショ
ン創出推進事業
（商工労働部）

大学等の有望な研究成果を活用した県内
中小企業の高度化及び新事業の創出を図
るため、県内外の大学研究機関等と県内
中小企業とのﾏｯﾁﾝｸﾞ支援及び産業振興や
県民生活の向上に結びつく産学共同研究
開発を支援する。

県
H24～28
【完了】

123 取組完了 産業政策課 9.b
98．大学等と離島企業との産
学共同研究開発採択件数（累
計）

491
工業技術支援事業
（商工労働部）

本県の地場産業の振興を図るため、製造
業者への技術相談、依頼試験、講習会、
研修生受入、機器開放など技術支援を促
進する。

県 H24～R3 116

工業技術センターで、技術相談を
通じて企業が抱えている技術課題
を把握し、解決に向けた技術指導
を実施した。また、定量・定性分
析、材料試験等の依頼試験、加工
機や分析機器などの機器開放、技
術講習会、研修生受入れなどの人
材育成を行った。このほか、情報
誌の発刊等、技術情報の提供など
を行った。

技術相談件数(310件）

・技術相談 ：全1243件
(うち離島企業・団体か
らの相談59件)
・依頼試験：全890件(う
ち離島企業・団体からの
依頼８件)
・講習会：全12件(うち
離島での実施2件)
・研修生受け入れ：18件
(離島企業からの受入れ
無し)
・機器使用：全775件(う
ち離島企業・団体による
利用10件)

6,673 順調

対象とする離島：
県内全離島

うち31年度に支援
実績のある離島

石垣島、宮古島、
久米島

ものづくり
振興課

4.3
8.1
9.5

88．製造品出荷額（離島）の
増加

492

【再掲】
新たな時代を見据えた糖業の
高度化事業
（農林水産部）

黒糖向けサトウキビの育種と生産、黒糖
の加工、販売までの一連の技術開発を行
い、売れる黒糖への転換を図る。

県
H24～29
【完了】

124 取組完了

農林水産総
務課（農業
研究セン
ター）

2.4
9.5

493

【再掲】
イネヨトウの交信かく乱法に
よる防除技術普及事業
（農林水産部）

さとうきびの安定生産を図るため、イネ
ヨトウに対するフェロモンを活用した低
コストな交信かく乱方法による防除技術
を開発する。

県
H24～30
【完了】

124 取組完了 営農支援課 2.4

494

【再掲】
沖縄型牧草戦略品種育成総合
事業
（農林水産部）

島嶼県である沖縄においては、限られた
草地において既存の草種では牧草収量の
増産が困難であるという課題から、既存
草種に比べ栄養収量に優れる「沖縄型牧
草戦略品種」の育成と栽培マニュアルを
作成し、草地を十分に活用し牧草を増産
できる「沖縄型牧草戦略品種」の栽培面
積拡大を図る。

県 H24～R1 124

1系統について品種登録にむけた
データの収集がほぼできた。また
効率的な種子増殖技術が明らかに
なった。更に実証規模での収量
性、品質の評価を２地域で実施し
た。
更に１系統について生産性試験を
実施した。

新品種育成数 ３品種 新品種育成数 ３系統 7,968 再掲
宮古島市
石垣市

農林水産総
務課（畜産
研究セン
ター）

2.4
9.5

495

【再掲】
県産魚介類の安定供給に向け
た生産性高度化事業
（農林水産部）

ヤイトハタ・シャコガイとも生産率が低
いことから、要因改善のための養殖技術
の開発や現場実証試験を行い、県産魚介
類の生産性高度化を図る。

県
H24～26
【完了】

124 取組完了

農林水産総
務課(水産
海洋技術セ
ンター石垣

支所）

2.3
9.5
14.7
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496
【再掲】
海洋深層水研究
（農林水産部）

海洋深層水を利用したウイルスフリーゴ
カイの作出や、新規系統ウイルスフリー
クルマエビの導入、海洋深層水の冷熱を
利用した夏期のエビの出荷試験、有用藻
類の養殖技術開発などを行う。

県 H24～ 124

①ゴカイのPAVウイルス検査を行
い、ウイルスフリーの親のみを用
いたゴカイの完全養殖を実現し
た。
②新規系統ウイルスフリークルマ
エビ作出のための県外からの導入
を開始、ウイルス検査を実施し
た。
③海洋深層水の冷熱を利用して夏
期の高水温期にクルマエビを蓄養
し、豊洲への出荷試験を行った。
④トサカノリ、スジアオノリの陸
上養殖を行うにあたって雑藻対策
手法の開発を行った。
⑤海ぶどうの生産不調改善のため
モニタリングを着手した。
⑥ヒトエグサの集団遺伝解析のた
めのDNA抽出手法、遺伝的マーカー
の開発を行った。

該当なし

・普及に移す技術：３件提
出。
・ウイルスフリーゴカイ：
第三世代まで完全養殖実
施。
・新規系統ウイルスフリー
クルマエビ導入：検査用エ
ビ県外３箇所から購入。
・夏期クルマエビ出荷試
験：３回実施。
・トサカノリとスジアオノ
リの雑藻対策手法開発。
・海ぶどうの養殖場モニタ
リング：１養殖場。
・ヒトエグサ集団遺伝解析
用マーカー開発：３遺伝子
中１遺伝子が有効。

98,757 再掲 久米島町

農林水産総
務課（海洋
深層水研究

所）

2.3
9.5
14.7

497
沖縄サイエンスキャラバン構
築事業
（企画部）

将来の沖縄の科学技術・産業振興を担う
人材を育成するため、出前講座等を実施
する。

県
H24～26
【完了】

124 取組完了
科学技術振

興課
9.5

498
【後継】
子供科学人材育成事業
（企画部）

子供の成長段階に応じた科学教育プログ
ラムを体系的に実施することにより、科
学系人材を育成する。

県
H27～29
【完了】

125 取組完了
科学技術振

興課
9.5

499
新産業創出人材育成事業
（商工労働部）

新たな産業の創出や既存産業の高度化を
図り、産学連携のノウハウをもった人材
を育成するため、県外先進地への派遣研
修及び県内企業・研究機関でのＯＪＴ研
修を実施する。

県
H24

【完了】
125 取組完了 産業政策課 9.5

”
500
-1

沖縄科学技術向上事業
（教育庁）

沖縄科学グランプリや科学フォーラムの
開催、先端研究施設への生徒派遣を行
い、理系人材の育成を図る。

県 H24～R3 125

沖縄科学グランプリを開催。参加
希望者から35名をつくば市の先端
研究機関等へ派遣した。競技力向
上を図る合同宿泊学習会に36名の
生徒が参加した。

先端研究施設への生徒
派遣人数

35人

先端研究施設への生徒派
遣人数　35人

4,777 概ね順調
久米島町
宮古島市
石垣市

県立学校教
育課

4.3
8.6

”
500
-2

子供科学技術人材育成事業
（企画部）

子供の成長段階に応じた科学教育プログ
ラムを実施することにより、科学系人材
の育成に貢献する。

県 H30～R3 －

　地域と琉球大学、沖縄工業高等
専門学校、沖縄科学技術大学院大
学等との連携により、児童を対象
とした科学教室の自主開催支援や
中学生及び高校生を対象とした科
学教育プログラムを実施した。

10回/年
出前講座等開催数

23回 46,015 順調

伊是名村（児童）
石垣市

（児童）（中高生）
南大東村

（児童）（中高生）
粟国村（児童）

宮古島市（児童）
座間味村

（児童）（中高生）
竹富町（児童）

渡嘉敷村（児童）
渡名喜村（児童）

科学技術振
興課

9.5

６　雇用対策と多様な人材の育成・確保
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501
地域巡回マッチングプログラ
ム事業
（商工労働部）

県内各圏域(北部･中部･南部･宮古･八重
山)で求人開拓を実施するとともに、合
同就職説明・面接会を開催し、求職者と
求人企業とのマッチングを促進する。

県 H24～R2 128

　各圏域において、年６回の合同
就職説明･面接会を開催(宮古1回・
八重山1回)。各回キャリアカウン
セラー等のスタッフを配置し、就
職支援セミナーや個別相談などに
より、求職者支援を積極的に行っ
た。

合同就職説明会・面接
会の参加求職者数326名

参加数　延べ433名(うち
宮古26名、八重山17名)
就職者数　35名(うち宮
古2名、八重山2名)

22,966 順調
宮古島市
石垣市

雇用政策課
4.4
8.5

100．完全失業率

502
地域雇用開発助成金の活用
（商工労働部）

地域の雇用構造改善のため新たに事業所
を設置・整備し、地域に居住する求職者
等を雇用した事業主に対し助成及び活用
を促進する。

県
H24～28
【完了】

128 取組完了 雇用政策課
4.5
8.5

503
【後継】
事業主向け雇用支援事業
（商工労働部）

国、地方公共団体等が行っている雇用支
援に関する情報を一元化し、社会保険労
務士等の専門家による雇用相談及び情報
発信を実施
地域の雇用構造改善、高齢者、障害者、
母子家庭の母等の就職困難者を雇入れた
事業主に対する助成制度の活用促進

国
県

H29～R1 129

　グッジョブセンターおきなわに
て、事業主向けに社労士による雇
用支援施策（助成金等）の相談
（週5日）、セミナー、企業訪問、
正規雇用化専門家派遣、県内各地
域（離島含む）での巡回相談を実
施した。助成金冊子「すまいる」
を作成した。

窓口相談、巡回相談、
訪問相談等による相談

支援2,750件

窓口相談、巡回相談、訪
問相談等の相談支援件数
2,822件

25,175 順調 全離島市町村 雇用政策課
1.2
4.5
8.5

100．完全失業率

504
成長産業等人材育成支援事業
（商工労働部）

企業の従業員研修派遣費用を助成し、産
業等を担う人材を育成することにより雇
用の場を創出する。

県
H24～26
【完了】

129 取組完了 雇用政策課
4.4
8.5

505
【後継】
正規雇用化企業応援事業
（商工労働部）

企業の人材育成の取組を支援し、従業員
のキャリアアップの機会や企業の生産性
拡大の機会を創出することにより、正規
雇用化を促進する。

県 H27～R3 129

　非正規従業員の正規雇用化を図
る県内企業に対して、従業員研修
に係る費用（旅費及び宿泊費）の
一部を助成することにより、人材
育成の支援ならびに正規雇用化の
促進につなげた。

正規雇用化された従業
員数65人

正規雇用化された従業員
数　39人
（うち離島正規雇用化数
２人）

15,836 やや遅れ 全離島市町村 雇用政策課
1.2
4.4
8.5

事業内容の追加・修正を行っ
たことや、関係機関の対応の
遅れなど

100．完全失業率
103．離職率

506
新規学卒者等総合就職支援事
業
（商工労働部）

新規学卒者の就職内定率向上のため専任
コーディネーターによる個別支援を行
う。

県
H24～25
【完了】

129 取組完了 雇用政策課
4.4
8.5

507
シルバー人材センター等への
支援
（商工労働部）

高齢者に対し就労と生きがいづくりを提
供し地域活性化を図ることを目的とした
シルバー人材センターの運営を支援す
る。

県
市町村

シルバー人材
センター連合

H24～ 129

　定年退職者等の高齢者に対し
て、地域に密着した仕事を提供
し、もって高齢者の生きがいの充
実や高齢者社会参加の促進を図る
などのため、沖縄県シルバー人材
センター連合に対し、運営費の補
助を支給した。

シルバー人材センター
会員5,900名

①離島会員数　744人
②アンケート調査（離島
12町村）

14,812 順調 全離島市町村 雇用政策課

1.2
4.5
8.5
10.2

100．完全失業率
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508
特定求職者雇用開発助成金の
活用
（商工労働部）

新たに高齢者、障害者、母子家庭の母等
の就職が特に困難な者を雇入れた事業主
を支援する。

県
H24～28
【完了】

129 取組完了 雇用政策課
4.5
8.5

509
離島の求職者に対する支援
（商工労働部）

各種雇用対策事業の離島への周知、地域
と公共職業安定所の連携の強化等によ
り、離島の求職者を支援する。

県 H24～R2 128

　各圏域において、年６回の合同
就職説明･面接会を開催(宮古1回・
八重山1回)。各回キャリアカウン
セラー等のスタッフを配置し、就
職支援セミナーや個別相談などに
より、求職者支援を積極的に行っ
た。

合同就職説明会・面接
会の参加求職者数326名

参加数　延べ433名(うち
宮古26名、八重山17名)
就職者数　35名(うち宮
古2名、八重山2名)

22,966 順調
宮古島市
石垣市

雇用政策課
4.4
8.5

100．完全失業率

510
正規雇用化サポート事業（商
工労働部）

既存従業員の正規雇用化を検討している
がコスト面等が課題となっている企業に
対し、専門家派遣による正規雇用化の支
援を行う。

県 H28～R2 129

　既存従業員の正規雇用化を検討
しているがコスト面等が課題と
なっている企業を募集し、22社選
定のうえ、中小企業診断士等の専
門家チームを派遣支援することに
より81人の正規雇用化を図った。

正規雇用化された従業
員数60人

正規雇用化された従業員
数81人
（うち離島正規雇用化数
７人）

30,519 順調 全離島市町村 雇用政策課
1.2
4.4
8.5

100．完全失業率
103．離職率

511
新規学卒者等総合就職支援事
業
（商工労働部）

新規学卒者の就職内定率向上のため専任
コーディネーターによる個別支援を行
う。

県
H24～25
【完了】

130 取組完了 雇用政策課
4.4
8.5

512

グッジョブ連携協議会等産学
官で構成された協議会の設置
支援
（商工労働部）

地区コーディネーターの配置等の拠点地
区支援や地区コーディネーターの育成、
学校現場への普及啓発

県 H24～ 130

  各協議会が効果的で継続的な取
組みを実施するため、市町村の雇
用担当部署職員や教育委員会関係
者、コーディネーター等を対象と
したスキルアップ研修の実施等に
より支援を行った。ホームページ
を開設し各協議会の活動の情報発
信を行った。

25カ所
支援協議会

産学官・地域連携協議会
等支援数 26ヶ所

9,657 順調

石垣市
多良間村
竹富町

雇用政策課
4.4
8.5

99．就業者数
101．若年者（30歳 再未満）の
完全失業率

513
地域型就業意識向上支援事業
（商工労働部）

地域に産学官等で構成された地域連携協
議会を設置し、就業意識向上につながる
地域独自の取組を支援する。

県 H24～ 130

職場体験やジャブシャドウイング
等地域独自の就業意識向上の取組
みを実施する３地区に対し補助を
行った。

５カ所
支援地域

産学官・地域連携協議会
等の活動に対する補助支
援地域　３ヶ所
（参考）地域型就業意識
向上支援事業参加者数
1,549人

26,638 離島実施無し － 雇用政策課
4.4
8.5

99．就業者数
101．若年者（30歳未満）の完
全失業率

514
高校生等のためのキャリア形
成支援プログラム事業
（商工労働部）

産学官連携によるキャリア形成支援プロ
グラムを開発し、各教育機関にて実施す
る。

県
H24～26
【完了】

130 取組完了 雇用政策課
4.4
8.5
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離島振興計画関連

担当課
実施主体 事業期間

離島
振興
計画
記載
頁

令和元年度実績

515
インターンシップ拡大強化事
業
（商工労働部）

高校生を県外企業でのインターンシップ
へ派遣する。

県 H24～ 130

　就業観の醸成や視野拡大、早期
の進路決定を促すため、11/11-
11/15の間、関東6企業・中京5企
業・関西3企業の計14企業に54名の
高校2年生を派遣。関東地区におい
ては、就業体験のほか職場見学を
10社で実施。
　また、宮古・八重山地区におい
ても講師を派遣し、インターン
シップ事前研修を実施した。

県外企業へ70名派遣
県全体54名（久米島1
名、八重山3名、宮古2
名）

7,151 概ね順調

石垣市
宮古島市
久米島町

（高校ごとに申込
のため、各高校の

所在地）

雇用政策課
4.4
8.5

102．新規学卒者の就職内定率
（高校）

516

【事業名変更】
大学生等海外インターンシッ
プ事業
（商工労働部）

アジアを中心に海外でのインターンシッ
プを実施する。

県 H24～R3 130

　大学生等に対し企業訪問、就業
体験、学生交流等様々なプログラ
ムを組み合わせた10日間の短期イ
ンターンシップを実施。海外企業
のもとで1か月のインターンシップ
を行う1か月コース実施した。

派遣者数157名

派遣者数（海外短期イン
ターンシップ）　91人
派遣者数（海外インター
ンシップ１か月コース）
10人
※101名中48名は派遣を
中止し早期帰国してい
る。

38,669 離島実施無し ― 雇用政策課
4.4
8.5

517
事業若年者定着支援実践プロ
グラム事業
（商工労働部）

人材育成の優れた取り組みを行う企業を
認証する「人材育成企業認証制度」の実
施、人材育成担当者向けの人材育成手法
等の講座・研修等の実施する。

県
H24～26
【完了】

130 取組完了 雇用政策課
4.4
8.5

518
【後継】
県内企業雇用環境改善支援 業
（商工労働部）

若年者の早期離職を改善するため、経営
者、採用1年～3年程度の社員、中堅社員
に研修を実施し、企業内定着率を高め
る。

県 H29～R3 130

　働きがいのある企業づくりを支
援するため、様々な人材育成の手
法やツールを実践的に修得する人
材育成推進者養成講座を実施（前
期・後期各10回）し、計51社が当
該講座を修了した。

人材育成推進者養成企
業数60社

人材育成推進者養成企業
数　51社

35,088 離島実施無し ― 雇用政策課
1.2
4.4
8.5

100．完全失業率
101．若年者（30歳未満）の完
全失業率
102．新規学卒者の就職内定率
（高校）
103．離職率
104．新規学卒1年目の離職率
（高校）

519
未来の産業人材育成事業
（商工労働部）

産業界と学校現場をつなぐコーディネー
ターを配置し、中長期的な視点のもと、
小中学校で、雇用に課題を抱える業界団
体と連携し、業界理解を深め産業人材を
育成する。

県 H27～ 130
小中学生を対象に、産業理解を促
す取組（職業人講話、出前講座、
企業見学ツアー）を行った。

参加者
6,500人

参加者数　延べ6,548人
(うち離島延べ164人)

25,094 順調
座間味村
竹富町

与那国町
雇用政策課

1.2
4.4
8.5

101．若年者（30歳未満）の完
全失業率
102．新規学卒者の就職内定率
（高校）

520
離職者等再就職訓練事業
（（旧）緊急委託訓練事業）
（商工労働部）

訓練機会の少ない宮古・八重山地域で、
専修学校等の民間教育訓練機関を活用し
た幅広い職業訓練の充実を図る。

県 H14～ 131
宮古・八重山地域において７コー
ス、定員105人の職業訓練を実施し
た。

委託訓練修了者の就職
率75%

訓練定員：105人
訓練受講者数：73人

13,758 順調
宮古島市
石垣市

労働政策課
4.4
8.5

105．委託訓練修了者の就職率

521
安定的な労使関係のための取
組
（商工労働部）

労働者及び使用者が労働や労働問題に関
する知識と理解を深め、健全な労使関係
の確立と労働者福祉の向上を図ることを
目的として、労働関係法令の周知・啓発
を図る

県 H24～ 131

宮古・八重山地域において、労働
者、使用者の双方にとって働きや
すい環境を作っていくために必要
な労働法令の基礎知識、労働条件
等について、セミナーを開催し
た。

セミナー開催５回
（県全体）

宮古：１回
八重山：１回

20,850 順調
宮古島市
石垣市

労働政策課 8.5

522
ワーク・ライフ・バランス推
進事業
（商工労働部）

ワーク・ライフ・バランス企業認証制度
やセミナーの開催等により、県民、企業
にワーク・ライフ・バランスの周知・啓
発を行って、仕事と家庭の両立を推進す
る。

県 H23～ 131

宮古・八重山地域において企業向
けの講座を開催することにより、
ワーク・ライフ・バランスに関す
る普及・啓発を図った。

セミナー開催１回
（県全体）

宮古：１回
八重山：１回

14,928 順調
宮古島市
石垣市

労働政策課 8.5
106．ワーク・ライフ・バラン
ス認証制度企業数

76



令和元年度取組対象　離島ＰＤＣＡ施策総括表

活動概要 R元年度の目標 活動実績値

決算額
(千円)
離島分は
括弧書き

離島振興計
画における
進捗状況

活動離島
市町村名
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資料２

進捗状況が
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（資料３の成果指標一覧

に対応）
No 主な取組名 取組内容

離島振興計画関連

担当課
実施主体 事業期間

離島
振興
計画
記載
頁

令和元年度実績

523

女性が働きがいをもって仕事
に取り組むことができる環境
づくり
（商工労働部）

女性が働きがいをもって仕事に取り組む
ことができる環境づくりを推進し、雇用
の質の向上を図るため、ライフステージ
に対応した支援や関連調査を行う。

県 H27～R3 131
宮古・八重山地域において、女性
の就業支援のセミナーを開催し
た。

相談者数：1,000人
セミナー受講者数：

870人
（県全体）

宮古：24人
八重山：31人

35,996 順調
宮古島市
石垣市

労働政策課 8.5

106．ワーク・ライフ・バラン
ス認証制度企業数
 109.　離島の工芸産業従事者
 数

524

【追加】
県内企業雇用環境改善支援事
業
（商工労働部）

離職率を改善するため、企業の雇用環境
の改善を支援する。

県 H24～R3 131

　働きがいのある企業づくりを支
援するため、様々な人材育成の手
法やツールを実践的に修得する人
材育成推進者養成講座を実施（前
期・後期各10回）し、計51社が当
該講座を修了した。

人材育成推進者養成企
業数60社

人材育成推進者養成企業
数　51社

35,088 離島実施無し ― 雇用政策課
1.2
4.4
8.5

100．完全失業率
101．若年者（30歳未満）の完
全失業率
102．新規学卒者の就職内定率
（高校）
103．離職率
104．新規学卒1年目の離職率
（高校）

525
【再掲】
万国津梁産業人材育成事業
（商工労働部）

経済成長著しいアジアなど海外に展開す
る産業人材を育成するため、グローバル
化に対応したセミナー等の開催に加え、
国内外企業へのＯＪＴ派遣研修や長期留
学などの取組を実施する。

県
H24～29
【完了】

132 取組完了 産業政策課
4.4
8.1

526
【再掲】
新産業創出人材育成事業
（商工労働部）

新たな産業の創出や既存産業の高度化を
図り、産学連携のノウハウをもった人材
を育成するため、県外先進地への派遣研
修及び県内企業・研究機関でのＯＪＴ研
修を実施する。

県
H24

【完了】
132 取組完了 産業政策課 9.5

527
県内サポーティング産業人材
育成事業
（商工労働部）

県内におけるものづくり製造業の自給率
を向上させ、産業集積を進めるため、優
先度の高い技術要素を習得するための人
材育成事業を実施し、本県のものづくり
産業の振興を図る。

県
H24～25
【完了】

132 取組完了
ものづくり

振興課
8.3
9.5

528

【再掲】
工芸産業における後継者等人
材の育成
（商工労働部）

従業者の確保及び育成を図るため、各工
芸産地事業協同組合の後継者育成事業に
対して助成を行う。

県
市町村

産地組合
H24～ 132

県は宮古及び八重山地区の産地組
合の申請に基づき、講師謝金に１
／４、教材等諸費に１／３の補助
金を交付した。産地組合において
後継者育成研修を実施し、平成３
１年度は宮古地区３名、石垣地区
３名を育成した。

支援組合数（２組合） 支援組合数：２組合 1,148 再掲
宮古島市
石垣市

ものづくり
振興課

4.3
8.9

93．離島の工芸産業従事者数
109．離島の工芸産業従事者数

529
【再掲】
高度情報通信産業人材育成
（商工労働部）

情報通信関連産業の振興を担う人材を育
成するため、システム開発業務等を通し
た講座を実施し、県内ＩＴエンジニアの
知識・技術の高度化、強化を図る。

県
情報通信関連

団体
H24～ 132

　県内ＩＴ関連産業における業務
受注型のビジネスモデルから高付
加価値型の業務受注・業務提案型
のビジネスモデルへの転換に資す
る高度ＩＴ技術者を育成するた
め、県内ＩＴエンジニアの知識や
技術力の高度化・強化を図る講座
を、年間101回（受講者数653名）
開講した。

－
高度ＩＴ講座受講者数
653名

73,265 再掲 県内全域
情報産業振

興課
8.2 事業方針・計画等の変更

530
【再掲】
観光人材育成の支援
（文化観光スポーツ部）

国際化・多様化する観光客にニーズに適
切に対応し、質の高いサービスを育成す
るため、（一財）沖縄観光コンベンショ
ンビューローが設置している観光人材育
成センターを活用した研修事業に対し、
補助を行う。

県 H24～R3 133

観光産業従事者の対応能力向上を
図るため、企業研修への支援（69
件）を実施したほか、中核人材育
成・沖縄観光提案力アップの集合
型研修（61事業者参加）を実施し
た。

研修支援件数：69件 89,020 再掲 ―
観光

振興課
8.9
9.2

107．観光人材育成研修受講者
数

77
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531

【再掲】
アグリチャレンジ起業者育成
事業
（農林水産部）

　農産物の加工や販売を行うなど経営の
６次産業化に取り組む農業者に対し、新
商品開発支援や機器・機材等施設整備支
援、加工技術支援を行う。

県 H24～R1
102
133

　農産加工等の研修会・講座等開
催し、加工品販売に必要な衛生管
理や原価計算等について研修会を
行った。
　委託事業では、農産加工品販売
に取り組む起業者を対象に、起業
者の販路開拓支援を行った。
　加工機材の整備を行う起業者へ
補助金の交付を行った。

農産物の加工や販売等
６次産業化に取り組む
農業者の支援

農産物の加工や販売等６
次産業化に取り組む農業
者の支援地区数 ２地区

8,000 再掲

石垣市
宮古島市
うるま市
竹富町

久米島町
渡名喜村

営農支援課
2.3
5.5
12.b

－

532
【再掲】
担い手育成・確保
（農林水産部）

農業担い手の育成・確保を図るため、就
農相談体制の充実や研修農場の整備、初
期投資支援等を行い、相談から定着まで
一貫した支援を構築する。

県
市町村
農協等

H24～R3 133

新規就農コーディネーターの配置
により相談窓口を設置するととも
に、農業機械等の初期投資支援に
より、一貫した支援を行こなっ
た。

913人
新規就農者数（累計）
1,074人

252,298
(35,190)

再掲
伊平屋村、南大東
村、宮古島市、石

垣市、竹富町
営農支援課

2.3
5.5
8.6

87．108．新規就農者数（離
島)【累計】

"53
3-1

【再掲】
移住定住促進事業
（企画部）

市町村職員を対象とした移住対策セミ
ナーをはじめ、移住フェアへの出展、シ
ンポジウムの開催などを通して、市町村
による移住取組の機運醸成を図るととも
に、移住体験ツアーの実証的開催及び移
住応援サイトを構築し、移住活動が円滑
に行えるように環境づくりを行う。

県
市町村

民間団体
H26～ 133

世話役養成塾を開催して３名が終
了した。また、県外での移住相談
会や移住フェアに計９回出展した
ほか、県内９箇所での移住体験ツ
アー（３種類）の実施、及び移住
応援サイトでの情報発信を行っ
た。
さらに、沖縄県移住受入協議会を
２回開催した。

移住相談件数145件

移住応援サイトアクセ
ス数

70,000件

移住相談件数：99

移住体験ツアー参加者
数：30

43,109 再掲 離島全圏域
地域・離島

課

4.4
8.1
11.3

110．移住応援サイトアクセス
数

"53
3-2

【期間延長】
正社員雇用拡大助成金事業
（商工労働部）

新卒を除く35歳未満の若年者を正社員と
して雇用し、定着に繋がる取組を行った
企業に対し助成金を支給し、正社員就職
機会の創出と職場定着の推進を図る。

県
H30～R2

－

　若年者を正社員として雇用し、
3ヶ月間の定着に繋がる取組を行っ
た企業に対し助成を行い、56人の
定着に繋げた。

100人 正社員定着人数　56人
31,674

(14,812)
大幅遅れ 全離島市町村 雇用政策課

1.2
4.4
8.5

事業内容の追加・修正を行っ
たことや、関係機関の対応の
遅れなど

"53
3-3

【事業名変更】
ひとり親世帯・中高年齢者就
職総合支援事業
（商工労働部）

ひとり親世帯の方や中高年齢者の求職者
に対し、個々の状況に応じた事前研修と
職場訓練を組み合わせて実施し総合的な
就職支援を行う。

県 H30～R2 －

　求職者の職業能力等に応じて、2
日間又は5日間の託児機能付き基礎
研修と資格取得講座等のオプショ
ン研修及び原則3ヶ月の職場訓練を
組み合わせて実施し、45名が就職
に繋がった。

研修等受講者　50名 事前研修受講者数　77名 37,862 離島実施無し － 雇用政策課

1.2
4.5
8.5
10.2

100．完全失業率

"53
3-4

若年者ジョブトレーニング事
業
（商工労働部）

40歳未満の若年求職者を対象に座学研修
と短期雇用による企業での職場研修を実
施し就職支援、定着支援を行う

県 H27～R2 －

40歳未満の若年求職者を対象に、
求職者のスキル向上とミスマッチ
の解消を図るため、60名の訓練希
望者に対し、座学研修と短期雇用
による企業での職場訓練を実施し
た。

講座等受講者数100名 講座等受講者数　60名 81,193 やや遅れ 全離島市町村 雇用政策課
1.2
4.4
8.6

一般県民・企業等を対象とし
た研修等において、予定した
定員等に達しなかった

100．完全失業率
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令和元年度取組対象　離島ＰＤＣＡ施策総括表

活動概要 R元年度の目標 活動実績値

決算額
(千円)
離島分は
括弧書き

離島振興計
画における
進捗状況

活動離島
市町村名

SDGs
ゴール

資料２

進捗状況が
やや遅れ
大幅遅れ
未着手

の要因と対策

関連する成果指標
（資料３の成果指標一覧

に対応）
No 主な取組名 取組内容

離島振興計画関連

担当課
実施主体 事業期間

離島
振興
計画
記載
頁

令和元年度実績

"53
3-5

地域巡回マッチングプログラ
ム事業
（商工労働部）

県内各圏域で求人開拓を実施するととも
に、合同企業説明会を実施する。また、
企業説明会・合同説明会の開催に当たっ
ては、就職率の向上につながるキャリア
カウンセリングや関連講座を実施する。

県 H24～R2 －

　各圏域において、年６回の合同
就職説明･面接会を開催(宮古1回・
八重山1回)。各回キャリアカウン
セラー等のスタッフを配置し、就
職支援セミナーや個別相談などに
より、求職者支援を積極的に行っ
た。

合同就職説明会・面接
会の参加求職者数326名

参加数　延べ433名(うち
宮古26名、八重山17名)
就職者数　35名(うち宮
古2名、八重山2名)

22,966 順調
宮古島市
石垣市

雇用政策課
4.4
8.5

100．完全失業率

"53
3-6

【R2追加】
県内企業人材確保支援事業
（商工労働部）

人材確保に取り組む県内企業及び県内で
の就職を希望する県外の学生や社会人な
どのＵＩターン就職希望者を対象とした
相談窓口を県内及び東京、大阪に設置
し、県内企業とＵＩターン就職希望者の
マッチング支援等を行う。

県 R1～3 －

ＵＩターン相談窓口を那覇及び東
京、大阪に設置し、県内企業の求
人開拓や県外での合同企業説明会
の開催、県外大学への訪問等によ
り、ＵＩターン就職希望者の相談
対応延べ614件(R2年3月末)、県内
企業と就職希望者のマッチング支
援35件を実施した結果、12名が県
内就職に至った。

内定件数22件

相談対応等により県内企
業への紹介に至った件数
は35件であり、内定件数
は12件だった。

27,319 順調 県内全域 産業政策課 8.5

"53
3-7

生涯現役スキル活用型雇用推
進事業
（商工労働部）

 高年齢者の雇用と若年者の雇用を両立
し、高年齢者の持つスキルを継承・活用
した人材育成や人材定着を図り、県内企
業の活性化につなげる。

県 H30～R3 －

高年齢者及び若年者の両世代が一
体的に就労に取り組む雇用形態
（ペア就労）を実施している県内
企業に対し、助成金を交付し、生
涯現役社会の実現に資する高年齢
者雇用環境の整備を促すととも
に、若年者の雇用創出と高年齢者
の持つスキルの継承・活用を通じ
た人材育成や人材定着を図り、県
内企業の活性化につなげた。

55組
離島支援企業　４社
新規雇用者数　４名

36,401 概ね順調 　全離島市町村 雇用政策課

1.2
4.5
8.5
10.2

100．完全失業率

"53
3-8

【R2追加】
離島テレワーク人材育成補助
事業
（企画部）

　離島住民が安心して島に住み続けるこ
とができる環境を構築するため、ICTを
利活用し、テレワーク業務での副業によ
り所得を安定・向上させる。

県 R1～R3 -

　石垣島・久米島・渡嘉敷島の住
民に対して、WEBなどでの研修を実
施し、102人をテレワーカーとして
育成した。
　また、テレワーカの登録や就業
支援を行うサイトの構築、事業効
果検証委員会において事業効果の
検証などを実施した。

テレワーカー育成完了
人数（累計）102人

テレワーカー育成完了人
数（累計）102人

32,559 順調

石垣市
久米島町
渡嘉敷村

地域・離島
課

－ －

７　交流と貢献による離島の新たな振興

534
【再掲】
沖縄離島体験交流促進事業
（企画部）

沖縄本島の児童生徒を離島に派遣し、地
域の人々や児童生徒との交流のもと、体
験学習や民泊等を実施する。

県 H24～R3 57

　令和元年度は、本島版として沖
縄本島の49小学校3,708人の児童を
宮古島や石垣島等23離島に、ま
た、離島版として離島の8小学校88
名を伊良部島と石垣島に派遣し、
農業・漁業等の体験プログラムや
民泊等を実施した。

派遣児童数3,000人

派遣児童数：3,796人
本島版：3,708人
離島版：88人

251,344 再掲 23離島
地域・離島

課
4.1
8.9

112．体験・交流を目的に離島
へ派遣する児童生徒数（累
計）

535
離島観光・交流促進事業（企
画部）

　本島住民をモニターとして離島へ派遣するこ
とで、島々の良さを発見し、島の魅力を更に輝
やかせ、県民全体で離島を支えていく社会を目
指す。
　また、モニターの意見等を島へフィードバッ
クすることで、体験プログラムの開発・改善、
受入体制の強化など、離島ならではの観光産業
の振興に繋げていく。

県 H28～R3 135

　25離島地域でモニターツアーを
実施し、県民1,857名が参加した。
　応募総数は7,686名に達し、参加
者数の約4.1倍となるなど、県民の
関心も高い。

送客数
3,000人

県民の離島への派遣：
1,857人

158,000 順調 18離島市町村
地域・離島

課
8.9
11.a

536

【再掲】
案内表示の充実強化（道路案
内標識等）
（土木建築部）

道路案内標識の適切な設置及び修繕・更
新を行い、観光客等の道路利用者への情
報提供を行う。

県 H24～R3 90
宮古管内において、道路標識の修
繕を実施した。

案内標識の設置・更
新・修繕　12基

道路標識の修繕 31基
174,528
(18,937)

再掲 宮古圏域 道路管理課 8.9
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令和元年度取組対象　離島ＰＤＣＡ施策総括表

活動概要 R元年度の目標 活動実績値

決算額
(千円)
離島分は
括弧書き

離島振興計
画における
進捗状況

活動離島
市町村名

SDGs
ゴール

資料２

進捗状況が
やや遅れ
大幅遅れ
未着手

の要因と対策

関連する成果指標
（資料３の成果指標一覧

に対応）
No 主な取組名 取組内容

離島振興計画関連

担当課
実施主体 事業期間

離島
振興
計画
記載
頁

令和元年度実績

537
国際交流・協力活動の促進
(文化観光スポーツ部）

JICA事業（海外研修員受入事業等）を通
し、アジア・太平洋地域への国際協力を
図る。

県
市町村

関係団体
H24～R3 136

県の窓口として設置した連絡協議
会を開催し、JICA沖縄と商工労働
部などの県関係部との調整を行
い、離島を含めJICAスキームとの
連携が図られるよう調整を行っ
た。

県の窓口として、JICA
沖縄及び県各関係課と
の調整を行うととも

に、計画どおり連絡協
議会を開催するなど、
JICAの有する様々なス
キームに対する県庁内
各部各課の理解を深

め、JICAとの連携を促
進する。

海外研修生受入団体数

19団体
－ 離島実施無し －

交流
推進課

9.b
111．JICA沖縄と共に技術協力
する離島市町村（累計）

538
-1

海外研修生受入による農業農
村活性化事業
（農林水産部）

亜熱帯・島しょ性地域に適合した沖縄独
自の技術やノウハウ等を有する農業の分
野において、アジア・太平洋地域の国々
等から海外研修生を受け入れ、国際協力
の一翼を担いながら、事業を通して国際
的なネットワークの形成を目指し、本県
農業・農村の地域活性化を図ることを目
的とする。

県
H25～29
【完了】

136 取組完了 営農支援課
2.a
17.8

538
-2

海外農業研修生受入支援事業
（農林水産部）

亜熱帯・島しょ性地域に適合した沖縄独
自の技術やノウハウ等を有する農業の分
野において、アジア・太平洋地域の国々
等から海外研修生を受け入れ、国際協力
の一翼を担いながら、事業を通して国際
的なネットワークの形成を目指し、本県
農業・農村の地域活性化を図ることを目
的とする。

県 H30～R3 136

 アジア・太平洋地域等からの技能
実習生受け入れを支援し、農業分
野の技術交流を通して、国際貢献
及び農業・農村地域の活性化が図
られた。
　農家や技能実習生のサポート
は、入管法や技術・技能実習制度
等に精通した監理団体が行い、農
家が技能実習生を受け入れる際に
係る費用の一部に対し、助成を
行った。

213名
外国人技能実習生研修実
施　５名

10,030 順調
伊江村
石垣市

営農支援課
2.a
17.8

【進捗状況の要因】
・外国人技能実習機構での技能実
習計画認定遅れにより、年度末入
国予定であった技能実習生の受入
れによる事業の減。
【今後の対応】
・令和２年度の取組として、受入
団体（管理団体）や市町村（事業
実施主体）との連携強化に努め、
事業ニーズの十分な把握を実施す
る。なお、令和元年度の受入実績
は、県全体で98名（平成30年度：
82名）となっている。

技能実習生入国遅れに伴う事
業量の減。

539

【再掲】
子や孫につなぐ平和のウムイ
事業
(子ども生活福祉部）

戦争体験証言の収録地域を宮古島市や石
垣市にまで拡大し、集まった証言をイン
ターネットを通じて離島地域や国内外へ
も発信する。

県
H24～25
【完了】

取組完了
4.7
16.6
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